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第１章 序論 

 

1.1 研究の背景と目的 

 

 財務会計における資産価値とは、一般的には経済的価値を示すものであるが、コンテン

ツ資産の場合には、経済環境による価値変動の他にマルチユースにより多元的な付加価値

が加わることがある。近年のデジタル技術の発達や二次利用によって複数のプレーヤーの

出現により、コンテンツの資産評価は一元的な価値評価ではなく、多元的な価値評価が求

められるようになった。 

 

しかし、複合的なコンテンツを客観的に価値評価する手法はまだ確立されていない。 

それは、コンテンツ（contents）が一つ一つのコンテント（content）である映像や画像、

音楽、文章、あるいはそれらが複数集まった複合体であり、多元的に構成されているから

である。コンテンツは創作されるものであり、工業製品のように計算された通り製造され

るものではない。それゆえに価値評価することは難しい。 

 

２００９年の大幅な著作権法改正（２０１０年施行）により、コンテンツ流通の障害と

なっていた権利不明者の対応や違法流通対策などのコンテンツ流通の整備がなされた。総

務省情報通信研究所の調査研究報告書によると、今後二次利用市場は拡大する見込みであ

り１、秩序あるコンテンツ流通を整備するためには、二次利用を包括したコンテンツの価値

評価手法により、コンテンツの価値を正しく認識する必要が生じる。 

 

さらに、コンテンツの資産評価は、企業におけるＭ＆Ａの際にも必要なデータである。

買収の対象となる企業が独自のコンテンツを保有している場合、そのコンテンツの価値評

価によって買収価格の算定が異なる。一方、コンテンツを自ら所有する企業の場合には、

そのコンテンツの資産評価を行うことで、そのコンテンツの価値を知り、メディア戦略に

生かすことができる。また、上場企業の場合には、株主に対して保有コンテンツの資産価

値についてディスクローズしなければならないので、その場合もコンテンツの客観的な評

価モデルに基づく価値評価が求められる。 

 

本研究の目的は、このような多元的なコンテンツの価値評価を行うことにある。コンテ

ンツの資産価値を定量評価し、客観的に「格付け」するために経済的、法的価値評価の新

たな手法を試みた。コンテンツは、伝達可能な態様を備えた経済的価値を持った「情報財」 

                                                  
１ 総務省情報通信研究所（IICP）「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査研

究」総務省,2008 年,4 頁。 
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であり、複合的なコンテンツモデルを分析することで、市場経済メカニズムにおける資産

の価値評価を行い、コンテンツ産業の発展に寄与することを研究の目的とする。（図１） 

 

図 1 複合的なコンテンツ 

 
（筆者作成コンテンツモデル） 

 

 コンテンツを価値評価することの意義は、無形資産であるコンテンツを経済的価値のあ

る「情報財」２として扱い、産業社会に役立てることにあるが、コンテンツを価値評価する

メリットについて、「知的資源経営」を推進する経済産業省は次の５項目を挙げている３。 

 

（１） 企業経営の指標となる。 

 

コンテンツ事業投資と所有コンテンツ資産の効率的な運用を把握することができる。 

 

（２） 企業の IR 説明ツールとなる。 

 

ステークホルダーに対して、より具体的な企業活動指標として明示できる。 

   

（３） コンテンツ制作費の投資規模の判断が可能。 

 

                                                  
２ 一般の経済財とは異なる特質を有する経済学で扱う情報財(information goods)について

は、第 4 章（研究 3）で詳しく述べる。 
３ 経済産業省「知的資産経営ポータル」, 
http://www.meti.go.jp/policy/intellectual_assets/igi.html（2011.03.22） 

複合的な経済的価値を持つ「情報財」としてのコンテンツ

知 財
Intellectual 

Property

事 業
Produce

映 像
Content
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コンテンツの持つ経済的な価値から、制作費の限界利益を判断し、投資する資金総 

額を決めることができる。 

 

（４） コンテンツ資金調達の指標となる。 

 

資金調達するコンテンツの価値を事前に把握することができる。 

 

（５） コンテンツ流通が活性化する。 

 

コンテンツの価値がわかると、取引しやすくなり、取引量が増大してコンテンツ取 

引マーケットが活性化される。 

 

 コンテンツ産業では、前述した経済産業省が示す５項目に基づき、映画の買い付けや、

コンテンツファンドによる資金調達の際に、その指針となるコンテンツの評価システムが

各企業で開発されている。しかし、これらの評価システムはそのシステムを開発した企業

の営業秘密にあたるため、詳細は公開されていない。 

 

また、学術研究としては、同じ知的財産である「特許権」の価値評価モデルについての

研究がある。最近では、特許の持つ排他的独占権による価値評価だけではなく、事業性評

価を加えた研究があるが、コンテンツに関する価値評価の研究は、文献検索システム

J-GLOBAL による検索では、筆者以外の研究発表は日本では未だない４。 

 

 知的財産研究に関する学術団体である（社）日本知財学会でも、コンテンツ・マネジメ

ント分科会を中心にコンテンツに関する研究が多く発表されているが、「格付け」によるコ

ンテンツ資産評価の研究５は、筆者が２００７年に行った研究発表が最初である。学術研究

論文としては、内田６がコンテンツのビジネス展開による定性的分析について、多元的な価

値を「私的便益」と「社会的便益」に分離することで、コンテンツの波及効果のビジネス

モデル化を試みている。 

コンテンツは知的財産のひとつであり、知的財産である無形資産の価値評価については、

                                                  
４文献検索 J-GLOBAL 
http://jglobal.jst.go.jp/search.php?q=%E3%82%B3%E3%83%B3%E3%83%86%E3%83%
B3%E3%83%84%E3%80%80%E8%B3%87%E7%94%A3%E3%80%80%E8%A9%95%E4
%BE%A1&t=0 (2011.3.22) 
５ 田中康之・染谷昌嗣・土屋雄大「TV コンテンツの資産評価論理」,日本知財学会,2007 年

度第 5 回年次学術研究発表会講演要旨集, 254‐257 頁。 
６ 内田真理子「コンテンツ・ビジネス展開の波及効果モデル構築に関する研究」，東京大 
学博士学位論文，2006 年。 
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ゴードン V.スミス（Gordon V.Smith）ら７により先駆的な研究が発表されている。この翻

訳出版を行った財団法人知的財産研究所の加藤は、知的財産の活用が円滑に行われるため

には、知的財産の価値について適切に評価されることが不可欠であるとしている。その後、

「特許権」の価値評価モデルを包括的に研究した広瀬ら８は、「価値評価されない限り経済

財としての実体を欠くばかりでなく、保護・活用はもとより、管理もできない」と問題提

起している。 

 

 コンテンツ産業を文化産業と位置づけている経済産業省の２０１０年度の政策提案では、

日本は「文化産業大国」に向けて官民を挙げたグローバルな取り組みが急務であり、その

中でもコンテンツ産業が果たす役割が大きく、コンテンツが日本文化を牽引することで内

需創出・海外市場開拓が可能であると提案している。９ 

 

このように経済成長を牽引するコンテンツ産業は、その事業特性としてビジネスよる情

報財という「経済的特徴」と知的財産法による保護という「法的特徴」の両方を持つ。そ

うした、知的財産を有効に活用するためには戦略的なマネジメントが必要不可欠となる。

知的財産情報を包括管理する「エンティティー・ワイド・マネジメント」１０ を提唱する 

二村（2005）１１によれば、企業において最適な知的財産のマネジメントを実現するために

は、知的財産を客観的に分析したうえで、その結果をもとに意思決定を行うべきであると

主張している。つまり、「暗黙知」の状態から「形式知」へ変換する過程で知的財産を定量

化するために可視化が必要となる。（図２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
７ Gordon V. Smith and Russell L. Parr.（1994）. “Valuation of Intellectual Property and 
Intangible Assets”, （邦訳）菊池純一監訳，財団法人知的財産研究所訳『知的財産と無

形資産の価値評価』中央経済社, 1996 年。 
８ 広瀬義州編著『特許権価値評価モデル』東洋経済新報社,2006 年。 
９ 経済産業省,「文化産業」立国に向けて‐文化産業を２１世紀のリーディング産業に‐, 
2010 年 6 月。 
１０ 知的財産権を単に管理するだけではなく、一単位（entity）の知的財産を複数の外部要

因との結びつき（アウトカム要素）を計画的にマネジメントする考え方。 
１１ 二村隆章編著,知的資産活用センター・新日本監査法人監修『知的財産マネジメント』

商事法務,2005 年, 13‐16 頁。 
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図 2 価値評価による可視化モデル 

 

（筆者が考える可視化するためのプロセスモデル） 

 

我が国の知的財産政策は、２００２年２月４日に知的財産を保護・活用することを国家

の目標にする「知財立国宣言」１２が発表されて以降、同年７月３日にはその戦略の方向性

を示した「知的財産戦略大網」が策定された。さらに、同年１２月４日には基本法である

「知的財産基本法」が公布。翌年２００３年３月１日には同法施行のための「知財財産戦

略本部」も設置され、これまでにない短期間で知的財産政策の整備が進んだ。 

 

２００４年４月には、知的財産戦略本部のコンテンツ専門調査会が政策提案した「コン

テンツビジネス振興政策‐ソフトパワー時代の国家戦略‐」で、コンテンツビジネスの振

興を国家戦略の柱に据えている。続いて、２００４年６月４日にはコンテンツ事業振興の

基本法といえる「コンテンツ促進法（コンテンツの創造、保護及び活用の促進に関する法

律）」が公布され、コンテンツ産業は日本の知的産業の国家戦略として位置づけられること

となった。企業が保有するコンテンツを「知的財産」として捉え、企業の財務会計におい

ても「無形資産」として日本の経済成長における重要な役割が期待されることになった。 

 

 コンテンツ産業においては、インターネットを中心とするデジタル技術の進歩と普及に

より、デジタル化されたコンテンツは経済的価値が非常に捉えにくい。そのため、「情報財」

としての経済的価値を認識することが出来ず、正規流通の規範を失い違法流通により市場

経済メカニズムが働かない「市場の失敗」１３状態に陥っている。こうした市場の欠陥を補

うためには、コンテンツという「情報財」を市場の商品などの「物財」と同様に、その価

                                                  
１２ 2002 年 2 月 4 日、当時の小泉純一郎首相は就任後初めての施政方針演説で、「我が国
は、研究活動や創造活動の成果を、知的財産として、戦略的に保護・活用し、我が国産業
の国際競争力を強化することを国家の目標とします。」という「知財立国宣言」を行った。 
１３ 市場メカニズムが十分働かず、効率的な資源配分ができない経済的環境のことを指す。

ベイター（F.M.Bator）が 1958 年に初めて用いた。 

• 経験則

• 定性分析

暗黙知

• 財産価値

• 事業価値

価値評価
• 定量分析

• 意思決定

形式知
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値を正しく評価することが必要であり、情報財の経済的・法的価値を正しく認識しなけれ

ばならない。 

 

コンテンツ流通を正常化するために、２０１０年１月１日より改正著作権法が施行され、

コンテンツ流通の大幅な法的整備が行われた。しかし、コンテンツの経済的価値の評価手

法については着手されていない。また、従来のコンテンツは一次利用が中心であったが、

今日のコンテンツはデジタル技術の進歩とコンテンツ流通の整備により、二次利用による

新たな付加価値が増加している。 

 

コンテンツの評価基準については、２００６年１０月１９日付の日本経済新聞に「ＴＶ

番組 資産価値に統一基準 再利用へ官民でネット配信促す」との見出しが大きく掲載さ

れた。記事によると、総務省は放送局が過去に放送して現在は再利用されていない番組を

「眠れる資産」と考え、今後、保有番組の資産評価の統一基準作りに取り組むと報道して

いる。さらに、それらの無形資産は、会計上資産計上されていないので、外部からは実際

の価値がわかりにくい。その算定のために評価基準が必要であると記事が書かれている。 

 

この基準作りは、「放送と通信の融合」によって、放送局以外の会社が過去のテレビ番組

を再利用したいとの声が強まり、過去の番組をインターネットで配信したり、ＤＶＤとし

て販売したりすることで市場の拡大に対応する知財活用環境整備の一環である。 

 

日本では、テレビ番組や映画の制作に関する明確な会計ルールがないために「無形資産」

の価値をバランスシートにどのように反映させるのかが企業会計の大きな課題であった。

米国では、番組制作費などを資産計上し、一定のルールに従い償却する会計処理が義務付

けられている。番組の権利を持つ企業を買収する際の処理も、米国では時価評価して無形

資産として計上しなければならない。 

 

しかし、日本では明確な基準がなく、番組を放送した時点で制作費などを費用として処

理しており、収益を生む無形資産として反映していない。いわゆる「のれん代」の中に含

まれる。さらに、民放キー局の経理担当役員は、税務署とのやりとりにおいて、コンテン

ツ資産の扱いについてメモを残している。そのメモによると未放送であるが故に制作費を

いつまでも償却することができない番組を「不良資産」と呼び、マルチユース時代の幕開

けにより、再放送の権利がある場合には二次利用期間は償却することが制限される「不健

全」な状態になっており、番組価値の再評価の対象となる。そして、「一般放送事業者の会

計における番組勘定の取り扱いについて本格的に取り組まなければならない重要なテーマ

である」と記録している。１４ 

                                                  
１４ 株式会社東京放送の元経理担当役員であった中澤忠正氏による 1995 年 10 月 16 日付メ
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このように、コンテンツの資産評価の時価総額による価値評価は、税務上不都合を生じ

ることから、本研究では筆者らが発案したコンテンツを「時価総額」評価しない「格付け」

手法によって価値評価するバリューレーティング・アプローチ（Value Rating Approach、

以下、「VRA」という）１５による価値評価モデル式を構築する。VRA によってコンテンツ

の時価総額評価ではなく、企業財務の「格付け」のようにコンテンツの価値を「格付け」

することで客観的かつ定量的に価値評価できるようになるモデルの構築を研究目的とする。

（表１） 

 

表 1 研究背景と研究目的に至るプロセス 

 

 

 ここで、筆者が本件研究を取り組んだ経緯を付記する。多メディアとマルチユース初期

に放送ビジネスに携わり、放送事業と放送外事業のふたつの業務を経験することで、コン

テンツビジネスの基盤となる知的財産権の重要性に気づいた。その後、勤務先が Hostile 

Take Over（敵対的買収）された際に、自社のコンサルティングファームから資産規模を算

定するため不動産資産、およびコンテンツ資産を算定しようとしたところ、コンテンツ資

産に関しては有効な算定基準がなかったので算出できなかった。ここで、コンテンツの資

産評価手法の必要性を感じた。 

  

                                                                                                                                                  
モ「番組勘定と“オールライツ”と税務署の関係」。 
１５ 田中康之・染谷昌嗣「コンテンツマネジメントの論理‐TV コンテンツ資産評価への取

り組み」，日本知財学会誌，第 3 巻第 2 号 Vol.3 No.2 2007,27‐34 頁。 

研究背景

•コンテンツの価値評価は、これまで定量化しにくい情報財（財産）として扱われ、
会計学上のアプローチでは限界があり、事業価値評価は困難なものとされている。

•知財学会においても、特許や商標の価値評価の研究はされているが、コンテンツ
の価値評価の学術的研究は未着手である。

知的財産

•コンテンツは、著作権や商標権などの複合的な知的財産である。

•知的財産の活用という観点から、特許などは価値評価について先行研究が多い。

•特許の評価モデルをコンテンツ評価モデルへ応用することを検討する。

研究目的

•コンテンツの価値に寄与する要素（Driver）をコンテンツ産業から抽出する。

•コンテンツの価値評価として格付けモデル式（VRA）による価値評価手法を提
案する。

•VRAコンテンツ価値評価モデルを実務利用できるモデルにする。
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 また、同時期にアメリカの大学（オクラホマ大学）で、映画のヒット予測を高確率で予

測することが可能になったとの情報から、コンテンツを価値評価することも可能ではない

かと考えた。テレビ番組の視聴率以外に視聴質を評価する試みはこれまでもあったが、コ

ンテンツの事業価値を包括して価値評価する手法はなかった。よって、コンテンツの持つ

経済的な価値を最大限に評価し、その価値を格付けするコンテンツの資産価値手法の研究

に着手した。 

 

1.2 研究の範囲と定義 

 

 本研究の範囲は、「知的財産」を取り扱うものであるが、対象とするものは「コンテンツ」

であり、カテゴリーとして「映画の著作物」を価値評価対象とする。 

 

「知的財産」とは、知的財産基本法によると、「知的財産とは、発明、考案、植物の新品

種、意匠、著作物その他の人間の創造的活動により生み出されるもの、商標、商号その他

事業活動に用いられる商品又は役務を表示するもの及び営業秘密その他の事業活動に有用

な技術又は営業上の情報をいう」（知的財産基本法第２条１項）１６と定義されている。「知

的資産」とは、知的財産の集合体であり、企業の「金融資産」を除き、知的財産の「無形

資産」に企業の組織や人材、ネットワークなどの「人的資産」を含めた総称となる。 

 

「コンテンツ」とは、コンテンツ促進法によると「映画、音楽、演劇、文芸、写真、漫

画、アニメーション、コンピュータゲームその他の文字、図形、色彩、音声、動作若しく

は映像若しくはこれらを組み合わせたもの又はこれらに係る情報を、電子計算機を介して

提供するためのプログラム（電子計算機に対する指令であって、一の結果を得ることがで

きるように組み合わせたものをいう。）であって、人間の創造的活動により生み出されるも

ののうち、教養又は娯楽の範囲に属するものをいう。」（コンテンツの創造、保護及び活用

を総合的に推進する法律第２条１項）１７と定義されている。 

 

 本研究は、コンテンツの中でも、複合的な価値を持つ「映画の著作物」を知的財産とし

て取り上げ、その集合体である「コンテンツ資産」の価値評価を研究の範囲とする。 

 

1.3 研究の意義と方法 

 

本研究の意義は、コンテンツの中でも著作物が複合的に利用されている「映画の著作物」

であるテレビ番組や劇場映画など無形物として経済的価値のある映像コンテンツを格付け

                                                  
１６ 2002 年立法・公布された知的財産の創造、保護及び活用に関する施策を推進する法律。 
１７ 2004 年立法・公布されたコンテンツの創造、保護及び活用を総合的に推進する法律。 
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手法によって定量評価することで、コンテンツの持つソフトパワーの価値を可視化するこ

とができる。 

 

研究方法としては、コンテンツ産業の過去の十分な統計は整備されていないので、米国

における映画文化史１８や、エンタテイメントビジネス論１９に加えて、日本における映画製

作論２０や自叙伝などの文字情報から当時の施策や記録を調査・収集した。また、知的財産

法の視点と経年的な学術アプローチから、コンテンツ産業の特徴をコンテンツの構成要素

から抽出し、価値評価モデルとして VRA を使ってコンテンツの「格付け」を行う。 

 

米国エンタテイメント研究からは、芸術産業は構造的に赤字体質にあるので文化を維持

するためには補助金が必要であると提唱し、エンタテイメントビジネスの定量的研究を初

めて行ったボウモル（W.J.Baumol）による「コスト病（Baumol’s cost disease）」２１研究

の産業構造分析手法を使い、生産性の低いとされるエンタテイメントビジネスのひとつで

ある日本の劇場映画について追試を行った。また、米国映画産業の成り立ちを参考に、日

本のメディア創成期から映画の産業化のために映画会社が取り組んできた足跡を辿り、価

値評価モデルの法則を抽出した。 

 

研究成果として、経年的なデータマイニングを行うことにより複雑なコンテンツの価値

評価モデルの要素も明らかになり、一元的な価値評価に陥ることなくコンテンツの特徴で

ある複合的、多元的評価のためのモデル式や乗数係数を導くことができた。 

 

また、日米文献調査とその検証を通じてコンテンツの価値評価のロジックを構築フレー

ムとした。同時に、実際のコンテンツビジネスの見識としての筆者の業務経験、行政協力

経験、およびコンテンツ事業担当者、ならびにコンテンツ関連団体に対して行ったヒアリ

ングから実務上の評価要素や事業としての知見を得た。 

 

 

 

 

 

                                                  
１８ Robert Sklar. (1994).MOVIE-MADE AMERICA –A Cultural History of American  
Movies, A Division of Random House, Inc.  
１９ Harold L. Vogel. (2007).Entertainment Industry Economics-A Guide for Financial  
Analysis, CAMBRIDGE UNIVERSITY PRESS. 
２０ 森岩雄『映画製作の実際』,紀伊国屋書店,1976 年。 
２１ Baumol, William J. & William G. Bowen. Performing Arts: The Economic Dilemma, 
TwentiethCentury Fund, 1966. 



16 
 

1.4 コンテンツ評価アプローチ 

 

1.4.1 コンテンツの価値評価手法 

 

コンテンツ（contents）という呼称は、近年になってからつけられたものであり、従来は

「映像ソフト」と呼ばれていた。「メディアはメッセージである」と述べたマーシャル・マ

クルーハン（Marshall McLuhan）が、１９６４年に発表した『メディアの理解‐人間拡

張の原理』の中で「すべてのメディアの内容（content）は常にもうひとつのメディアであ

る」２２と記述している。コンテントの集合であるコンテンツは複合体であることを、この

ときマクルーハンは既に暗示していた。 

 

 コンテントの複合体であるコンテンツを評価するためには、コンテンツの持つ価値を包

括的に捉える必要がある。コンテンツは一般消費財のように、視聴という形態で「消費」

することでコンテンツの価値が減少する。これは「機会」の価値であり、媒体の技術的進

歩によって複製による「マルチユース」という概念が加わってからは、二次利用という価

値が生じるようになった。そのためデジタル技術が進化し、マルチユースのマーケットが

更に拡大することになる。（図３） 

 

図 3 マルチユースによる付加価値の増大 

 

 

（出典：総務省情報通信政策研究所「第 3 回メディア・ソフト研究会」資料より 

         1 次流通市場とマルチユース市場の市場規模の変化パターン 5 類型から筆者作成） 

 

 

                                                  
２２ Marshall McLuhan. (1964).Understanding Media,-The Extensions of Man,  
McGraw-Hill.（邦訳）後藤和彦, 高儀進『人間拡張の原理』竹内書店, 1967 年, 15 頁。 
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しかし、コンテンツは人々の嗜好により評価されたり、されなかったりする不確実性の

高いものである。このような特性を持つコンテンツを価値評価するには、マルチユースさ

れるウインドウ２３ひとつひとつを評価する方法があるが、前述したマクルーハンが示した

ようにメディアは複合体であり、二次的著作物の創造など連続した特性を持つので、二次

利用を包括したパッケージによる事業価値評価が必要になる。 

 

1.4.2 経済産業省のコンテンツ評価 

 

２０１０年５月に、経済産業省商務情報政策局 メディアコンテンツ課（文化情報関連産

業課）が発表した「コンテンツ産業の成長戦略に関する研究会 報告書」によると、コン

テンツ産業は、現在の１５兆円から２０２０年には２０兆円規模の取引額を目指すと記載

されている。同報告書には、「コンテンツはそれ自体で消費者の熱狂を喚起し大きな収益を

生み出すことができる。また、例えばメディア産業と情報通信機器産業はコンテンツ産業

なしには成立しない。」とコンテンツ産業が周辺領域に及ぼす経済波及効果の重要性を説

いている。 

 

経済産業省では、派生する経済活動の源泉となり得るコンテンツ産業の取引積算金額を

価値評価額としている。そして、コンテンツ産業がメディア産業や情報通信機器産業にも

波及して、文化産業はソフトパワーとして海外展開を目指すことができ、波及効果による

取引積算金額が拡大することが理想であるとしている。経済産業省では文化産業としての

牽引力をメディアコンテンツに求めているが、具体的には潜在市場規模は数値目標であり、

コンテンツの価値評価としては定性的な目標値となっている。（図４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
２３ メディア業界で使われる「視聴媒体」の意味。 
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図 4 文化産業としてのソフトパワー 

 

（出典：経済産業省「『文化産業』立国に向けて‐文化産業を２１世紀のリーディング産業に」より抜粋） 

 

1.4.3 著作権法におけるコンテンツ評価 

 

コンテンツ産業の基盤となる著作物は、民法の特別法である著作権法によって保護され

ている。また、日本はベルヌ条約２４批准国であり、ベルヌ条約の同盟国では内国民待遇に

より、著作者の国と同等の保護が受けられる。しかし、著作権法は著作物を保護するが、

経済的な価値の評価までは射程範囲ではない。よって、著作権法による著作物の保護に関

して、著作物の文化的価値や経済的価値について規定された条文はない。 

 

コンテンツの流通においては、その「著作物」の著作財産権に基づいて取引される。そ

の取引価格は市場が決めるものであるが、「著作物」の著作財産権は著作権法第２１条から

第２８条までの権利の束であり、コンテンツ取引においては標準価格というものは存在し

ない。つまり、著作権法では「著作物」の価値は定義していないが、コンテンツ取引では

権利取得の範囲や将来の利用価値に対する価値が市場取引価格に反映される。 

 

２００３年に内閣府は知的財産戦略本部を設置し２５「知的財産推進計画」を策定した。

その中でコンテンツ産業を拡大させるためにはコンテンツを流通させることが重要である

                                                  
２４ ベルヌ条約とは、1886 年にスイスのベルヌで結ばれた著作権に関する基本的な条約。
正式名称は、「文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約」。 

２５ 知的財産の創造、保護及び活用に関する施策を集中的かつ計画的に推進するため、2003 
年 3 月内閣に「知的財産戦略本部」が設置された。 
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との方針を当時示し、現在に至ってもその方針に変更はない。２６ ところが、新たなイン

フラとして加わったインターネット流通の活性化を目論み、映画会社やテレビ局の持つ膨

大なコンテンツの流通を期待して取り組んだものの、著作物による文化の発展を目的とす

る著作権法の壁に妨げられて簡単には流通できないことが分かってくる。コンテンツは著

作財産権の「権利の束」なので、それぞれの支分権による「許諾」が必要となる。 

 

２００４年に文化庁は「著作物流通・契約システムに関する研究会」において「コンテ

ンツの制作には、事前にコンテンツマネジメントを行うことが重要である」と報告してい

る２７。さらに、これまでの膨大なコンテンツを利用しやすくするために、利用の壁となっ

ている著作権法の大幅改正が必要となる２８。この著作権法改正は、２００９年にようやく

通常国会を全員一致で通過して２０１０年１月１日より施行された。 

 

著作権法によるコンテンツ価値評価は、コンテンツを保護することでコンテンツの持つ

経済的な排他的独占権が強まることから、価値が増大する。 

 

1.4.4 会計学的手法におけるコンテンツ評価 

 

会計学的手法によるコンテンツの価値評価は、次に示す複数の会計学アプローチによる

評価方法があり、コンテンツの資産規模は財務諸表から会計学的評価手法２９で算出するこ

とができる。しかし、現在の日本の会計基準３０では知的財産は資産計上されていないので、

財務諸表からのアプローチでは十分な資産情報が得られず、コンテンツの評価が困難とな

る。また、次の伝統的な会計学的アプローチによる価値評価では、事業性の評価が加味さ

れておらず包括評価としては不十分である。 

 

 

 

 

                                                  
２６ 内閣府 知的財産戦略本部「知的財産推進計画 2010」  
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/2010chizaisuisin_plan.pdf（2011.03.22） 
２７ 文化庁 著作物流通・契約システムに関する研究会「著作物の流通・契約システム」の 
調査研究報告書2004 http://www.bunka.go.jp/chosakuken/pdf/15_ryutuukeiyaku.pdf 
（2011.03.22） 
２８ 平成 21 年通常国会 著作権法改正等
http://www.bunka.go.jp/chosakuken/21_houkaisei.html（2011.03.22） 
２９ 会計学では、伝統的な価値評価方法としてコスト・アプローチ、マーケット・アプロー 
チ、インカム・アプローチの３つが評価方法とされているが、知的財産のような無形資産 
を評価するには、「法と制度」を加味した複合的なアプローチが求められている。 
３０ 国際会計基準（IFRS）では、知的財産権は公正な価値として計上することを求めてい

る。 
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（１）コスト・アプローチ（cost approach） 

 

コンテンツの制作または取得のために費やしたコストで、コンテンツを評価する 

手法である。課題としては、コンテンツの価値評価と費やした制作費とは必ずし 

も一致しておらず、適切なコンテンツの価値評価指標ではない。 

 

コンテンツは、どんなに巨額な制作費を投じても、そのコンテンツがヒットしな 

い限り有料コンテンツであれ、広告収入による無料コンテンツであれ、コストは 

回収出来ない。また、マルチユースを前提とした場合、将来収益を生み出すこと 

が本質的な価値であるので、過去の投資コスト累計総額と現在価値との関連性が 

薄い。よって、原価的コストによる価値評価はコンテンツの価値評価には適切で 

はない。 

 

（２）マーケット・アプローチ（market approach） 

 

市場における評価に基づいてコンテンツを評価する手法である。番組販売実績に 

より取引マーケットの相場価格を積み上げることは可能だが、全ての番組の取引 

額について類似取引事例を把握することは困難なので適切なコンテンツの価値評

価指標とはならない。さらに、一次利用後のコンテンツに対してはマーケットの

反応は鈍い。 

 

番組コンテンツの場合、売買取引される一般的なマーケットは、MIPCOM 等の 

国際番組見本市等もあるが、取引がクローズな部分も多く、類似する番組コンテ 

ンツの取引データなどは容易には手に入らない。ゆえに、クローズなマーケット 

の評価は客観的とは言えない。よってマーケット・アプローチ法もコンテンツの 

価値評価としては客観性を欠くことになる。 

 

（３）インカム・アプローチ(income approach) 

 

コンテンツの利用によりもたらされるキャッシュフローを推計して、DCF 法３１に 

    より算出される手法である。経済的利用評価としては有力だが、将来のキャッシ 

ュフローや割引率の設定などの把握は困難なので適切なコンテンツの価値評価指 

標ではない。 

 

                                                  
３１ Discounted Cash Flow 法の略で、将来得られるキャッシュを推計し、現在価値 PV
（Present Value）に割り引く会計方法。 
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これは、将来のキャッシュフローを現在価値で評価する手法である。コンテンツ

のマルチユースの本来的な価値は、将来のマルチユースがどの程度収益に貢献す

るかという点であるため、評価には一番適切な手法と言える。しかし、コンテン

ツの場合、その内容によっては先に述べたように人気期間が短くて割引の意味が

ない場合もある。また、この３つの評価方法では最も積極的な評価方法であるゆ

え、単なる期待予測になってしまう限界性がある。 

 

つまり、そのキャッシュフロー予測が確実性の高いものかどうかが重要な問題と

なる。また、コンテンツに関する取引は、著作権の譲渡ではなく放送権の売買や

フォーマットライセンスなどが多い。その場合、ばらつきのあるキャシュフロー

の時間軸や異なるリスク要因も加味しなくてはならない。確度の高い評価を行う

には、コンテンツの生み出すキャッシュフローや取引事例のデータ蓄積も必要と

なる。 

 

さらに、番組コンテンツの内容、収益チャネル、評価主体や評価目的に応じて複 

数の評価手法を適用しなければならない場合もあるが、コンテンツである著作権 

の評価については、インカム・アプローチが最適としている。３２ 

 

いずれのアプローチも（表２）、コンテンツの価値評価のアプローチ方法として決定的に

欠けているのは事業価値の評価が反映されていない点が挙げられる。著作物には「二次著

作物」になってから価値が高まるものもあり、従来の伝統的な会計学的なアプローチでは

十分なコンテンツの多元的価値評価はできない。（表２） 

 

表 2 会計アプローチによる対象評価分類 

 

（出典：Gordon V．Smith and Russell L．Par『知的財産と無形資産の価値評価』より筆者作成） 

 

 

 
                                                  
３２ 前掲注 7“Valuation of Intellectual Property and Intangible Assets”。 
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1.4.5 コンテンツ価値評価 

 

1.4.5.1 コンテンツ価値評価の先行研究 

 

これまでの先行研究として、同じ知的財産である特許権の価値評価モデルについては複

数の先行研究がある。最近では、特許の持つ排他的独占権による価値評価だけではなく、

事業性についても評価対象とする研究が発表されている。一方、コンテンツに関する価値

評価研究は、日本では筆者以外の研究は発表されていない。３３ 

 

米国では、本研究着手の契機となったオクラホマ大学経営学情報学部の研究成果がある。

これは同大学の大型コンピューターを稼動させて、映画の興行予測を７５．２％の割合で

合致させる高精度モデルの研究であるが、（詳しくは第２章の研究１で論じる）コンテンツ

の資産価値を評価するものではなかった。 

 

 日本における映画の興行予測の実務事例は映画配給会社ギャガ・コミュニケーションズ

（現ギャガ）の「LINDA MODEL」３４のように、実際に映画の買い付け判断材料として実

務利用されているものはあるが、学術的に二次利用を包括的なパッケージとして捉えて価

値評価を試みた研究事例はない。 

 

1.4.5.2 コンテンツ価値評価のモデル 

 

本件研究では、コンテンツについても特許権と同様なモデル研究成果を基礎に、価値評

価を試みる。同様なモデルといっても、特許権モデルを単に著作権に置き換えるのではな

く、コンテンツを構成する評価要因を抽出して評価モデル式の要素として取り入れること

が必要となる。また、パッケージとして評価できるように再構築する必要がある。 

 

 コンテンツの価値評価においては、コンテント研究の浜野（2003）３５の指摘する「メデ

ィアの三要素」がパッケージとして価値評価するためには重要である。三要素は次の通り。 

 

（１）コンテンツ単体 

（２）コンテンツのプラットフォーム 

（３）コンテンツの流通 

                                                  
３３前掲注 4，文献検索 J-GLOBAL 
３４  ギャガ・コミュニケーションズが開発し、現在マインドベース社が提供するデータベ

ース・マーケティングシステム。 
３５ 浜野保樹『表現のビジネス‐コンテント制作論』，東京大学出版会，2003 年，22‐24
項。 
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コンテンツ単体での価値評価が高くても、コンテンツが流通しなければ経済的価値を生

まない。コンテンツ評価としては文化的価値もあるが、本研究では経済的価値を対象とす

る。コンテンツのプラットフォームとは、ウインドウ３６と呼ばれている。コンテンツがプ

ラットフォームを通じて流通し、価値が生まれる。よって、三要素はパッケージとしての

コンテンツの価値評価モデル式の必須要素といえる。 

 

 コンテンツの経済的価値を生むものとして、一次利用と二次利用があるが、その特性は

次の通りである。 

 

（１）一次利用とはコンテンツの初回利用であり、二次利用の判断価値に大きな影響を与 

   える。 

 

（２）二次利用については、一次利用とは異なるプラットフォームであるが、一次利用と 

二次利用は相互補完関係にある。 

 

一次利用と二次利用の相互補完関係とは、外部との接触による経済的利益還元を指すが、

この関係は菊池（2005）３７の知的財産の評価研究で提唱する「アウトカム（与益）・ロジッ

ク」で解くことができる。 

 

コンテンツは、「権利の束」であることは既に述べたが、「アウトカム・ロジック」では、

「権利の束」がどのようなプラットフォームを通じて流通し、経済的利益を外部から内部

へ与益として取り込むかは、コンテンツ資産の「質」と「量」によって決まる。（図５） 

この場合の「質」とは二次利用が可能な品質かであり、「量」とは絶対的な資産の数である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                                  
３６ 前掲注 23。 
３７ Kikuchi, J. (2005). Outcome Management of Intellectual Assets, International  
Journal of Intellectual Property, Law, Economy and Management, 1, pp. 47‐51. 



24 
 

図 5 アウトカム・ロジックにおけるコンテンツの質と量の関係 

 

（出典：Kikuchi, J. (2005). Outcome Management of Intellectual Assets, より筆者作成） 

 

 アウトカム・ロジックにより導かれた可変ウエイトは、コンテンツの価値評価モデルの

乗数係数となり、コンテンツのパッケージとしての価値評価に影響を及ぼして経済波及効

果を生む。コンテンツビジネスにおける複雑な多様性については、内田３８による経済波及

効果の研究によって「私的便益」と「社会的便益」に整理されている。（図６） 

 

図 6 私的便益と社会的便益レベル 

 

（出典：内田「コンテンツ・ビジネス展開の波及効果モデル構築に関する研究」ｐ103．図 5-3 抜粋） 

 

本研究は、不確実で複合的なコンテンツの価値評価を行うにあたり、筆者らが開発した

格付けによるコンテンツの評価アプローチである、「バリューレーティング・アプローチ

（VRA）」３９を使用する。これは、「コンテンツの価値（value）」を価値評価モデル式の数

値とし、アウトカムから生まれる価値を変数として可変ウエイトとすることで評価ポイン

トを算出し、過去３年間のデータから算出した最尤曲線から「格付け（rating）」を行うコ

ンテンツの資産評価手法の研究である。 

 

                                                  
３８ 前掲注 9「コンテンツ・ビジネス展開の波及効果モデル構築に関する研究」，47‐79 頁。 
３９ 前掲注 15「コンテンツマネジメントの論理‐TV コンテンツ資産評価への取り組み」。 
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1.4.5.3 コンテンツ価値評価の研究領域 

 

コンテンツの価値評価を行い、「格付け」するためには、統計データが十分に整備されて

いない。本研究領域は、映像コンテンツの創成期から現代までの経年的な事業特徴から要

素を抽出し、その要素によって評価モデルを構築する。領域としては、コンテンツ産業論

から知的財産権、財務指標、数理分析、評価システム構築分野にわたるまでの学際的新領

域分野の研究となる。 

 

本研究は、コンテンツの「ヒットの法則」を解明するのではなく、コンテンツの持つ事

業価値を定量的に分析し、その価値を「格付け」評価してコンテンツ資産としての価値評

価を論じる。学術的な根拠に事業化価値を付加し、実務利用にも可能な評価ロジックを目

指して「コンテンツ資産評価モデル」を構築する。 

 

1.5 本論文の構成 

 

最初に学術的アプローチとして、これまでのコンテンツ価値評価研究モデルを検討する。

次に知的財産の評価モデルの先行研究について検討する。そして、コンテンツモデルとの

比較を行い、コンテンツの評価モデルを確定する。 

 

コンテンツはすべて人為的所産の結果なので、この特徴とは何かを日米映画産業を経年

的に比較検証することにより、当時の映画製作の施策と論理を調査し、保管資料の収集お

よび実務家や事業伝承者にヒアリングすることでコンテンツの価値評価モデルとなり得る

要素を抽出する。抽出した要素を、コンテンツの価値評価モデル式として構築し、実装と

検証を行い、有用性を確認して考察し、結論を導く。 

 

第１章 序論 

 

 コンテンツの資産評価が必要と確信した経緯と、コンテンツの価値評価はなぜ困難であ

るかを説明する。本研究の背景としては、デジタル化よりコンテンツの二次利用のウエイ

トが大きくなったことが挙げられる。コンテンツの質と価値によって評価が可能であるこ

とに触れ、評価手法として筆者らが提案する「バリューレーティング・アプローチ（VRA）」 

を用いて、本研究の目的である評価モデルを構築する範囲と方法について説明する。 
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第２章 コンテンツの資産評価（研究１） 

  

コンテンツの資産評価は、不確実な無形資産であるために、いまだ評価基準として実用

化されたものはない。よって、コンテンツの新しい評価モデルとして VRA の有用性を検証

する。また、バリュー・ドライバー（value drivers）という評価モデル式の付加価値要素

を組み込むことにより、コンテンツの評価モデル設計ができる仮説を提示する。 

 

第３章 知的財産（特許・商標）の評価（研究２） 

 

知的財産権は、個人や組織により考えられた知的活動の所産を、経済的な利益として権

利者が享受できるよう知的財産法によって保護されている。知的財産の評価についての先

行研究から、コンテンツの評価に応用が可能か検証する。特に商標についてはコンテンツ

の二次利用に関連する知的財産なので、特許の評価ロジックに加えて取り上げる。 

 

第４章 コンテンツ産業の評価モデル構造（研究３） 

 

複雑なコンテンツは、流通させることにより「アウトカム（与益）」を生み、流通過程に

おいて外部と接することにより、その価値が増幅する特徴がある。知財を包括した情報財

を価値評価するには、外部との接点において生まれる受益を与益と捉える「アウトカム・

ロジック」が最も適切であることを検証する。 

 

第５章 コンテンツ産業の事業価値 

 

（１）コンテンツ産業におけるエンタテイメントの特性（研究４） 

 

エンタテイメントビジネスに属するコンテンツ産業の定義と範囲を検証する。本来芸

術・文化は非営利活動であったが、資本主義の下で経済活動により付与された付加価値は、

〔創造⇒生産⇒流通⇒小売⇒消費〕という価値連鎖という形式をとり、産業として市場が

成立した。映像メディアでは、映画産業が歴史も長く規模も大きく、エンタテイメントを

より広範囲に捉えたコンテンツも産業として認識されるようになったことから、コンテン

ツ産業と呼ばれるようになった。 

 

（２）複製芸術がもたらした生産性の向上（研究５） 

 

実演芸術（performing arts）は労働集約的であるがゆえ、生産性の向上が期待できない

ので「コスト病（cost disease）」に陥りやすい。1960 年代にこの研究の先鞭をつけた経済
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学者ウィリアム・Ｊ・ボウモル（W.J. Baumol）の分析手法を用いて、日本の映画産業の追

試を行い、複製芸術である映画にコスト病が内在しているかどうかを検証する。また、コ

スト病が改善され、生産性が向上した要因は何かを追試検証する。 

 

（３）映像コンテンツ産業の経年的分析（研究６） 

 

コンテンツを「生産」してきた映画産業とテレビ放送事業の日米比較を行うことにより、

日本の映画産業を経年的に考察し、テレビ放送事業が「産業化」されなかった経緯を紐解

く。その研究過程で明らかになったことを「コンテンツ資産評価」の指標とする。日米の

映画産業は類似した歴史をたどり、共に産業規模を維持するために入場料を急激に値上げ

した事実と結果について検証する。 

 

（４）実務家によるコンテンツ価値評価の実態（研究７） 

 

コンテンツ産業において、実際にコンテンツの製作や流通に関わるコンテンツ事業の実

務家、コンテンツ分野の行政官およびシンクタンクに対してヒアリングを行い、社会にお

けるコンテンツ流通の現状と実態、またコンテンツの評価に関して、格付けする方法の「有

用性」「新規性」「独創性」についてインタビューを行った。 

 

第６章 コンテンツの価値評価モデル（研究８） 

 

 研究１～７の結果を踏まえ、VRA モデル式を導くためのバリュー・ドライバーの確定と

モデル式の構成、およびドライバーのウエイト検討を行い、本研究のコンテンツ価値評価

モデル式の設計を行う。不確実性を含む事象の予測や合理的な意思決定に使われる確率推

論モデルであるネットワークの利用について検討する。 

 

第７章 コンテンツの価値評価モデルの実装と結果（研究９） 

 

 映画興行評価と宣伝効果測定しているマインドベース社から、研究利用として２００８

年度～２０１０年度までの邦画の興行成績および、DVD 売上げ、認知度・視聴意欲度調査

のデータを入手した。このデータから過去３年間の邦画に評点をつけて VRA モデル式によ

りスコアリングを行い、格付けの変換軸となる VRA 曲線を算出できた。一部データマイニ

ングする必要があったが、第４章で立てた仮説による VRA 曲線を抽出することができた。 
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第８章 コンテンツの資産評価手法の考察 

 

 第７章で実装したコンテンツ評価モデルを考察する。劇場映画でスコアリングした VRA

曲線は、過去の映画事業データから計算しているので、時代や経済環境が変われば算出し

なおす必要はある。また、VRA による格付けが適正なランクに転換されているかを定期的

に確認してチューニングすることが必要である。 

 

第９章 結論 

 

 本研究は、コンテンツを他の知的財産同様に評価することが出来ないかと考えたことか

ら研究を始めた。コンテンツは制作者が創造するものであり、思想・感情を創作的に表現

したものと著作権法のくだりにあるように、創作されたコンテンツは多元的であり複雑な

構造をしている。 

 

 本研究においては、形式的に価値評価を行うのではなく、コンテンツの持つ付加価値を

丁寧に広げて、その本質を掴むべく文化経済学分野や会計学分野、人工知能におよぶニュ

ーロンのネットワークに至るまで広く追究した。その成果として、概念だけに終わってい

たコンテンツ評価手法であるバリューレーティング・アプローチ（Value Rating Approach）

のモデルを、本論文にて設計・実装・検証することができた。 
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第２章 コンテンツの資産評価（研究１） 

 

2.1 研究の目的 

 

コンテンツの資産評価は不確実性の高い「無形資産」４０である。特に、二次的著作物に

よる付加価値の評価は原著作物より難しい。二次的著作物の付加価値は、二次利用の可否

によっては、大きく変動するので、確実性に欠けるものである。また、原著作者の権利が

二次的著作物にも及ぶ４１ため、その権利関係も複雑になる。しかし、二次利用まで想定し

たコンテンツの価値評価基準は未だにない。コンテンツを一次利用、二次利用した場合に

どの程度の資産価値が期待できるのかを評価する基準も定まっていない。 

 

本研究の目的は、コンテンツの直接的な資産金額の算出ではなく、実用的で現場のニー

ズに即した新しいコンテンツ価値評価モデルを構築する。そのために、まず会計原則や資

産評価実態、コンテンツのヒット予測の先行研究および企業実務で提供されているモデル

を比較し、分析する。そして、それぞれのモデル設計から、会計上の企業価値を計るため

の要素であるバリュー・ドライバー（value drivers）４２を抽出する。それを基にコンテン

ツの新しい資産評価ロジックである VRA４３に基づく評価モデル式を導き出す。 

 

2.2 研究の範囲と方法 

 

本研究の範囲は、「特許権」のように方式主義４４により登録された知的財産ではなく、無

方式主義４５により登録の必要がなく保護される著作物の価値を研究する。研究の方法とし

ては、最初に、会計原則からみた知的財産の資産計上基準から価値評価の要素を抽出する。

「著作権」の支分権４６の数から評価要素は複数想定できる。次に、コンテンツの二次利用

など会計アプローチでは評価できない事業価値について、先行研究および既に実務運用化

                                                  
４０ 制作コストは算定可能であるがヒットするかどうか分からず、利益確定が不確実である。

記録保存したものは固定物であるが、現行会計基準では一次利用以外の付加価値は資産

計上していない。 
４１ 著作権法第 28 条。 
４２ バリュー・ドライバー（value drivers）とは、企業価値を増加させる要因であり、要因

別に分けると一般には①売上高成長率、②営業利益率、③運転資本、④設備投資、⑤資

本コスト、⑥その他（実効税率など）、などがある。企業価値の向上の直接要因としては、

売上げ増および費用と運転資本削減による利益率向上と企業格付けの向上が挙げられる。 
４３ 前掲注 15「コンテンツマネジメントの論理‐TV コンテンツ資産評価への取り組み」。 
４４ 特許権法第 66 条 1 項、特許権は、設定の登録により発生する。 
４５ ベヌル条約第5条2項、同条約加盟国では、著作権は著作物の創作時に発生するもので、

著作権の発生のためには、登録、納本、著作権表示などの方式（手続き）を必要としない。 
４６ 著作権法第 21 条から第 28 条にある著作者の財産権。 
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されている評価システムを検証する。さらに、経済波及効果を示す「アウトカム・アプロ

ーチ」４７というロジックを加えて、筆者らが提案する VR A の価値要素を抽出する。 

 

2.3 会計原則からみたコンテンツの資産評価 

 

2.3.1 資産計上する要素 

 

知的財産を資産計上する要素としては、会計学上は次の４つの要素が挙げられる。４８ 

 

（１）権利を有すること。 

（２）測定可能であること。 

（３）収益が識別可能であること。 

（４）回収可能であること。 

 

しかし、この４つの要素からコンテンツ資産を評価することは難しい。その理由としては

次の３点が挙げられる。 

 

（１）有形資産の場合、その物理的な特性が価値を創造するのに対して、無形資産は関連 

する権利が価値を創造する点に大きな違いがある。４９特にコンテンツの場合は、 

「著作権」による権利保障から生まれる価値の創造が大きい。また、実演家などの 

「著作隣接権」が加わるとさらに複雑な価値評価となる。 

 

（２）コンテンツを資産評価する場合には、そのコンテンツの生み出す文化的、経済的価 

値評価が重要となる。コンテンツは、制作することによりその価値が創成されるも 

のであり、アイデアを保護する「特許権」と登録商標を使用することによりブラン 

ド価値が付加される「商標権」との中間的な位置にある。 

  

（３）コンテンツには「著作権」と「著作隣接権」が含まれており、二次利用をする場合 

は権利許諾や利用するための追加報酬など、流通のための権利処理作業が別途必要 

である。しかも、特許権のようにあらかじめ利用されることを前提にしているもの 

ではない。よって、コンテンツの創成時期から計画性のあるマネジメントを行って 

いなければ、二次流通させる際に、新たに手続きのための膨大な作業時間と費用が 

発生してしまう。 

                                                  
４７ 前掲注 37“Outcome Management of Intellectual Assets.” 
４８ 中央青山監査法人,『コンテンツビジネスの会計実務』,東洋経済新報社,2004 年,12 頁。 
４９ デトロイト・トーマツ FAS 『M&A 無形資産評価の実務』清文社,2006 年,94 頁。 
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 本研究では、このように複雑な資産価値を構成する要素をバリュー・ドライバーとして

一次評価を行い、そして一次利用から二次利用に至るコンテンツの利用を積極的に想定し

て全体の価値を定量評価する新たな評価方法を試みる。 

 

また、資金調達方法も評価対象に加える。その理由は、映画の著作物の著作権の帰属は、

著作権法第２９条１項の規定により、映画製作者にある。映画の製作者とは「映画の著作

物の製作に発意と責任を有する者」５０であり、この「責任」とは「出資リスク」であるこ

とからコンテンツがどのような資金で製作されるのかは、著作権の帰属に影響するので重

要な要素となるのである。 

 

映画の製作者が制作のために必要とする資金は、自己資金か外部資金調達であるが、コ

ンテンツファンドのような信託金融を利用した資金調達を行う場合もある。信託金融の場

合には、対象とするコンテンツの客観的な評価が不可欠となる。そして、コンテンツを製

作する資金を調達するためには、次の３点を明らかにする必要がある。５１ 

 

（１）権利の保障 

（２）利用の範囲 

（３）ヒット要素などの事業性 

 

この３点に加えて、価値創造のための知的財産マネジメントでは知的財産を包括管理す

るエンティティー・ワイド・マネジメントが必要といわれている。５２ コンテンツの場合

には、コンテンツプロデューサーがその役割を担うことになるが、着想段階からマネジメ

ントされたコンテンツであるかどうかがコンテンツの価値評価に大きく影響を与える。５３ 

 

2.3.2 企業における資産計上実態 

 

 日本においては、コンテンツの資産をどの程度計上しているかというインタビュー調査

より、どの程度資産として認識しているかと質問を言い換えた方が適切である。無形資産

                                                  
５０ 著作権法第２条１項１０号。 
５１ 渡邊俊輔『知的財産 戦略・評価・会計』, 東洋経済新報社, 2002 年,162 頁。 
５２ 前掲注 11『知的財産マネジメント』商事法務,2005 年,8‐17 頁。 
５３ R. Razgairis は、着想段階でいまだ事業段階に至っていない知的財産技術をアーリース

テージ・テクノロジーと定義して、価値評価と価格設定について論じている。R. Razgairis
（1999）.Early-Stage Technologies: Valuation and Pricing, John wiley & Sons, Inc.（邦

訳）菊池純一・石井康之監訳『アーリーステージ知財の価値評価と価格設定』,中央経済社, 
2004 年。 
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の認識と測定は、取得した企業によって自主的に評価される。５４ 

 

 無形資産は、非償却性無形資産と償却性無形資産がある。MUFJG アニュアルレポート５５

からタイプ別にすると次のようになる。 

 

【償却性無形資産】 

 

芸術関連、顧客関連、市場関連、契約書関連、技術関連、ソフト関連。 

 

【非償却性無形資産】 

 

のれん代、顧客関連、市場関連、契約書関連。 

 

非償却と償却の区別は、経済的有利性を具体的な金額で特定できる場合に【償却性無形

資産】を選択し、耐用年数が確定できない場合には【非償却性無形資産】として計上され

る傾向にある。 

 

 AICPA５６の調査によると、米国企業ではブランドネームや商標、顧客、特許、ライセン

スなど、市場・顧客・技術関連の無形資産を計上している事例が日本企業に比べて極めて

多かった。５７ 米国企業は、知的財産戦略により得られた無形資産の価値を積極的に評価

し、利益獲得に向けた財務戦略に重きを置いていることがわかる。 

 

2.4 コンテンツの事業価値評価 

 

 コンテンツが資産としての価値評価を必要とするときは、第三者の保有するコンテンツ

を取得する場合を含めて、次の４つのパターンが想定できる。 

 

（１）コンテンツの取引 

（２）コンテンツへの事業投資 

（３）コンテンツ保有企業への資本参加 

（４）コンテンツ保有企業の評価 

 

                                                  
５４ 前掲注 49, 『M&A 無形資産評価の実務』,257 頁。 
５５ 三菱 UFJ ファイナンシャルグループ「アニュアルレポート」。

http://www.mufg.jp/ir/annualreport/2010mufg/pdffile/cr_all.pdf（2011.03.22） 
５６ 米国公認会計士協会（AICPA）Accounting Trend and Techniques. 
５７ 前掲注 49『M&A 無形資産評価の実務』,267 頁。 



33 
 

コンテンツは、著作財産権の「支分権」単位でも取引することは可能であるが、価値評

価の目的が事業取引なのか、企業体の価値向上のためなのか明確にする必要がある。そし

て、コンテンツの価値評価を求めているのは次の当事者となる。５８  

 

（１）売買当事者 

（２）ライセンスにおけるライセンサーとライセンシー 

（３）M＆A における資産評価担当者 

（４）株式投資家 

（５）銀行や証券会社 

（６）企業経営者および知的財産部門 

 

本研究では、コンテンツを金融商品として扱うのではなく、コンテンツが持つ価値評価

を求める当事者に対して、アウトカム・アプローチと同じ視点からコンテンツの波及効果

の研究を行う内田５９が分類した「私的便益」である経済利用効果と、「社会的便益」である

経済波及効果を合わせて事業価値として価値評価の要素とする。 

 

2.5 コンテンツのヒット予測研究 

 

 米国の研究には映画の価値評価として、映画のヒットを予測する興行予測システムがあ

る。６０ 代表的な先行研究としては、次の３つが挙げられる。 

 

（１） ２００５年に発表されたオクラホマ大学経営科学情報学部のシャルダら 

（Ramesh Sharda, DursunDelen）６１ による金融工学のニューラルネットワーク 

モデルを応用した映画の興行成績予測モデルの研究。この予測モデルは７５．２％ 

の割合で合致する映画のヒット予測システムで、映画の興行収入の予測は難しいが、 

この研究では映画公開の前に興行収入を予測することができる。 

【モデル評価式】 APHR ൌ
୒୳୫ୠୣ୰ ୭୤ ୱୟ୫୮୪ୣୱ ୡ୭୰୰ୣୡ୲୪୷ ୡ୪ୟୱୱ୧୤ୣୢሺୀଽሻ

୘୭୲ୟ୪ ୬୳୫ୠୣ୰ ୭୤ ୱୟ୫୮୪ୣୱሺୀ଼ଷସሻ
 

                  APHR Bingo ൌ
ଵ

୬
∑ Pi
୥
୧ୀଵ  

          ※ APHR（average percent hit rate） 

 

                                                  
５８『知的財産の適正評価システム』,146 頁。 
５９ 前掲注 6「コンテンツ・ビジネス展開の波及効果モデルに関する研究」。 
６０ Cinematic Forecasting and Investment Assurance などは、データを公表しないが大 
型コンピューターを使った演算予測精度は 60％といわれている。 
６１ Ramesh Sharda, Dursun Delen.（2005）.Predicting box-office success of motion  
pictures with neural networks, Oklahoma State University. 
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   インプットデータとして、①アメリカ映画協会のレート、②競合興行、③出演 

俳優のネームバリュー、④ジャンル、⑤ＶＦＸレベル、⑥シリーズを入力し、 

①脚本家、②制作費、③アメリカ映画協会のカテゴリー、④リリース時期、⑤劇

場数、⑥競合作品数、⑦配給の強さ、⑧広告予算、⑨批評のレビュー、⑩映画賞

受賞などの要素をニューラルネットワークで解析して、９つのクラスに分けてい

る。（図７） 

 

図 7 ニューラルネットワークモデル 

 

（出典：R. Sharda, D. Delen / Expert Systems with Applications 30 (2005), p247）  

 

（２） ２００６年に発表された当時ノートルダム大学の大学院生であったセザールヒダ 

   ルゴ（C´esar A. Hidalgo R ）６２ らが取り組んだ研究は、映画の興行収入のパター 

    ンを当初の‘word of mouth’（口コミ）で推定するモデルであった。口コミ数に着目 

    して、映画の質がよければ興行後の Staying power（持久力）があると判断したモデ 

ルである。６３ 

    

 

                                                  
６２ C´esar A. Hidalgo R, Alejandra Castro, Carlos Rodriguez-Sickert.（2006）.The effect  
of social interactions in the primary consumption life cycle of motion pictures. Arxiv. 
６３ nature news 
http://www.nature.com/news/2005/050613/full/news050613-1.html（2011.03.22） 
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【モデル評価式】 ܰሺݐ ൅ 1ሻ ൌ ܰሺݐሻ െ ܲሺݐሻܰሺݐሻ 

 

    このモデルの場合、興行成績は次の３つの要因があるという。 

 

   ① 対象映画の観客の潜在数＝ܰሺݐሻ 

   ② 視聴意欲度＝ ܲሺݐሻ 

  ③ 観客の鑑賞後の反応＝σ 

 

    彼らは、３つの要因のうち③に興行成績が依存するのではないかと仮定して、 

   その指標として口コミ数に着目した。４４作品の興行成績で検証してみたところ、 

結果としては、いくら宣伝費を掛けても作品の質が良くなければ口コミ数 

が減り、興行グラフが急落するという偶然ではない一致があった。 

 

    この論文では、映画の興行収入は興行後の時系列、つまり持久力によって決まり、 

口コミは映画の質の変数となり、この要素をモデル評価式としている。また、映画 

事業収入の７０％が、映画興行収入以外のビデオグラムの収入であるとしても、映 

画興行の成績の影響を受けるとしている。 

 

（３） ２０１０年に発表されたソーシャルネットワーキングである Twitter の tweets 

（つぶやき）から抽出した感情値を分析し、興行後の興行収入を予測するという研 

究である。６４  

 

【モデル評価式】 Tweet െ rateሺmovሻ ൌ
|୲୵ୣୣ୲ୱሺ୫୭୴ሻ|

|୘୧୫ୣሺ୧୬ ୦୭୳୰ୱሻ|
 

 

これらの先行研究は、いずれも複雑なネットワークモデルから予測値を出しており、大

型コンピューターによるデータ処理が必要となる。 

 

そのほか、バーチャル証券であるハリウッド証券取引所（HSX）６５では、Movie Stock

の価格を公開した直後に、次のような簡易なモデル式で評価を行っている。 

 

【モデル評価式】 （最初の週末までの興行収入÷1,000,000）×2.7 

 

                                                  
６４ Sitaram Asur. and Bernardo A. Huberman.(2010), Predicting the Future With  
Social Media, Social Computing Lab. 
６５ Hollywood Stock Exchange.（HSX）http://www.hsx.com/（2011.03.22） 
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第四週までの興行収入は、公開第一週目の興行収入の、２．７倍という経験則（rule of 

thumb）から導かれる評価モデル式である。 

 

 米国における映画興行の予測は、シャルダらの研究では映画の興行前に行っており、そ

の他は映画興行後に予測を行うものであり、本研究の評価モデルとしては、シャルダらの

映画の興行予測モデル式の応用は可能であるが、彼らの研究は映画の興行予測に特化した

ものであり、予測モデル自体が複雑となる。 

 

日本では、映画の興行予測に関する研究論文は見当たらないが６６、企業内での利用に限

られている映画興行予測システムが稼動しており、次の３つの映画評価モデルが開発され

ている。 

 

（１）JDC６７は、暗黙知的なコンテンツ評価と、統計手法を用いたコンテンツ評価を合わ

せた映画システム「Cinema Professor」を開発し、自社投資対象コンテンツの評価

を行った実績がある。６８ 

 

（２） マインドベースのデータベース・マーケティングシステム「LINDA MODEL」６９は、

映画興行評価と宣伝効果測定によるマーケティング情報を提供している。 

 

（３）産業技術総合研究所の開発した人工知能システムと KDDI 研究所が開発したベイジ

アンネットモデルのシステムに、松竹の観客嗜好マーケティングデータ８万件を加

えた「映画宣伝支援システム」が２００９年に開発実用されている。 

 

その他、小規模ではあるがNTTレゾナントがブログやインターネット上の書き込みから、

測定対象映画に関する関連ワードを検索し、その「出現頻度」から、映画の「人気度」を

算出し、公開前のマーケティグ情報としてヒットの可能性を公開していた。しかし、現在

はサービス自体が提供されていない。 

 

2.6 研究の結果  

    

コンテンツの資産評価手法は、伝統的な会計学アプローチでは限界がある。コンテンツ

を構成する著作権の評価に最も適しているとされている７０インカム・アプローチは、マル

                                                  
６６ 前掲注 4, 文献検索 J-GLOBAL  
６７ Japan Digital Contents.（JDC）は当時の名称で現在は JDC 信託。 
６８ JDC『コンテンツビジネスの資金調達スキーム』,九天社,2004 年,96-118 頁。 
６９ Latest，Integrated Navigation system With Data Analysis（LINDA）. 
７０ 前掲注 7,『知的財産と無形資産の価値評価』,中央経済社,1997 年,284 頁。 
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チユースによる収益が将来のキャッシュフローにどの程度貢献するかという点については

適しているが、将来の価値を現在価値に割り引いて評価する手法（DCF）を用いており、

コンテンツによっては、保護期間内であっても事業運用期間がロングテール７１なものばか

りでなく、短いものもあるので過大な期待予測になってしまう危険性もある。 

 

会計学におけるバリュー・ドライバーは知的資産と密接な関係にある。このバリュー・

ドライバーを抽出することでコンテンツの資産価値の構成要素を認識することが可能とな

る。米国会計基準書１４１号「企業結合」における無形資産は次の５つの区分は、「市場関

連」、「顧客関連」、「芸術関連」、「契約関連」、「技術関連」であり、これらは、コンテンツ

の資産評価モデル式の要素としても利用できる重要なバリュー・ドライバーとなる。 

 

この５つの区分をコンテンツに変換すると、「権利関連」、「マーケティング関連」、「芸術

関連」、「契約・許諾関連」、「制作費関連」がバリュー・ドライバーとなる。これをさらに

集約すると、次の３点になる。 

 

（１）権利評価ドライバー 

（２）コンテンツ産業特性評価ドライバー 

（３）マーケティング評価ドライバー 

 

そして、この３点に加えてコンテンツ二次利用による経済波及効果から生まれる「アウ

トカム」としての事業価値が４つ目のバリュー・ドライバーを構成する。 

 

これらのバリュー・ドライバーにより抽出された価値モデルは、コンテンツの資産評価

手法の数理モデル式により定量化し、コンテンツの資産価値の固定要因とアウトカム・ロ

ジックを使った変動要因から導かれる期待値を「格付け」した VRA の構成要素となる。 

 

米国の先行研究は、「ヒットの法則」であり、コンテンツを知的財産として評価する価値

評価手法とは異なるものであった。しかし、オクラホマ大学のニューラルネットワークに

よる評価モデルは、評価の要素を関連要素と紐付けるものであり、筆者が本研究に取り組

む契機となった先行研究のひとつであり、評価モデルとしては非常に参考になる。他のふ

たつの評価モデルも評価要素を「口コミ」に特化したものであり、マーケティング要素を

利用したモデルである。 

 

日本の映画業界で、実際に提供されている映画の評価モデルにおいては、映画興行を評

価するという点で米国の先行研究と同じである。しかし、二次利用などの経済波及効果は

                                                  
７１ コンテンツの媒体流通期間が長いものを「ロングテール」という。 
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評価対象としておらず、評価の視点は「ヒットの法則」であった。本研究の事業価値から

のアプローチと「格付け」を利用した VRA 評価とは評価領域を異にするものであった。ま

た、実務運用されている松竹のベイジアンネットモデルは、米国のニューラルネットワー

クによる評価モデルと同様に、複数の要素の不連続な確率分布モデルであった。観客の嗜

好を条件付確率表に従って離散化させて不確実性の高い映画興行を予測するというモデル

は、VRA においても評価モデルのポリシーとして参考にしたい。（図８） 

 

図 8 ベイジアンネットワークモデル 

 

（出典：松竹・KDDI「映画宣伝支援システム」2009年6月16日プレスリリースより抜粋） 

 

これらのシステムは複雑な計算式が必要な評価モデルであるが、本研究のコンテンツ資

産評価モデル式においては、実務家が容易に操作できるようにパソコン上で稼動可能な設

計とする。 
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第３章 知的財産（特許・商標）の評価（研究２） 

 

3.1 研究の目的 

 

 知的財産権とは、個人や組織により考えられた知的活動の所産を経済的な利益として権

利者が享受できるように知的財産法によって保護されている権利である。知的財産は「無

形資産」であり、企業会計原則によるとその定義は、「識別可能な資産のうち物理的実体の

ないものであって、金融資産でないものである」とされている。その特性として次の２点

が挙げられる。７２ 

 

（１）法的権利を構成し、当該権利に基づいて将来、獲得可能な経済的便益について法律 

   によって保護されているもの。 

 

（２）他の資産から分離して移転可能であり、無形資産の所有者は無形資産を単独で売却、 

貸与することができるもの。 

 

このふたつの特性を有する財産が会計原則上の「無形資産」であり７３、知的財産の価値

評価の先行研究は「特許権」や「商標権」の分野ではすでに行われており、実務で稼動し

ている評価システムもある。本研究の目的は、その先行研究で発表されている知的財産の

価値評価モデルから、コンテンツの価値評価に適切なモデルを選定する。 

 

3.2 研究の範囲と方法 

 

 本研究の範囲は、知的財産の中でも代表的な排他的独占権である「特許権」とコンテン

ツの二次利用で派生する「商標権」を研究の対象とする。 

 

 「無形資産」の価値評価基準は公表されていない。なぜならば、価値は複合的であり、

単独で存在していないからである。理由のひとつとして、「無形資産」の場合、耐用年数の

考え方がある。知的財産が貸借対照表に計上された場合、何年で償却するかということが

価値の要素として重要である。米国会計基準 SFAS142７４では、企業が「無形資産」の耐用

年数を決定する時には、次の５つの要因を考慮するように求めている。７５  

                                                  
７２ 企業会計基準委員会（ASBJ）『無形資産に関する論点の整理』,2009 年,10 頁。 
７３ 前掲注 49『M&A 無形資産評価の実務』,98 頁。 
７４ 米国企業結合会計の代表的な会計基準書ひとつで、SFAS141 と 142 が公正価値を決定

する実務を定義している。 
７５ 前掲注 49『M&A 無形資産評価の実務』,260 頁。 
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（１）無形資産の利用可能見込み期間 

（２）関連する他の資産の耐用年数 

（３）法律や規則、契約条項 

（４）陳腐化リスクや同業他社との競争その他の経済状況 

（５）無形資産の価値を維持するための費用 

 

無形資産を定量化するための方法は、「特許権」や「商標権」が実際にどのような方法で

価値評価されているのかを、学術的アプローチと実務稼動システムからリサーチしてコン

テンツの価値評価モデルに有用な要素を抽出する。 

 

3.3 「特許権」の評価 

 

3.3.1 「特許権」の評価手法 

 

「特許権」の価値評価は、特許情報を図表化したパテントマップ７６やライセンス料率表

などのアプローチによる研究がある７７。「特許権」の価値を評価するためには、特許の実施

に沿った価値の要素である「技術的評価」、「法的評価」、「経済的評価」に加えて、その「技

術内容」、「市場性」、「事業性」まで深く掘り下げる必要がある。 

 

 「特許権」の価値評価モデルでは、２００６年にファイナンス手法を用いた「知財評価

研究会」が特許権価値評価モデル PatVM を発表している。PatVM は、自社実施による特

許群の独占的事業価値（MV）と他者実施による特許権収入価値（RV）を総合的に評価し

たもので、複数のバリュー・ドライバーを総合評価することをコンセプトとした期待キャ

ッシュフロー・アプローチとなる。７８ 

 

 評価モデルは PatV＝MV＋RV であり MV と RV はドライバー・スコアリングで決定さ

れ、現在価値に割り引く手法である。 

 

評価モデル式 【PatVM】PatV＝MV＋RV  

 

 

                                                  
７６ 特許情報を調査・分析・整理してビジュアル化した一覧表のこと。 
７７ パテントマップから評価するインテクストラ社の評価システムと特許庁の「特許評価指

標」。 
７８ 前掲注 8『特許権価値評価モデル』東洋経済新報社,2006 年,48-57 頁。 
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さらに詳細に示すと以下の通りとなる。 

 

PatV＝OP×OPAC（CGDS）× ∑ ோ&஽௧బ
೟సషర

∑ ைா௧బ
೟సషర

 × １

ｎ
 × ∑

１

（１＋ｒ）
೅

௉஽ሺ௉஽ௌሻ
்ୀଵ              

＋ ∑ ∑ ሺܴ݆݅ ൈ
ோ஽ௌ௜௝

ଵହ
ሻ௃

௝ୀଵ
ூ
௜ୀଵ  × ∑

ଵ

ሺଵା௥ሻ೅
௉஽ሺ௉஽ௌሻ
்ୀଵ   

 

 財務諸表から導かれる【PatVM】による過去の資産評価では、将来の資産価値を評価で

きないので、将来の戦略的なドライバーを複数定義している。 

 

3.3.2 「特許権」の実務価値評価モデル 

 

将来の事業に重点を置いた「特許権」の価値評価モデルとしては、次の６つが実務利用

されている。 

 

（１） ２０００年に特許庁が公表した「特許評価指標（技術移転版）」７９は、次の３項目 

のスコアを合算して総合的に価値評価する方法である。 

 

①権利保有評価 

②移転流通性評価 

③事業性評価 

 

（２） インテクストラ社の提供する「ストラビジョン」の経済価値の評価要素は、次の 

３項目による技術、権利と事業性を総合評価する方法である。８０ 

 

①対象特許の技術的優位性要因 

②権利としての法的安定性要因 

③マーケティングによる収益の経済的要因 

 

（３）沖コンサルティングソリューションズの「特許評価コンサルティングモデル」８１ 

                                                  
７９ 特許庁は，2000年4月に日本では未だ未成熟な評価手法の試案を策定公表しているが、

その後の改定は行われていない。 
８０ インテクストラ社,「経済価値評価に必要な項目」,平成 20 年度特許流通講座（実務編）, 
７頁。 
８１ 高呂・富田・西岡「特許評価について」,沖テクニカルレビュー第206号Vol.73 No.2, 
2006年,50-51頁。 



42 
 

では、次の４項目を評価項目として挙げている。これは、前項（２）のインテクス

トラ社のモデルに、「④その他の特殊要因」を加えたものであり、実質的には同一の

方法とみなしてよい。 

 

①特許性 

②管理価値 

③事業価値 

④その他の特殊要因 

 

（４）日本アイアールの評価システムは、上記（２）（３）の視点に加えてインタビュー形

式による評価付けを行い、「相対的価値評価」の手法を採用している。 

 

（５）NRI 野村総合研究所では、特許群を４つのカテゴリーに分けて自社と他社の比較に

よる「事業化評価モデル」を示している。８２ 

 

（６）韓国のウィズドメイン社では、２００９年より Ultra-Patent８３という日本登録公報 

と米国登録公報を扱う「報特許自動評価サービス」をインターネットで提供してい 

る。このサービスは従来の特許検索サービスに特許評価照会機能を加えており、特 

許情報から一般的に特許評価に有用な項目とされている項目の数値を算出し、他の 

特許との相対比較を行いランク付けした結果を提供している。 

 

特許評価モデルとしては、NRI の「事業化評価モデル」と同様の評価ポリシーであ 

るが、評価に使用された項目別点数を全ての同種分野特許と相対比較を行って順位 

を算出し、各順位に当該する等級を付与する方法を採用している。具体的な算出方 

法は次の６項目となる。  

 

（１）特許の各評価項目別の数値を算出  

（２）評価項目毎に全ての同種分野特許からの順位を算出  

（３）評価項目毎に順位による等級を算出  

（４）各項目の等級に該当する点数と重要度(加重値)を適用して総合点を算出  

（５）特許の総合点を利用して全ての同種分野における順位を算出  

（６）順位に当該する等級を算出 

 

 

                                                  
８２ 姫野圭一「特許ビジネスの活性化に向けて」,知的資産創造 2003 年 7 月号,78～81 頁。 
８３ https://www.ultra-patent.jp/Search/Search+.aspx（2011.03.22） 
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順位別等級の考え方は特許数と当該特許の評価順位から算出される。（表３） 

 

表 3 順位別等級算出 

 

（出典：Ultra-Patent ホームページより抜粋） 

 

算出された各評価項目は、各評価項目別の加重値を乗じた結果を計算した値を総合

点としており、次の８項目の加重値（変数）によって点数が算出される。（表４） 

 

表 4 評価項目別加重値 

 

（出典：Ultra-Patent ホームページより抜粋） 

 

3.4 「商標権」の評価 

 

「商標権」は、「特許権」と同様に特許庁に登録することにより、商標法による独占権が

付与される知的財産権である。商標権は、他社の商品や役務サービスの実施について識別

標識として扱われるものであり、登録した商標をライセンスしたり、譲渡したりするとき

に経済的価値が生じる。商標の価値評価は、ライセンスによる使用許諾料や、譲渡による

取引価格によって把握することができる。また、商標権単独での事例の他、「著作権」と共

に取引されることもある。 

 

 「商標権」は識別のための知的財産権であることから、商標の価値評価モデルは、市場

取引例から導くことが適切である。つまり、会計学的アプローチではマーケット・アプロ
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ーチが最も適切な評価だといえる。取引の事例は次の４項目である。８４  

 

（１）商標の売買 

（２）商標による融資などの資金調達 

（３）商標権侵害による損害賠償額 

（４）ライセンス契約による使用許諾料 

 

公開されている商標単独での取引では、２００７年のライオン株式会社による

「BUFFERIN」の商標権の取引が３０４億円と比較的高額である。著作権とともに取引さ

れたものは、２００７年のソースネクスト株式会社による「筆王」の「プログラムの著作

権および商標権」の取引が８億円であった。この事例のように商標権単独による資金調達

は稀であり、商標権以外の知的財産権を付随した担保融資が多い。８５ 

 

商標権侵害による損害賠償の請求は、裁判によって決定される。損害賠償金額は、過去

の判例から算定することになるが、損害賠償金は経済的利益とは断言できない。ライセン

ス契約による使用許諾料については、商標登録した商標権者が独占的に使用している商標

をライセンスする行為であるので、「通常使用権」または、「専用実施権」を地域・商品・

期間等を定めてライセンスを行い、それに伴い発生するロイヤルティー実施料率が価値評

価の指標となる。８６ 

 

3.5 研究の結果   

 

 知的財産（特許・商標）の価値評価方法は、コンテンツの価値評価方法同様に標準化さ

れたものはなかった。共通した理由のひとつには、知的財産の価値に対して普遍性・安定

性が欠けており、将来の期待収益に基づく理論価値を定量化するのが難しいという点が挙

げられる。 

 

 普遍性・安定性が不安定であるのは、知的財産が「無形資産」であり、知的財産単体で

の価値はなく、権利を実施したりライセンスを行ったりすることで価値が生まれるからで

ある。これまで、知的財産の個別権利については調査・分析・整理までは行われていたが、

その事業性や収益期待値まで事業パッケージとして評価することは実務の領域であって、

学術研究では重視されてこなかった。 

                                                  
８４ 日本不動産鑑定協会他「知的財産の適正評価システム」,住宅新報社,2008 年,138-140
頁。 
８５ 銀行が知的財産を担保に融資する場合、従来の不動産担保の代わりに知的財産を担保と

するので、単一の知的財産ではなくすべての知的財産を担保要件とする場合が多い。 
８６ 売買事例は、前掲 58,「知的財産の適正評価システム」より引用, 123-137 頁。 
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 特に「商標権」については、商品の識別と役務の提供のための商標使用８７による価値評

価であるため、取引事例はあるが、ライセンスや売買を目的に登録するものではない。商

標の利用は、需要者の便益の提供８８のためでもあることから「特許権」に比べて価値評価

は定量化しにくい特徴がある。 

 

 「特許権」は自己実施する以外に、「通常実施権」や、独占利用がより可能な「専用実施

権」の設定によるライセンスなど、多様な価値を創出している。そして、価値評価の要素

として重要なのが事業化による収益性である。これらの多様な利用形態を包括して価値評

価しているのが企業で稼働しているモデルであるが、その内容については営業秘密にあた

るため、残念ながら肝心な評価ロジック詳細がブラックボックスになっていて公開されて

いない。 

 

コンテンツの価値評価モデルでは、「特許権」の学術的価値評価研究である広瀬らの

【PatVM】をコンテンツの価値評価ポリシーとし、「特許権」の評価を等級（格付け）した

韓国ウィズドメイン社の公開情報を基にした評価算出アルゴリズムをコンテンツの「格付

け」モデルの参考とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
８７ 商標法第 2 条 1 項 1 号、2 号。 
８８ 商標法第 2 条 2 項。 
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第４章 コンテンツ産業の評価モデル構造（研究３） 

 

4.1 研究の目的 

 

 コンテンツは、情報社会における「情報財（information goods）８９」であり、知的財産

としては「権利の束」である。この「情報財」と「権利の束」の価値評価は、複合的な評

価要素が必要であり、評価基準が主観的であったので、コンテンツの価値評価研究がこれ

まで進まなかった。 

 

コンテンツの価値評価が主観的である理由は、評価軸がコンテンツ業界の経験則（rule of 

thumb）９０による判断、つまり「暗黙知」に陥りやすい。コンテンツの価値評価は「芸術

的な価値」、「文化的な価値」、「経済的な価値」などの複数の評価軸がある。この複数の評

価軸が「暗黙知」であると価値評価が偏ってしまい、客観的な価値評価ができない。また、

金額算出による価値評価は「芸術」や「文化」には馴染まないという声もあり、価値の算

定は難しい。しかし、ボウモルの研究のように経済的な側面からアプローチすれば定量分

析は可能となる。本研究では、この「暗黙知」を評価することにより「形式知」にする価

値評価モデルを構築する。 

 

知的財産を包括した情報財を価値評価するためには、菊池（2009）が外部との接点にお

いて生まれる「受益」を「与益」と捉えた「アウトカム・ロジック」の概念９１が二次的著

作物の流通特徴から、コンテンツの価値評価に最も適している。その理由は、コンテンツ

という物理的形状を持たない「情報財」が、外部との接触で付加価値が増加するプロセス

をモデル化することができるからである。 

 

研究方法は、「アウトカム（与益）」で生じた新たな「情報財」であるコンテンツの価値

の増加要素であるバリュー・ドライバーを価値評価のモデル式に組み込むことにある。 

                                                  
８９ 情報財の構造に関する研究をしている東京大学社会情報研究所の田中秀幸によれば、コ

ンピュータ・ソフトウェア、データベース、ゲーム・ソフト、ウェブ・ページ、電子ジャ

ーナルなどに加えてメディアが提供する財、映画、テレビ等の映像関係、音楽ＣＤ等の音

楽関係、図書、雑誌、新聞等の出版物などを情報財としている。また、経済産業省商務情

報政策局監修『デジタルコンテンツ白書』では、パッケージ・コンテンツ（映像系コンテ

ンツ、音楽系コンテンツ、ゲーム／ソフトウェア・コンテンツ、出版系コンテンツ）、ネッ

トワーク・コンテンツ、携帯電話向けコンテンツ及びデジタル放送コンテンツを情報財と

して、デジタルコンテンツの分類を行っている。 
９０ 前掲注 53『アーリーステージ知財の価値評価と価格設定』,127‐128 頁。 
９１ 菊池純一「経営に役立つ知財戦略」，特技懇誌（特許庁技術懇話会）№255，2009年，
27‐35頁。 
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4.2 研究の範囲と方法 

 

 コンテンツの「二次利用」には、次の２つのケースがある。１つは初回利用した一次コ

ンテンツをそのまま再利用するケース、もう１つは一次コンテンツを翻案して二次的著作

物として利用するケース。 

 

どちらもコンテンツの二次利用であるが、著作権法上は、著作者の権利である「支分権（著

作権法第 21 条～28 条の著作権者の権利）」によって区別されている。研究の範囲としては、

著作権法上の「支分権」によるコンテンツのマルチユース９２の範囲、すなわち二次的著作

物として利用するケースを範囲の研究の対象とする。 

 

 コンテンツは、原著作物の「支分権」の利用形態を拡大することにより、コンテンツの

持つ価値が増加する。研究３では、コンテンツの経済波及効果を分類した内田９３の研究に

よるコンテンツ事業者の「私的便益」を「インカム」、事業者以外の「社会的便益」を「ア

ウトカム」と捉え、コンテンツの経済波及構造からバリュー・ドライバーの組み立て方法

を研究する。 

 

コンテンツは、新しいウインドウに二次流通するときと、原作品を「翻案」した二次的

著作物として流通する場合に、経済波及効果により「アウトカム（与益）」９４が生じる。コ

ンテンツは、流通過程において内部の一次利用から二次利用の外部と接触することにより、

そのコンテンツの価値が増幅する。（図９.１０.１１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
９２ ワンソースコンテンツで多様なメディア展開をすること。 
９３ 前掲注 6「コンテンツ・ビジネス展開の波及効果モデル構築に関する研究」，103 頁。 
９４ 単独による利益がインカムに対して、アウトカムは外部連携による共同の利益。 
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図 9 ワンソースによる２００億円の市場創出の事例「世界の中心で、愛をさけぶ」 

 

 
（筆者がコンテンツをリバースエンジニアリングして、それぞれの末端市場実績を合算した。） 

 

図 10 ワンソースによる１００億円の市場創出の事例「いま、会いにゆきます」 

 

（筆者がコンテンツをリバースエンジニアリングして、それぞれの末端市場実績を合算した。） 

 

図 11 ワンソースによる６０億円の市場創出の事例「木更津キャッアイ」 

 

 
（筆者がコンテンツをリバースエンジニアリングして、それぞれの末端市場実績を合算した。） 
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 コンテンツは、オリジナルコンテンツ（ORIGINAL）の二次流通が続く限り、知的創造

サイクルの好循環を生み出し、シリーズとして相乗効果を生む。次のサイクルは『踊る大

捜査線』のコンテンツ循環を示し、オリジナルコンテンツからテレビ番組シリーズ（TV）、

テレビ番組再放送（TV2nd）、テレビ番組スペシャル（TV SP）、劇場映画シリーズ（MOVIE）、

ビデオ（Videogram）、関連書籍（Book）、商品化（Merchandise）、イベント（Event）、

インターネット（Internet）、舞台（STAGE）などの波及効果によるマーケットマテリアル

を示す。（図１２） 

 

図 12 コンテンツ知的創造サイクルの好循環図 

 

（筆者作成マルチユースのペンタゴンサークル） 
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4.3 コンテンツ評価モデル 

 

 情報財が一般的な「物財」と異なる点は、情報価値を研究する近９５によると、情報はプ

ラットフォーム（媒体や口コミも含まれる）を通じて派生的に伝播するものであり、情報

財は経済取引かつ経済価値のある財であるという点。つまり、経済的価値のない情報は情

報財ではないと定義している。そして、次の３つの特徴を挙げている。９６ 

 

（１） 情報は、「共有可能性」である。 

    情報は公共財的な性格があり、共有可能であるが、情報を受け取るには、プラッ 

    トフォームが必要。 

 

（２） 情報は、「事前確認困難性と評価の相対的価値性」がある。 

    情報は経験財でもあり、経験しないと判断ができない事前確認困難性を伴う。そ 

    の判断は主観的であり、相対価値である。 

 

（３） 情報は、「機密性や優先性」がある。 

    情報を意図的に制限したり優先・限定したりすることにより、経済的な価値が生 

    まれる。 

 

この他に、情報財の原価特性について、再生産の場合の限界コストが、一次生産に比べ

て非常に低いことも特徴といわれている。９７コンテンツは、上記の情報財としての特徴を

持ち、さらに知的財産法によりエンフォースメントされており、経済価値が補強されてい

る。 

 

 情報は、発生した事実に経済的価値を付けることにより情報財として取引される。一方、

コンテンツは、創作した時点から知的財産法によるエンフォースメントを受ける。著作物

は、単なる情報ではなく、情報財と知的財産権の「束」が「塊」となったもので、この「塊」

の価値評価をするためには、価値が生まれる複数のバリュー・ドライバーを紐付けて評価

することが必要となる。 

 

 

 

                                                  
９５ 近勝彦「情報経済の基礎理論-情報財の流通と消費と価値を巡って-」，小樽商科大学商

学討究，1998 年，160 頁。 
９６ 前掲注 95「情報経済の基礎理論-情報財の流通と消費と価値を巡って-」，161 頁。 
９７ 前掲注 6「コンテンツ・ビジネス展開の波及効果モデル構築に関する研究」，22 頁。 
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4.4 アウトカム・ロジック  

 

 知的財産を評価する場合、会計学のインカム・アプローチだと潜在的な経済波及効果が

含まれないことから評価に限界がある。特に、知的資産を基軸としてバリューチェーン

（Value Chain）９８を構成する場合には、イノベーションモデルのシュムペータリアン・モ

デル９９と経済波及モデルのレオンチェフ・モデル１００を融合したアウトカム・ロジック１０１

が情報財であるコンテンツの価値評価には最適である。 

 

 「知的財産」と「知的資産」の呼称の違いは、まったくの別ものではない。「知的財産」

とは、「発明、考案、植物の新品種、意匠、著作物その他の人間の創造的活動により生み

出されるもの（発見又は解明がされた自然の法則又は現象であって、産業上の利用可能性

があるものを含む。）、商標、商号その他事業活動に用いられる商品又は役務を表示する

もの及び営業秘密その他の事業活動に有用な技術上又は営業上の情報をいう」（知的財産

基本法2条）であり、その「知的財産」を資産として編成したものが「知的資産」である。

１０２ 

 

知的財産権の評価は多様であり、単純に標準化できるものではないといわれている。１０３ 

しかし、価値モジュール１０４を定めることで知財パッケージという論理の枠組みを作ること

が出来る。菊池（2007）は、アウトカム・ロジックに基づく「知財アウトカム」という価

値モジュールを導入することで、知財評価作業を「知的財産が作り出す特定環境」の時間

軸と範囲軸による相互依存連鎖としてモデル化できるという仮説を立てた。１０５ 

 

 アウトカム・ロジックに基づく価値モジュールは、「アウトプット（知財）」から創成さ

れる「アウトカム（特定環境、知財の社会成果）」を介在して、「インカム」への価値が還

元されるというロジックである。（図１３） 

                                                  
９８ 経営学者 M. E. Porter が著書“Competitive Advantage”（邦訳書『競争優位の戦略』，

ダイヤモンド社，1985 年）で提唱した言葉で「価値連鎖」と訳されている。 
９９ 経済学者の J. A. Schumpeter が唱える、技術のイノベーションが経済を発展させると

いうモデル。 
１００ 経済学者の W. W. Leontief が提唱する 1 つの経済部門の変化が、他の部門にどのよう

な効果をもたらすかという経済波及モデル。 
１０１ 菊池純一、大津山秀樹「知財アウトカムの質的管理方式の有効性テストについて」研

究・技術計画学会 年次学術大会講演要旨集 第 22 巻，2007 年，482 頁。 
１０２ 前掲注 101「知財アウトカムの質的管理方式の有効性テストについて」，482 頁。 
１０３ 菊池純一「知財の価値モジュールについて」，日本知財学会誌 第 3 巻第 2 号，2007
年。 
１０４ 工学設計上の概念で、システム構成の要素となるものを機能単位で把握したもの。こ

の場合は、知的財産の価値を生み出す要素単位の集合した「塊」のこと。 
１０５ 前掲注 103「知財の価値モジュールについて」2 頁。 
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図 13 知財のアウトカム・ロジック 

 
（出典：菊池純一「知財アウトカムのオープン・システムとクローズド・システム」青山学院大学BLC 2006 ） 

 

 アウトカム・ロジックをコンテンツに適用した場合、インカム領域とアウトカム領域の

関係は、次のようになる。（図１４） 

 

図 14 コンテンツにおけるアウトカム・ロジック 

 
 

（コンテンツの流通をインカムとアウトカムの領域に分けた筆者作成の概念図） 
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一般的な価値モジュールをコンテンツに置き換えた場合、コンテント制作論を研究する

浜野（2003）は「コンテント・ビジネスの特殊性」として、コンテンツビジネスと一般的

なビジネスとの本質的な相違点を次の１３項目にまとめている。１０６ 

 

（１）コンテンツ制作は利潤追求だけが目的ではない。文化芸術の役割も目的のひとつ。 

（２）企業名は通用しない。制作するコンテンツとブランド評価はイコールではない。 

（３）多品種少量生産により、世代や時代に合致した多様なコンテンツが必要である。 

（４）経営資源は人だけである。制作技術設備が廉価になれば、参入が容易になる。 

（５）コンテント・ビジネスは権利ビジネスである。利益は、作品からではなく権利から。 

（６）市場予測がつきにくい。情報財の宿命でもあるが、人気とライフサイクルは不確実。 

（７）作品の価値が減じない。特定の作品は、ライフサイクルが長い。 

（８）作品の代替がきかない。工業製品のように類似製品で代替がきかない。 

（９）生産性を計れない。文化や芸術で合理化を求めるのは難しい。 

（10）失敗を織り込む。作品１本だけでヒットを狙うのはリスクが大き過ぎる。 

（11）個人の才能に依存している。監督、俳優、技術、美術、プロデューサーの才能重視。 

（12）成功作に支配される。ヒット作品と失敗作品の格差が大きい。 

（13）社会から批判を受けることが少なくない。媒体力が大きいため、批判されやすい。 

 

4.5 コンテンツの評価手法 

 

4.5.1 VRA 資産評価要素 

 

 資産評価は、コンテンツ業界人の経験則である「暗黙知」に「過去のマーケティングデ

ータ」を価値評価する。映画興行における先行研究である「ヒットの法則」は、コンテン

ツの資産評価として非常に重要な要素ではあるが、権利保有と流通価値の評価が欠けてい

る。エンティティー・ワイド・マネジメントによって、特許権の価値評価を高めることが

できるなら、コンテンツにおいては、コンテンツプロデューサーがワイド・マネジメント

を行うことにより、コンテンツの資産評価を高めることが可能であると考えられる。 

 

本研究のコンテンツの資産評価格付け手法である VRA では、上記のコンテンツプロデュ

ーサーがアーリーステージからマネジメントすべき、次の４つのバリュー・ドライバーを

価値評価要素とする。 

 

 

 

                                                  
１０６ 前掲注 35『表現のビジネス‐コンテント制作論』，29‐34 頁。 
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（１）権利評価（RV） 

（２）コンテンツ産業特性評価（IV） 

（３）マーケティング評価（MV） 

（４）アウトカム評価（OV） 

 

VRA モデル式による総合評価ポイントにより、最終的に格付けを行うが、具体的には、

（１）～（４）の評価ポイントを過去のコンテンツ実績データに換算して、最尤曲線を算

出し、評価対象とするコンテンツの総合評価ポイントをクロスさせて格付け評価ポイント

と結びつける。評価モデル式の明細は、次の項目となる。 

 

RV ドライバー：著作者、著作権者、著作隣接権者、商標の保護と利用範囲、デフォルトの 

        スコア。 

 

IV ドライバー：視聴媒体普及、ターゲット層の人口、グローバルマーケット、製作直接費

と間接費マネジメント、製作の生産性、視聴料金体系、出演人気俳優、定

評演出、シリーズ展開のスコア。 

 

MV ドライバー：認知度、視聴意欲度、社会的関心度、社会的話題性、口コミ波及度、女性

好感度のスコア。 

 

OV ドライバー：流通経路数、ライセンス数、タイアップ数、スポンサー数のスコア 

最尤曲線の統計モデルは、映画のサイクル推移から過去３年とする。 

 

4.5.2 資産評価格付の符号 

 

 本来、格付けとは、発行体が負う金融債務についての総合的な債務履行能力や個々の債

務の支払いの確実性に対する格付け会社の意見を、情報として一定の符号によって投資家

に提供する。格付けの役割は、経営破たん状態に陥る可能性を測定するために、デフォル

トリスクの分析を行い、デフォルト後の回収の可能性（債務不履行時の損失の可能性）を

判定するために回収リスクの分析を行う。１０７ このように、格付けは発行企業の一般的な

信用力の評価を符号で行うもので、投資家に対する格付け会社の意見となる。１０８ 

                                                  
１０７ R&I 格付投資情報センター,「格付けの手引き」2005 年。 
１０８ デフォルトリスクとは、債務不履行までの距離を指し、そのリスクには、事業リスク

（資産運用）と財務リスク（資金調達）のリスクがある。このふたつのリスクを定量的、

定性的に把握した上で、将来のキャッシュフローの十分性と安定性を予測するもの。 
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 格付け会社が提供する「格付け」の対象は、債務（債券やローン）であるため、知的財

産権のような財産権の格付けではない。しかし、格付け符号と定義は、コンテンツの資産

評価格付けとして利用できると考える。格付けのプラス（＋）、マイナス（－）は、上位格

に近いものにプラス、下位格に近いものにマイナス表示を使っているが、これも同様にコ

ンテンツの資産価値の「格付け」に利用できる。 

 

コンテンツの格付け符号は、モデル式のスコア得点軸と過去３年間のデータから導いた

最尤曲線で表した VRA とが交差した点を、P 軸に向け AAA～C に格付け分類する。企業の

格付け評価は「デフォルトリスク」を示すが、コンテンツの格付けは「資産価値の大きさ」

を示す。但し、優良コンテンツを保有していても評価相当に利用しなければ、格付け相当

の価値を生み出すことはできなくなり、コンテンツ投資の回収も困難になる。 

（図１５.表５） 

 

図 15 VRA によるコンテンツ評価格付け 

 

（筆者の VRA 評価モデルのイメージ） 
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 コンテンツの格付け符号と定義は、企業の格付け指標と同じく、できるだけ分かりやす

い定義とする。 

 

表 5 コンテンツ格付け符号と定義 

 

（筆者が企業の格付けを参考に符号を定義した） 

 

4.6 研究の結果 

 

 コンテンツの資産評価のための価値評価は、コンテンツの複合的価値ゆえに難しいが、

コンテンツの多様性を価値モジュールとして整理すれば定量化できることがわかった。価

値評価の基盤モデルは、次の２点となる。 

 

（１）「情報財」としての特徴とアウトカム・ロジックに基づき、価値をモジュール化する。 

 

（２）モジュール化されたバリュー・ドライバーを、コンテンツビジネスの特徴である「相 

   互依存連鎖」モデルにより関係式を構築する。 

 

コンテンツビジネスの特徴である相互依存プロセスを解明し、価値評価の要素であるバ

リュー・ドライバーおよび、その付加係数とウエイトを変化させることにより、コンテン

ツの価値評価プロセスを反映させた評価モデルを構築できることがわかった。 
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第５章 コンテンツ産業の事業価値 

 

 コンテンツの価値評価は、複数のバリュー・ドライバーから構成されており、特性につ

いては第２章から第４章で解明できた。特許権においては、特許を取得することにより、

特許の実施権は、その帰属先である特許権者が持つ。コンテンツにおいても原著作物の著

作権は、二次的著作物にも原著作者の権利が及ぶので、原権利者の権利範囲としては特許

権者も著作権者も権原者である共通点がある。 

  

 しかし、「特許権」は自然法則を利用した技術的思想の創作（アイデア）であって高度な

ものだけが、特許登録することができる。一方、「著作権」は「思想または感情を創作的に

表現したもの」であって、権利取得のための登録を要件としていない。そして、著作権は

特許権の明細書にある請求項のように明確な特許技術範囲が決まっておらず、保護される

範囲は特許権に比べて曖昧である。 

 

 コンテンツの価値を評価するためには、特許権を登録するために特許技術の範囲を示す

請求項に相当する次の４項目を抽出することが必要となる。 

 

（１）排他的独占権を保護する、「権利」のバリュー・ドライバー 

（２）事業価値を生み出す、「コンテンツ産業特性」のバリュー・ドライバー 

（３）時代の趨勢を見込む、「マーケティング」によるバリュー・ドライバー 

（４）コンテンツの経済波及効果である、「アウトカム」によるバリュー・ドライバー 

 

 第５章では、コンテンツの持つ価値評価となるそれぞれのバリュー・ドライバーをコン

テンツ産業の中心的な存在である「映画の著作物」を研究範囲とする。統計資料および、

統計として残っていないデータについては、コンテンツ産業を経年的に分析し、コンテン

ツの価値評価のバリュー・ドライバーを抽出する。 
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5.1 コンテンツ産業におけるエンタテイメントビジネスの特性（研究４） 

 

5.1.1 研究の目的 

 

コンテンツのバリュー・ドライバーを抽出するには、コンテンツ産業の規模を把握し、

事業から産業化されるまでの過程において、エンタテイメントビジネスの特徴を捉える。

本研究では、コンテンツの産業規模とコンテンツ業界の産業化への取り組みについて、「エ

ンタテイメントビジネスのバリュー・ドライバー」と「ビジネスモデルに関するバリュー・

ドライバー」を抽出することを目的とする。 

 

5.1.2 研究の範囲と方法 

 

現在のコンテンツ産業の規模については「デジタルコンテンツ白書２０１０」１０９から定

量的統計データを取得する。将来のコンテンツ産業については「コンテンツ産業の成長戦

略に関する研究会 報告書」１１０、および「『文化産業』立国に向けて‐文化産業を２１世

紀のリーディング産業に」１１１から定性的統計資料を入手して、それぞれを分析する。 

 

コンテンツが流通するためには、次の「メディアの三要素」と呼ばれている伝達システ

ムが必要となる。１１２ 

 

（１）（中身としての）コンテンツ 

（２）（形を与える）プラットフォーム１１３ 

（３）（送り出す）流通 

 

本研究では、コンテンツ産業は、「メディアの三要素」を具備しているかどうかを検証し、

コンテンツの価値評価となる要素を抽出する。方法としては、総務省の「メディア・ソフ

トの制作及び流通の実態に関する調査研究」１１４の研究報告から、映像系ソフトであるエン

                                                  
１０９ 経済産業省 監修『デジタルコンテンツ白書 2010』, デジタルコンテンツ協会,2010 年。 
１１０ 経済産業省「コンテンツ産業の成長戦略に関する研究会 報告書」,2010 年 5 月。 
１１１ 経済産業省「『文化産業』立国に向けて‐文化産業を２１世紀のリーディング産業

に」,2010 年 6 月。 
１１２ 前掲注 118『表現のビジネス‐コンテント制作論』，22-24 項。 
１１３ 慶應義塾大学 SFC 研究所では、プラットフォームの定義を「誰もが明確な条件で提

供を受けられる商品やサービスの供給を通じて、第三者間の取引を活性化させたり、新し

いビジネスを起こしたりする基盤が提供される場合、その商品やサービスをプラットフォ

ームと呼ぶ」としている。 
１１４ 総務省通信政策研究所（IICP）調査研究部「メディア・ソフトの制作及び流通の実態

に関する調査研究」118,2009 年 9 月。 
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タテイメントビジネスの特徴を抽出する。 

 

5.1.3 コンテンツ産業の定義 

 

コンテンツ産業の定義は、国や学術的なアプローチによって対象とする範囲が異なるが、 

映像ソフトの経済活動をコンテンツ産業と呼ぶようになったのは、１９６９年に林１１５が

「産業社会論」の延長線上にある生産性向上と効率化の必然的帰結社会を「ハードからソ

フトな社会」と定義したことに端を発している。ソフトを重視する「情報化社会」を経て、

ネットワークにより発信されるコンテンツを重視する「高度情報化社会」にコンテンツ産

業は存在する。１１６  

 

また、映像ソフトの代表が「映画産業」であったため、「映像メディア」のことをそのま

ま「コンテンツ産業」と呼んだ形跡がある。１１７ 映画は既に「文化論」や「芸術論」の中

で議論されており、そこに経済的な考察が加わったので、文化経済の領域として捉えられ、

「コンテンツ産業」と呼ばれるようになった。 

 

産業論を扱う「文化経済学」では、コンテンツ産業は「音楽、映像、ゲーム、漫画、ア

ニメーションなどの文化的・娯楽的作品を生産・流通・販売してゆく営利産業」を指す。１１８ 

海外では「著作権産業」、「創造的産業」、「文化産業」と呼ばれることが多いが、海外での

定義には、美術や舞台芸術などの非営利芸術活動や建築・広告・ソフトウェア等が広範囲

に含まれる。   

 

日本におけるコンテンツ産業は、営利目的で行う「メディア産業」であり、付加価値の

高い「高度に知的なサービス産業」１１９と定義されている。付加価値とは、〔創造⇒生産⇒

流通⇒小売⇒消費〕という価値連鎖（以下「バリューチェーン」という）１２０という形式で

価値が付加され、産業として市場が形成される。１２１ 

 

 

                                                  
１１５ 林雄二郎『情報化社会－ハードな社会からソフトな社会へ』,講談社,1969 年。 
１１６ 菅谷実,中村清編著『映像コンテンツ産業論』,丸善,2002 年,ⅰ。 
１１７ 菅谷実,中村清,内山隆『映像コンテンツ産業とフィルム政策』,丸善,2009 年,ⅰ頁。 
１１８ 川島伸子『コンテンツ産業論－文化創造の経済・法・マネジメント』,ミネルヴァ書

房,2009 年,3 頁。 
１１９ 前掲注 118『コンテンツ産業論－文化創造の経済・法・マネジメント』,4 頁。 
１２０ マイケル・E・ポーターが提唱した概念で、個々の企業の全ての活動が最終的な価値

にどのように貢献するのかを体系的かつ総合的に検討する手法。M.E.ポーター（著）,土岐

坤 （翻訳）『競争優位の戦略』, ダイヤモンド社,1985 年。 
１２１ 前掲注 118『コンテンツ産業論－文化創造の経済・法・マネジメント』,11-17 頁。 
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5.1.4 コンテンツ産業のマルチユース市場 

 

 ２００９年度のコンテンツ市場規模は１２兆８４３億円で、映像分類は４兆３,４５２億

円で全体の３６．０％を占めている。これは、図書・新聞・画像・テキストの分類に次い

で２番である。１２２ （表６.７）  

 

「コンテンツ産業の成長戦略に関する研究会 報告書」１２３では、目指すべき将来像とし

て、２０２０年にはコンテンツ産業の国内外の売上高が、２０兆円程度に増加すると見込

まれている。１２４ 

 

 

表 6 コンテンツ市場規模（映像） 

 
 

（出典：「デジタルコンテンツ白書 2010」より抜粋） 

 

 

 

 

 

                                                  
１２２ 前掲注 109『デジタルコンテンツ白書 2010』,35 頁。 
１２３ 経済産業省「コンテンツ産業の成長戦略に関する研究会 報告書」2010 年 5 月。 
１２４ 前掲注110 「コンテンツ産業の成長戦略に関する研究会 報告書」,6頁。 
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表 7 コンテンツ市場規模（図書・新聞・画像・テキスト） 

 

 
 

（出典：「デジタルコンテンツ白書 2010」より抜粋） 

 

 ２０１０年６月に経済産業省から政策発表された「『文化産業立国に向けて』‐文化産業

を２１世紀のリーディング産業に‐」には、文化産業であるコンテンツ産業が、今後日本

経済を牽引する可能性が大きいと記載されている。また、牽引するコンテンツ産業は、衣

食住の内需創造と自動車、エレクトロニクス産業に並ぶグローバル産業として位置づけて

いる。 

 

日本の文化産業の規模は、２００４年の調査で約４５兆円、日本経済（国内総生産）に

占める割合は７％であった。１２５ 米国の著作権産業では、同年比較で１３，０６０億ドル

（約１１１兆円/＄＝８５円）、米国経済（GDP）に占める割合は１１.８％である。１２６  

 

 

                                                  
１２５ 前掲注 11「『文化産業』立国に向けて」,4 頁。 
１２６ Stephen E. Siwek, Copyright Industries in the U.S. Economy The 2003- 2007 
Report.pp10-11. 
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また、日本経済のソフトパワーにおいてコンテンツは文化産業の柱として注目されてい

る。その経済波及効果の期待は大きく、外需獲得の鍵としても重要な経済政策として位置

づけられている。特に、映像ソフトの海外輸出は“Trade Follows the Films（貿易は映画

に続く）”といわれ、ファッション、食、観光、化粧品、日用品、アートなどと同様に輸出

による経済波及効果が期待されている。 （表８） 

 

表 8 文化産業のターゲットとなる重点市場 

 

 

 

（出典：経済産業省「『文化産業』立国に向けて‐文化産業を２１世紀のリーディング産業に」より抜粋） 

 

日本のコンテンツ産業の輸出比率は、１．９％で米国は１７．８％である。１２７ この格

差は、日本のコンテンツが海外で人気であるにもかかわらず、ビジネスに結びつけられて

いないという実情を示している。そのために、政府は、政策の方向性として「内需拡大・

海外市場開拓」に向けて日本文化の「産業化」を掲げている。 

 

いわゆる「クール・ジャパン」の推進を国内外に発信して、「単品売り」ではなく、統一

的なコンセプトの下に、コンテンツのパッケージを提示することで市場拡大を図ろうとす

るものである。特に、文化産業の輸出先のターゲットとして重点をおいている市場は、中

国、香港、韓国、EU、そして米国である。その中でも、潜在市場規模の大きさと競争優位

                                                  
１２７ 経済産業省コンテンツグローバル戦略研究会「コンテンツグローバル戦略報告書 最

終とりまとめ」,2007 年,16 頁。 
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性（日本文化に対する許容性）から、中国を中心とした、アジアと欧米が有望であると経

済産業省は推定している。  

 

流通の変化とともに、コンテンツの一次利用と二次利用の比率にも変化が表れている。 

メディア・ソフトの市場規模は、一次流通市場では微増であるが、マルチユース市場にお

いては拡大傾向にある。市場規模全体に占めるマルチユース市場の比率は、２００７年度

の実績で、２２．３％まで上昇している。１２８ コンテンツの価値評価では、一次利用に加

えて二次利用についても価値評価のウエイトが増える。（図１６） 

  

図 16 メディア・ソフト市場の一次利用とマルチ市場の推移 

 

 
（出典：総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフト研究会報告書 

   ～ネットワーク流通が進展し変貌するメディア・ソフト市場～」より抜粋） 

 

5.1.5 コンテンツ産業の「産業化」 

 

 「産業」とは、事業所において社会的な分業として行われる財貨及びサービスの生産ま

たは提供に係るすべての経済活動を意味する。１２９ よって、産業化とは、社会的な分業を

経て生産されるもので、単一な事業活動は産業とは呼ばず、「業界」とは分業の単位に過ぎ

ない。コンテンツ業界がコンテンツ産業として経済活動を行い、社会的な分業として「私

的便益」を超え「社会的便益」１３０の増大によって産業化するには、何が必要であるのかを

                                                  
１２８ 総務省情報通信研究所（IICP）「メディア・ソフト研究会報告書～ネットワーク流通

が進展し変貌するメディア・ソフト市場～」,2010 年,66 頁。 
１２９ 総務省統計局「日本標準産業分類一般原則」第 1 項「産業」の定義より。 
１３０ 前掲注 6「コンテンツ・ビジネス展開の波及効果モデル構築に関する研究」。 
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音楽業界と放送業界で検証する。 

 

音楽業界が産業化できたのは、レコード会社が５００円のドーナツ盤レコードを販売し

て、知的財産である「音源」１３１としての原価を償却し、その音源を使って２，５００円

のＬＰ盤を販売するビジネスモデルを構築した。このモデルにより、製品原価が低いＬＰ

盤等のパッケージ商品を大量に販売することでレコード業界の売上高と利益率は飛躍的に

高まった。その結果、新譜レコードのリリースが増えるという好循環が生まれた。 

 

このビジネスモデルにより、音楽市場はさらに拡大し、１９９８年には、音楽ソフトパ

ッケージの生産額が過去最大の６，０００億円規模１３２ となった。ひとつの「音源」か

ら始まる外部とのさまざまな付加価値を増大させることにより、創造的なサイクルが循環

し、エンタテイメントビジネスにおいて音楽業界は「レコード産業」として認識されるよ

うになった。 

 

テレビ業界については、業界自体が放送事業を産業と認識していない可能性がある。民

間放送局は、日々の放送番組制作に追われていたこともあり、放送事業者は２１世紀まで

は番組を放送するだけで、その後の二次利用についてはあまり興味を示さなかった。また、

映像の複製技術も今日のように発展していなかったので、番組に関連するマーチャンダイ

ジング（商品化等）に関してもテレビアニメーションを除き、取り組んだ形跡はない。 

 

放送局で制作された番組は、著作権法第９３条の「放送のための固定」により、実演家

への「録音・録画」の許諾を得ずに放送ができる。そのため、二次利用する場合には改め

て権利者への許諾が必要となる。一方、劇場映画製作会社やテレビ映画製作会社（プロダ

クション）が制作する番組の場合、同法第９１条の「録音権・録画権」を持つ実演家から

録音・録画の許諾を得て撮影されるので、実演家については、いわゆる「ワンチャンス主

義」１３３が適用されて二次利用の実演家への許諾・対価の支払いが制限保留される。 

 

つまり、放送事業者は実演家に録音・録画の許諾を得ずに番組を制作して放送できるが、

制作した番組には実演家の著作隣接権が残っているので、二次利用するためにはもう一度

権利処理を行う必要が生じてくる。複製技術の向上や市場の拡大、マーチャンダイジング

                                                  
１３１ 音楽著作権における区別は、作詞・作曲の音楽著作権は「楽曲」と呼び、その楽曲に

演奏・歌唱が加わると「音源」となり、その音を最初にレコードに固定した者がレコード

製作者（著作権法第 2 条 1 項 6 号及び第 96 条）として「原盤」の保有者となる。 
１３２ 一般社団法人日本レコード協会「各種統計 音楽ソフト種類別生産金額の推移」。

http://www.riaj.or.jp/data/money/index.html（2011.3.22） 
１３３ 著作権法第 91 条 2 項に基づき、実演家が一度、録音・録画の許諾をすれば、録音・

録画権をその後適用しないと定めている。これを「ワンチャンス主義」という。 
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の導入により、放送事業者が外部へのビデオグラムや商品化ライセンス等による「放送外

収益」に注目するようなってから、ようやく産業化への第一歩が踏み出されたことになる。

現在では人口減と構造的な視聴率低迷により、テレビ広告市場が低迷している。そのため

近年では、放送収益を補完するために「放送外事業収益」が重要視されるようになり、結

果的に産業化に向かっている。 

 

5.1.6 映画産業の産業化施策 

 

 映画業界における産業化の施策は、現存資料がないので、複数の自叙伝などの叙述内容

から、統計資料にない当時の施策を推定する研究手法を取った。映画業界の産業化への施

策により、生産性の向上策を試みた事実から、コンテンツの価値の向上指標となるものを

抽出する。 

 

映画を産業化させるために、当事活躍した複数の映画事業者の自叙伝から判明した産業

化施策に関するキーワード、および文字情報は次の通り。 

 

（１）「映画は作品単位の収益評価である」ことがわかった。 

 

「製作費の合理化は、近く来る製作費の合理化という点から、危険性を考えると、４ 

本作っていたものが２本に減少したからっといって、製作費そのものが２倍使える 

というわけではないということである。」 

（鈴木岬一「映画製作費のすべて」,シナリオ,１９６６年より） 

 

（２）「生産性を上げるために間接費を下げる方針」が出されていた。 

 

「新東宝では実にいろいろな企画を立て、映画を製作しました。間接費を極力けずる、 

製作費に金をかける、画面に幅を出す、この三つのことを、私はこの頃のモットー 

にし、現場のスタッフにもうるさく伝えました。」 

（松本常保自伝「みなさんありがとう」,エクラン社,１９９１年より） 

 

（３）「映画産業の地盤沈下は生活環境の変化による構造的なもの」という認識があった。  

 

「戦後の復興をリードしてきた石炭産業と映画産業は「斜陽産業」と呼ばれはじめて 

いたのである。」 

（安倍道典「昭和の想い出の記」,講談社出版,２００５年より） 
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（４）「２１％が間接費」であることがわかった。  

 

「総合映画会社の損益予算中で最も重要なのは、配給損益予算である。配給収入は、 

 総予算の中で、利益の９０％以上を占める。また、配給収入における作品原価は 

６８％を占めその内７９％が製作費となる。」 

（長谷川信夫レポート「映画配給の実際」,映画旬報,１９４２年より） 

 

（５）「製作費は５０％が最適」であることがわかった。 

 

「正確な数字ではないが日本映画製作会社が一年に挙げている金額は、ほぼ４０億 

から４５億の間と推定することが出来る。 製作費は、その収入の半額を充当するの 

が最も健全な考え方。」 

（森岩雄「日本映画の悲況について」,映画芸術,１９５１年より） 

 

（６）「俳優依存体質（スター制度）」が日本においてもあったことがわかった。 

 

「東宝が生き残るためには、大河内伝次郎や林長ニ郎などを入社させ、この両スター 

 を看板にする以外に道がないとの話しがでた。」 

（「大澤善夫」大善株式会社創立２５周年記念誌,１９５９年） 

 

（７）「映画は娯楽の多様化による影響を受けている」ことがわかった。 

 

「娯楽の中に占める映画をはじめ、その他もろもろの割合だが、３６年度にこういう 

統計がある。レジャー消費の見通しという統計で、これによると、酒類２６％、娯

楽用機器２１％、パチンコ１７％、出版物１５％、旅行１２％、映画・演劇８％と

いう比率になっている。」 

（高橋英一「日本映画経営改造」特別座談会,キネマ旬報,１９６３年より） 

 

 さらに、映画の価値評価について、日本映画の産業化に寄与した制度と施策を次の１０

項目にまとめた。 
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（１）予定した興行収入に見合う製作費であること ⇒ 制作費のコントロール 

（２）間接・直接制作費をマネジメントしていること ⇒ 予算管理の徹底 

（３）十分な映画上映館数が確保されていること ⇒ ブロック・ブッキング制度１３４ 

（４）十分な映画上映期間が確保されていること ⇒ ブロック・ブッキング制度 

（５）大衆の話題性があるストーリーであること ⇒ エンタテイメント性 

（６）社会の関心事を対象としていること ⇒ マーケティング 

（７）人気の俳優が出演していること ⇒ スター制度 

（８）定評のある監督が制作していること ⇒ キャスティングと公開前の評判 

（９）映画人口を増やすこと ⇒ 入場料との相関関係 

（10）適正な入場料金体系とすること ⇒ 割引制度 

 

5.1.7 エンタテイメントビジネスの特性 

 

 エンタテイメントビジネスを発展させるには、コンテンツの源流である著作物の著作権

および実演・レコード等の著作隣接権を戦略的にコントロールして、経済的便益を最大化

することが重要である。それには、コンテンツの価値評価では、事前にコンテンツの流通

に備えたコンテンツマネジメントができているか否かが重要であり、それによってコンテ

ンツの付加価値が大きく異なってくる。 

  

コンテンツをマネジメントするためには、次の３つの著作権をコントロールする必要が

ある。 

 

（１） 著作者人格権 

（２） 著作財産権 

（３） 著作隣接権 

 

「著作者人格権」とは、①公表権（著作権法第18 条1 項）、②氏名表示権（著第19 条1 

項）、③同一性保持権（著第20 条1 項）、により保護されている権利である。原著作物を

映像化するために脚本にした場合、完成した映像と原著作物とのイメージの差異がどうし

ても生じる。その差異については、本来著作権者から翻案の許諾を得ているので問題はな

いが、実際には著作者のイメージと異なることもあり、そのような場合には、翻案権と同

一性保持権は、著作者の意向を強く保護する権利となる。 

 

                                                  
１３４ ブロック・ブッキング方式とは、配給と興行が一体となって年間の映画のラインナッ
プを決めて、安定した上映館数と上映期間を確保するために映画館と契約した制度。現在
のシネマコンプレックスは、フリー・ブッキング方式。 
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著作者人格権は一身専属性があるため、著作権が譲渡されたとしても著作者に残る権利

である。そのため二次的著作物の製作においては、著作権の行使を委託されたライセンサ

ーであっても、原著作者の意向を十分反映させる必要がある。 

 

「著作財産権」とは、著作権法第２１～２８条に定められている支分権のことで、この

支分権は譲渡可能なので、著作者と著作権者が異なる可能性もある。通常は支分権の許諾

は同時に行われるが、映画（劇場用映画）の著作物の場合には，翻案脚本（「翻案権」、

著第27条）を作成し、劇場上映（「上映権」、著第22条の2）を行うために別々に許諾を受

けておかなければならない。劇場用映画をテレビ放送やインターネット送信する予定があ

る場合には、さらに公衆送信権（「公衆送信権等」著第23条）の許諾が必要となる。 

 

「著作隣接権」とは、「実演家（著第90条の2～95条の3）」、および「レコード製作者

（著第96～97条の3）」の権利があり、その他に「放送事業者」と「有線放送事業者」の権

利がある。 

 

「実演家の権利」とは、実演家人格権および財産権（「財産権」の中に「著作隣接権」

と「報酬請求権」がある）。実演家人格権には①「氏名表示権」（著第90条の2）、②「同

一性保持権」（著第90条の3）があり、財産権には①「録音権および録画権」（著第91条）、

②「放送権および有線放送権」（著第92条）、③「送信可能化権」（著第92条の2）がある。

さらに、④「譲渡権」（著第95条の2）、演奏・歌唱録音した商業用レコードの場合には、

⑤「報酬請求権」（「商業用レコードの二次使用」，著第95条）と⑥「貸与権」（著第95 条

の3）が加わる。 

 

テレビ放送のための実演については財産権の②「放送権および有線放送権」の許諾を得

た場合、「放送のための固定」（著第93条1項）により、実演家の①「録音権および録画権」

の許諾を得ずに放送することが出来る。しかし、再放送を行う場合には「放送のための固

定物による放送」（著第94条1項）として再利用の対価を支払わなければならない（著第94

条2項）。一方、放送局以外の製作会社が制作する映画の著作物については、財産権の①「録

音権および録画権」の許諾を実演家から得ているため、実演家の権利が保留される（著第

91 条2項，92 条2項2号ほか）。いわゆる「ワンチャンス主義」１３５と呼ばれている。 

 

「レコード製作者の権利」とは、許諾権として①「複製権」（著第96条）、②「送信可

能化権」（著第96条の2）、③「譲渡権」（著第97条の2）、④「貸与権」（著第97条の3）

があり、レコードを放送で使用すると⑤「報酬請求権」（「商業用レコードの二次使用」、

著第97条）が加わる。放送で音楽を使用する場合、インターネット送信（「送信可能化権」、

                                                  
１３５著作権法第 91 条 2 項。 
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著第96条の2）以外の利用に関しては、許諾を受けることはなく報酬請求（「商業用レコー

ドの二次使用」、著第97 条）による使用料を支払えば放送ができる。 

 

以上のように、コンテンツが持つ「権利の束」は非常に複雑であり、利用目的によって

許諾を受ける権利が異なる。そのため、事前にコンテンツマネジメントによる権利処理を

行っておくことでコンテンツ流通をスムーズに進めることが可能となり、コンテンツの付

加価値も高くなる。マネジメントを行わず一次利用のみの権利処理に終わると、再利用す

るたびに権利処理のための時間と対価が必要となり流通が滞る。それがコンテンツの付加

価値を低下させることにつながる。権利交渉による事前の権利取得ポイントと、その結果

として期待できる事業規模ポイントのシミュレーションでは、二次使用の権利取得範囲に

格差ができた。１３６（表９.図１７） 

 

表 9 交渉による権利取得ポイントの比較（テレビ番組のケース） 

 

 

 
（筆者作成による利用権利獲得交渉シミュレーション） 

 

                                                  
１３６ 田中康之「コンテンツビジネスにおける交渉による経済波及効果の研究－交渉による

経済効果のシミュレーション」, 日本交渉説得学会 2010 年第 3 回学術発表会予稿集。 
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図 17 権利取得交渉のポイント比較（テレビ番組のケース） 

 

（筆者作成による利用権利獲得交渉シミュレーション） 

 

権利交渉による事前の権利取得ポイントをできるだけ多く取得することは、将来のマル

チユースを広めることができる。しかし、事前設計もなく取得できるものを取得するとい

う中途半端な取得では、そのために費やした費用とのバランスが崩れる。権利取得したも

のが事業としての必要な権利でない場合や十分に活用できなかった場合には、期待する二

次利用展開が困難になり、権利取得ポイントと取得した権利による事業展開の期待ポイン

トには差異が生じてくる。（表１０.図１８） 

 

表 10 交渉による権利取得の期待マルチユースマーケットポイント（テレビ番組） 

 

 
（筆者作成による利用権利交渉の市場創出シミュレーション）  
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図 18 権利取得による事業展開ポイント（テレビ番組） 

 

 

（筆者作成による利用権利交渉の市場創出シミュレーション）  

 

つまり、権利取得ポイントと実際の事業展開ポイントの関係は、利用するために必要な

権利が整ってはじめて事業展開が可能になる。よって、予め事業設計を行ってから権利を

取得することが望ましい。 

 

また、コンテンツ産業市場におけるマルチユース（二次利用）比率は２２．３％（２０

０７年）であるが、映画ソフト市場の場合、一次流通市場が１,９８４億円、二次利用市場

が５,１８９億円と映画ソフト市場の７２％を占めている。映画ソフトの場合、マルチユー

スが興行市場を上回っていることから、コンテンツの価値評価では、マルチユース市場に

おける価値評価が重要となる。１３７（表１１） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                  
１３７ 前掲注 128 総務省情報通信研究所（IICP）「メディア・ソフト研究会報告書～ネット

ワーク流通が進展し変貌するメディア・ソフト市場～」,32 頁。 
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表 11 メディア・ソフトの市場・流通量（2007） 

 

 
（出典：IICP 2009 年「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査研究」より抜粋） 

 

5.1.8 研究の結果 

 

 コンテンツ産業はすべてが産業化しているものではなく、映画産業から単に「産業」と

いう言葉だけが継承されて、コンテンツ産業と呼ばれたに過ぎないと思われる。また、日

本の映画産業で試みられた産業化に向けての諸施策から、コンテンツの付加価値を増加さ

せるバリュー・ドライバーを抽出した。 

 

 コンテンツ産業においては、一次利用から二次利用までバリュー・チェーンがコンテン

ツの付加価値を上げており、映像ソフトは二次利用の市場の方が多い作品もある。バリュ

ー・チェーンを滞りなく流通させるためには、映画の著作物である映像ソフトのライツマ

ネジメントを行う必要性があることがエンタテイメントビジネスの特性から明らかになっ

た。 
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5.2 複製芸術がもたらした生産性の向上（研究５） 

 

5.2.1 研究の目的 

 

 芸術はオリジナルが本物であるが、複製により「本物」が複数作成できる。２０世紀は

複製技術の時代であるとベンヤミン（W. Benjamin）は定義し、複製技術の発展が、芸術の

ありかたをくつがえし、芸術に対する大衆との関係を変化させたと論じている。１３８ 

 

映画俳優の演技は、器械装置を通して観客に示されるとベンヤミンは考える。映画では、

俳優の演技はカメラという器械装置を経ることにより、フィルム編集者や数々のポストプ

ロダクションがあるので、映画俳優は舞台俳優のように演技をしながら観客を感応させる

わけにはいかず、観客は器械装置と同化することによってのみ、俳優に感情移入すること

ができるということになる。１３９ 

 

 実演芸術（performing arts）は労働集約的であるため、生産性の向上が難しいと言われ

ている。工業生産のような産業では技術革新によって生産性が絶えず向上し、労働者の富

の配分が増えて賃金が上がるが、実演芸術では人材を引き留めておくために賃金を上げる

には、収益の大半を依存している入場料を上げることになる。入場料を上げると入場者が

減り、売り上げの減少分を補填するため、また入場料を上げざるを得なくなり、さらに観

客を減らすという悪循環に陥る。実演芸術のこのメカニズムは「コスト病（cost disease）」

と呼び、この研究の先鞭をつけた経済学者ウィリアム・Ｊ・ボウモル（W. J. Baumol）の

名前をとって「ボウモルのコスト病（Baumol’s cost disease）」として知られている。１４０ 

 

複製技術によって実演芸術の生産性が飛躍的に向上したと思われる映画産業は、「コスト

病」であると言われている。コンテンツ産業の構造的欠陥を説明するものとして、学術的

な裏付けを持つ「コスト病」という概念は、コンテンツの価値評価、およびコンテンツ産

業が持続するために重要な要素となる。 

 

 本研究では、日本の映画産業が「コスト病」を回避するために施された緒施策から、産

業化のための要素を抽出し、コンテンツの価値につながるバリュー・ドライバーを採用す

ることを目的とする。 

 

                                                  
１３８ Walter Benjamin,（邦訳）高木久雄,高原宏平『複製芸術時代の芸術』, 晶文社, 2007
年,36-37 頁。 

１３９ 前掲注 138,『複製芸術時代の芸術』,27-33 頁。  
１４０ 前掲書 21,“Performing Arts-The Economic Dilemma”. 
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5.2.2 研究の範囲と方法 

 

ボウモルらが提示したコスト病のメカニズムは、実演芸術だけでなく労働集約的産業に

共通してみられる経済的特性であり、伝統工芸や公共サービス、教育、看護にも適合する。

コスト病という概念は、実演芸術を超えて生産性の向上を達成できないメカニズムを説明

する一般的概念となっている。実演芸術が本当に「コスト病」であるならば、他領域で技

術革新が進み、生産性が向上すればするほど、人件費が上昇し実演芸術の製作費高騰は免

れず、実演芸術は経済的に自立できないという結論を導き出せる。 

 

映画の場合、「コスト病」の現象で最も分かりやすい指標は入場料の価格上昇と産業の衰

退の二つである。入場料の高騰においては、日本映画の入場料は大幅に値上がりしている。

産業の衰退を見てみると、日本映画界は１９５８年には入場者数が１１億人であったもの

が、１９９６年には１億２，０００万人と、ほぼ１０分の１近くにまで減っている。実演

芸術と映画は同じ労働集約的なエンタテイメント産業であり、この二つの明確な数値から、

日本映画はコスト病に罹っていると思われる。 

 

本研究では、日本の映画産業を対象に、ボウモルらの研究手法を使い「コスト病」に関

する追試を行う。 

 

5.2.3 日本映画の統計 

 

5.2.3.1 統計の入手ソース 

 

実証的な分析を行うためには、以下のような映画産業に関する経年的統計データの収集

が必要である。 

 

（１）劇場入場料 

（２）興行収入、配給収入 

（３）映画製作費 

（４）映画製作費に占める人件費 

（５）消費者物価指数 

   

しかし、映画も含めてコンテンツ産業の統計は定量的な統計資料の入手が極めて困難

であり、そのことがコンテンツ産業の実証的研究を阻害する大きな要因となっている。 

ボウモル自身も実証的分析が可能になったのは、「幸運なことに、かなり長期にわたる連
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続した記録を手に入れることができたのである」と記している。１４１ボウモルらも、統計を

入手できたことを「幸運」と表現するほど、エンタテイメント産業やコンテンツ産業の統

計の入手は困難である。 

 

 日本においては、コンテンツ産業の中でも映画産業は統計データが長期にわたって蓄積 

され、入場料と配給収入は１９５５年からの統計が公開されている。入場料を直接反映し 

ているのは入場料の単純な積算である興行収入である。映画製作者連盟では、１９５５年 

から１９９９年までは、邦画と洋画を併せた興行収入を公表しているが、邦画については 

配給収入のみを公表している。なお、映画製作者連盟は２０００年より公表する統計を興 

行収入に切り替えている。 

 

 ２０世紀末には興行収入のほぼ半分が配給収入になっていたが、第二次世界大戦後は通 

常、配給会社の取り分は３５％から３７．５％であった。当時、アメリカ映画の輸入配給 

を独占的に統括していた CMPE（Central Motion Picture Exchange）が配分を、５０％以 

上と強要したため、日本映画界もそれらに同調して５０％になったという経緯がある。そ 

のため、大戦直後には配給収入から興行収入を算出することが困難であるので、映画製作 

者連盟が公表している邦画の配給収入を使用することにした。 

 

 但し、映画製作者連盟が興行収入と配給収入を公表したのは洋画の配給が自由化された 

１９５１年のサンフランシスコ平和条約後の１９５５年のデータからである。そのため 

需要をより反映している興行収入の方を対象とした。邦画と洋画を合わせた興行収入を邦 

画と洋画の本数の比率で案分し、日本映画の興行収入とする。 

 

 比較的統計が公開されている映画産業にとっても、興行収入以外の統計は限られており、

特に製作費は公表されることがほとんどない。映画では巨額な製作費そのものが宣伝材料

となるため、製作費が高額な場合はあえて公表し、製作費が少ない場合には公開しない傾

向が強い。公開されている製作費も巨費であることを誇示するために、実際の額よりも多

めに公表されていて、信頼性に欠ける。戦後の１９５１年から大映映画が倒産した翌年の

１９７２年まで、大手映画会社では製作費を公表しており、日本映画のコスト病を研究し

た笹岡１４２が資料収集しているのでこれを使用する。 

 

 

                                                  
１４１ ウィリアム・J・ボウモル,ウィリアム・Ｇ・ボウエン（邦訳）池上惇・渡辺守章監訳

『舞台芸術：芸術と経済のジレンマ』芸団協出版部、1994 年,23 頁。 
１４２ 笹岡邦明「日本映画における生産性の研究」, 東京大学大学院修士学位論文, 2008

年。 
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5.2.3.2. 期間の決定 

 

  ボウモルのコスト病は、実演家と観客が供給した同一の実時間で消費される実演芸術

に対し、映画は複製芸術でありその特性が大きく異なっている。また、メディア技術の

発展により二次利用が可能となり、製作者にとって映画館の入場料が主たる収益ではな

くなり、その収益構造は複雑になっている。 

 

  ボウモルらが研究対象とした実演芸術のコスト病の研究手法との整合性をとるため、

主たる収益が映画興行である時期に限定する。テレビ放映権は映画興行以外の二次利用

の大きな収益源として考えられるが、テレビ放送権で得る収益については公表されてい

ない。テレビの本格的普及は、東京オリンピックが開催された１９６４年頃である。テ

レビ対所帯普及率は、映画会社の大映が倒産した１９７１年の翌年には、９８．９％で

あり、ほぼ全世帯がテレビを保有しているが、１９７０年までのテレビ番組表を調べた

ところ、映画放映本数は少なかった。よって、１９７０年までは映画会社の主たる収益

源は映画興行であると考えられる。 

 

5.2.4 コスト病の追試 

 

5.2.4.1 映画産業の労働集約性 

 

実演芸術は総費用の三分の一から三分の二が人件費であるという事実をもって１４３、 

ボウモルらは実演芸術が労働集約的であるという前提でコスト病の研究を行っている。 

１９５２年に産業合理化審議会映画産業部会が発表した「映画産業の近代化に関する第一 

次報告」によると大手５社直接費における人権費の平均は下記のとおりであった。 

 

（１）スタッフ人件費 １０.７％ 

（２）俳優費     ２９.７％ 

 

合計４０.４％であり、製作費の６１.８％が人件費である。日本の大手映画会社の製作費

に占める人件費が、『映画年鑑』に１９５６年から１９６２年の４年間だけだが記載されて

いる。それによると、製作費に占める人件費の割合は３１.０％から６９.０％で、ボウモル

らの前提値に近い。 

 

上記の二つのデータをボウモルらの前提に照らしてみると、日本映画も労働集約的産 

業と考えられる。他産業との比較を検討してみる。日本銀行の「本邦主要企業経営分析調

                                                  
１４３ 前掲注 141『舞台芸術：芸術と経済のジレンマ』，191 項。 
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査」によると、「原価構成比率」は、「製造費用中に占める労務費」と定義されており、労

務費は人件費とほぼ等価と考えられる。 

 

１９５１年から１９５７年の全産業では製造費用に占める労務費は２０％を超えること

なく、製造業においては、１６.０％から１７.０％前後となっている１４４。よって１９５０

年代には日本の映画産業は他産業よりも労働集約的であるといえる。 

 

このデータを入場料の推移と比較すると、１９５５年を基準に１００とした場合、１９

７２年で名目賃金指数は５４７であるのに対し、消費者物価指数は２１３である。これは

産業界全体では、人件費の実質２.６倍の上昇に対して、生産性を向上させることで人件費

を吸収していることを示している。これに対し映画産業は、この間の入場料の上昇が３.０

倍で消費者物価指数を上回っている。これは、映画産業は労働集約的であるため、他産業

のように人件費の上昇を生産性の向上によって吸収できなかったことを示すものであり、

日本映画産業はコスト病の前提となる労働集約的であると言うことができる。 

 

5.2.4.2 入場料の上昇と需要の減少 

 

コスト病に罹っていると、主たる収益源である入場料を引き上げて収益を確保する必要 

がある。その結果として、さらに需要を減少させるという現象がコスト病の症状である。

日本の映画産業がコスト病ならこの症状が出ているはずである。需要は配給収入と入場者

のふたつで表すことが可能となる。劇場入場料と配給収入を経年的変化で表したものが次

の推移である。（図１９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
１４４ 厚生労働省白書 昭和 29 年（1954 年）労働経済 。 

http://wwwhakusyo.mhlw.go.jp/wpdocs/hpaa195501/b0047.html（2011.3.22） 
http://wwwhakusyo.mhlw.go.jp/wpdocs/hpaa195601/b0059.html（2011.3.22） 
http://wwwhakusyo.mhlw.go.jp/wpdocs/hpaa195701/b0075.html（2011.3.22） 
http://wwwhakusyo.mhlw.go.jp/wpdocs/hpaa195801/b0055.html（2011.3.22）） 
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図 19 配給収入と入場料価格の推移 

 
（出典：映画製作者連盟の統計をもとに作成） 

 

図１９が示すように入場料は一貫して上昇し続け、１９８０年に１，０００円を超えた 

時期から上昇は続けるものの、上昇率は低下している。一方、配給収入は複雑な動きをし

ており、１９６０年まで上昇し、翌年の１９６１年を境に、大映映画倒産の翌年である 

１９７２年まで配給収入は減少し続ける。 

 

金額を指標とする場合には物価上昇率を補正しなければならないが、配給収入と入場料 

ともに現金なので、物価の上昇は相殺されると考える。配給収入と入場料の相関を求める

と、１９５５年から１９７０年までは△0.75 と負の強い相関係数を示し、P<0.01 で有意で

ある。一方、１９５５年から１９９９年までは 0.49 と正の相関を示し、P<0.01 で有意であ

るという逆の結果が得られた。１９７１年から１９９９年についても相関係数を求めてみ

たが、0.85 と P<0.01 で有意の正の相関であった。 

 

以上の結果から１９５５年から１９７０年までは入場料が上昇しても配給収入は減少す

るという結果が得られた。邦画と洋画を合わせた興行収入を邦画と洋画の本数の比率で案

分し、日本映画の興行収入を試算して同様の分析を行ったのが次の推移である。（図２０） 
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図 20 興行収入と入場料価格の推移 

 

（出典：映画製作者連盟の統計をもとに作成） 

 

 試算した興行収入と入場料の相関を求めると、１９５５年から１９７０年までは、0.08

と低い相関しか得られず、有意でなかった。一方、１９５５年から１９９９年までは 0.69

と、配給収入の相関分析よりも高い正の相関を示した（P<0.001）。１９７１年から１９９

９年については、0.43 と有意な正の相関が得られた（P<0.005）。 

  

以上のことから、邦画と洋画を合わせた興行収入と入場料の相関性は、１９７３年から

１９８５年の間で配給収入よりも高い相関性が認められる。 

 

 次に、入場者数と入場料価格について同様の相関分析を行い、入場者数と入場料価格の

推移を示した。（図２１） 
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図 21 入場者数と入場料価格の推移 

 

（出典：映画製作者連盟の統計をもとに作成） 

 

 １９５５年から１９７０年あたりまで、配給収入と興行収入は同じようなトレンドを見

せているが、入場数の方は１９７０年以降も減少を続け、配給収入と興行収入とは異なっ

ている。相関係数を求めると、１９５５年から製作費が公表されている１９７０年までは、

△0.94 で、１９９９年までは△0.78 となり、P<0.01 で強い負の相関をしめしている。１９

７１年から１９９９年も△0.90 で、有意な負の相関が得られた。 

 

映画の入場料と入場者数は年代に関係なく逆相関の関係にあるという結果が出たが、こ

の結果だけで入場料の上昇が入場者を減少させたと断定はできない。その他の要因として、

テレビ受像機の普及の統計がとられるようになった１９５７年から１９７０年までのテレ

ビ世帯普及台数と入場者数の相関係数を求めたところ△0.99 であった。 

 

同じ期間の入場者数と入場料価格の相関係数は△0.92 であり、テレビ普及台数との△

0.99 の相関係数と、P<0.01 で有効な相関値の差異がみられた。これにより、テレビ普及の

方が強い相関という結果となり、入場料価格よりも、テレビ受像機の普及の方が、映画の

入場者を減少させた可能性が高い。１９５５年を基準とした映画の入場者数比率とテレビ

の普及率の推移を示したものが次の表である。（図２２） 
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図 22 映画入場者数とテレビ普及率推移 

 
（出典：映画製作者連盟統計と内閣府「消費動向調査」をもとに作成） 

 

 映画製作を再開した日活によって俳優の引き抜きを阻止する目的でつくられた「五社協

定」１４５は、１９６１年に映画会社所属のスターをテレビに出演させず、さらに各社製作の

劇場映画をテレビ局に売らないという協定が加わっている。テレビ放送の影響の大きさを

映画産業が危惧していたという背景が読み取れる。 

  

入場料の「価格が上昇すると需要が減少する」という現象が現れているかどうかを検証

するために、配給収入、興行収入、入場者数の３つの変数と入場料との相関関係を調べた。

これらの結果をまとめると、１９５５年から１９７０年に限定した場合、入場料の上昇に

より需要が減少する分析結果が得られた。しかし、１９５５年から１９７０年の間にはテ

レビ放送の開始という映画の需要を減少させる新たな要因があり、入場料の上昇が直ちに

需要を減少させたかどうかの相関関係については、これまでの分析だけでは断言できない。 

  

また、１９５５年から１９７０年の分析期間を１９９９年にまで拡大すると、入場者数

の減少は緩やかに続いているものの、入場料の上昇にともなって配給収入と興行収入も増

加に転じているので、１９７０年代の初めに映画産業は収益構造に何らかの変化が生じた

ものと考えられる。 

 

 

                                                  
１４５ 日本の大手映画会社 5 社（松竹、東宝、大映、新東宝、東映）が 1953 年 9 月 10 日に 

調印した専属監督・俳優らに関する協定で、各社専属の監督や俳優の引き抜きの禁止と貸

し出しの特例廃止が書かれていた。 
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5.2.4.3 制作費の増加率と物価指数との比較 

 

 １９５１年から１９７０年までの大手映画会社１４６による平均製作費の資料を入手でき

たが、独立プロダロションの平均製作費は入手できなかった。よって、製作費は大手映画

会社が製作する作品に限定されるが、この時期の映画製作は、大手映画会社がほとんどで

あり、独立プロダクションの作品は少なかったので、大手映画会社全体の製作の平均を日

本映画産業の平均製作費とした。 

 

 大手映画会社全体の平均製作費は、当初、各社の平均製作費に製作本数を掛けて得られ

た各社の値を積算し、大手映画製作会社５社の全体製作本数で割って算出しようとした。

しかしながら、配給本数は毎年必ず公表されているが、製作本数の方は公表されていない

年もあり、前述した算出方法は有効ではないことがわかった。製作しても配給しなかった

り、他社作品を配給したり、各社の配給本数と製作本数は最大で２３本（東宝の場合）も

の差異がある。そのため、各社の平均製作費を積算し、それを会社数で割った値を大手製

作会社の平均製作費の代替として用いることにした。（図２３） 

 

この方法でも、各社の製作本数が異なるため、多少の誤差は含まれるが、配給本数をも

とに算出するよりも誤差は少ないものと考える。 

 

図 23 大手映画会社の平均製作費 

 

（出典：「映画年鑑」と「キネマ旬報」年度決算特別号をもとに作成） 

 

 

                                                  
１４６ 松竹、東宝、大映、新東宝、東映、日活の６映画会社。 
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 大手映画会社の製作費の代替として算出した値が、常識的な範囲であると解釈できるた

め、本研究では、この値を平均製作費として使用することにした。 

 

 物価を表すものとしては消費者物価指数（CPI）と企業物価指数（CGPI）があるが、映

画製作費そのものは企業間での取引であるので消費者には直接関係しないため、企業物価

指数と比較するのが妥当である。しかし、最終消費者は観客であるので消費者物価指数も

捨てきれない。実演芸術を分析したボウモルらは「ここでの分析に消費者物価指数を利用

するのは不適切である」１４７と述べている。しかし、同時にボウモルらは、「どちらの指数

を採用するかによって、ここでの結論が影響を受けることはない」１４８としているように、

消費者物価指数と企業物価指数とで結果に大きな差異は生じないということである。しか

し、本研究２ではより詳細なデータ解析をするために、消費者物価指数と企業物価指数の

双方で分析を行うことにした。企業物価指数は当時、卸売物価指数という名称が使われて

おり、ボウモルらの訳書も卸売物価指数となっているが、２１世紀になってからは企業物

価指数で呼称統一されている。 

 

 ボウモルらは、ある時点での映画製作費と物価を１として、その後の双方の伸び率を比

較しているので、同じ方法で分析を行った。映画製作費を消費者物価指数と比較した。 

（図２４.２５） 

 

図 24 映画製作費の伸び率と消費者物価指数の伸び率 

 

（出典：映画製作者連盟統計と総務省統計局「消費者物価指数年報」をもとに作成） 

 

 

                                                  
１４７ 前掲注 141『舞台芸術：芸術と経済のジレンマ』,260 頁。 
１４８ 前掲注 141『舞台芸術：芸術と経済のジレンマ』,260 頁。 
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図 25 映画製作費の伸び率と企業物価指数の伸び率 

 
（出典：映画製作者連盟統計と日本銀行調査統計局「企業物価戦前基準指数統計」をもとに作成） 

 

 映画の製作費の方が消費者物価指数や企業物価指数よりも伸び率が大きく、企業物価指

数においてより顕著である。１９６１年まではほぼ均衡しているが、１９６１年を境にし

て製作費の伸び率が大きく上昇している。因みに１９６１年はテレビ受像器の世帯普及率

が４４．８％と、ほぼ半数の家庭でテレビ番組が視聴できるようになった年である。 

 

 以上の結果から、１９５５年から１９７０年の間で製作費の増加率が物価の増加率より

上回ったことが確認できた。 

 

5.2.4.4 実演芸術と複製芸術 

 

 研究５では、ボウモルのコスト病の分析方法をそのまま当てはめることを前提にして、

映画産業の分析を行い、結果を導き出すことに成功した。しかしながら、コスト病と認定

するには未だ疑問が残る。その最大の理由は、ボウモルのコスト病が対象にしたのは実演

芸術であるが、研究５で追試したのは複製芸術（日本映画）であり、その相違にある。 

 

 実演芸術は「実演家の労働それ自体が、客が購入する最終生産物」１４９であり、特定の作

品の需要の拡大に応じるためには、観客席数を増やすか、公演日数を延長するなど限定的

な方法しか残されていない。一方、映画のような複製表現では、観客が享受するものは複

製したフィルムを投影した「視覚の世界」１５０であり、スクリーンを確保できれば、プリン

ト数を増やすことで需要の拡大にいくらでも対応できる。同じ労働集約的産業であっても、

                                                  
１４９ 前掲注 141『舞台芸術：芸術と経済のジレンマ』, 215 頁。 
１５０ 前掲注 138『複製芸術時代の芸術』,40 頁。 
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映画産業は流通構造が異なる。また、新しいメディア技術によって、映画はテレビ放送、

ビデオパッケージなど収益構造が多様化している特性がある。 

 

5.2.5 研究の結果 

 

 ボウモルの「コスト病」の研究方法の追試を行った結果、次の結論が導かれた。 

 

（１）日本映画産業は、「コスト病」の前提となる労働集約であると結論づけることができ 

る。 

 

（２）１９５５年から１９８０年に限っては、映画の入場料の上昇ともに需要が減少する

傾向がみられるため、日本映画産業はコスト病にかかっていると認められるが、需

要の減少は入場料よりもテレビ受像器の普及によるものである可能性も高い。 

 

（３）１９５５年から１９８０年に限っては、映画製作費の増加率が物価の増加率より上

回っている。その結果、コスト病に罹っていると解釈できる。 

 

 第二次世界大戦後から１９７１年頃まで、日本映画産業はコスト病に罹っていた傾向が

見られるが、需要の縮小はテレビ放送の影響も強く、テレビ受像器が世帯の過半数に達し

ていなかった時期にはコスト病ではなかった可能性が高い。テレビの普及率が５０％を越

えた１９７０年頃を境に各種データに大きな変化が見られることから当時の急激な時代の

変化が現れている。（表１２） 

 

また、映画は生産性を高めることによって産業化を成し遂げたことが判明した。この事

実は、産業化のための施策が生産性を高めることによって、コスト病を克服しており、コ

ンテンツ資産評価のマネジメントにおける生産性項目として採用することができた。 
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表 12 日本映画に関する経年変化 

 

 

 

（筆者作成、1995 年を 100 とした映画指数と日本経済トレンドと映画関連トピックス） 
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5.3 映像コンテンツ産業の経年的分析（研究６） 

 

5.3.1 研究の目的 

 

テレビ局の事業は、インターネットの出現により、映像の伝達が「放送」から「通信」

へと変化した。そのために、これまでテレビ局が専有してきたメディアパワーが急激に、

そしてかつての映画産業の衰退を見るように激減している。一方、日本のメディア産業は

知的財産戦略本部が重点戦略とする１５１グローバルな展開に向けて大きな転換期にある。 

 

研究６の目的は、メディア産業の「生産物」であるコンテンツを「生産」してきた映画

産業とテレビ放送事業の日米比較を行い、映画産業を経年的に考察し、日本のテレビ放送

事業が産業化されなかった経緯を検証して、その過程で明らかになった要素からコンテン

ツ資産評価のバリュー・ドライバーを抽出する。 

 

5.3.2 研究の範囲と方法 

 

 産業化については、総務省の「日本標準産業分類一般原則」のような統計間の比較可能

性を確保するために分類した定義や経済発展段階によりクラーク（C.G.Clark）らが分類し

たペティ＝クラークの法則１５２による産業分類などがある。本研究においてはシュンペー

ター（J.A.Schumpeter）が構築した「企業者が行う不断のイノベーションが経済活動を推

し進める」という経済理論１５３をもとに、映画産業とテレビ事業者が生産性を上げるため

に実施した施策を経年的に分析する。 

 

5.3.3 マスメディアの媒体力 

 

 Media とは不特定多数の受け手に向けて伝達する媒体であり、television, radio, 

newspaper などのマスメディアに加え movie, music, publication がある。日本のメディア

産業の創成は、１８７４年の商業新聞「讀賣新聞」の創刊から始まる。メディアは大きく

分けて次の３つに分類される。 

                                                  
１５１ 知的財産本部,「知的財産推進計画 2008 世界を睨んだ知財戦略の強化」,2008 年,11-16
頁｡ 
１５２ Colin Grant Clark らが分類した「経済社会・産業社会」の発展につれて、第一次産

業から第二次産業、第二次から第三次産業へと就業人口の比率および国民所得に占める比

率の重点がシフトしていくという法則。 
１５３ Joseph Alois Schumpeter はイノベーションとして、１．新しい財貨の生産、２．新 
しい生産方法の導入、３．新しい販売先の開拓、４．新しい仕入先の獲得、５．新しい組 
織の実現の５つの類型を示した。 
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（１）活字によるもの 

（２）音声によるもの 

（３）映像によるもの 

 

「コンテンツ産業」と言う限り資本主義経済においては利潤の追求を目的としたもので

ある。しかし、「生産」されるものは「商品」であるかどうかは意見が分かれる。フランス

のフランソワ・ミッテラン元大統領は「思索から生まれる創造物は単なる商品ではない。

文化の要素は単なるビジネスではない。」と発言している。一方、アメリカの文化輸出政策

は、文化は人間の行動を規定するため映画を媒介として文化輸出して、その後に衣食住に

かかわる「商品」を企業が送り込むという“Trade Follows the Films（貿易は映画に続く）”

といった方法をとった。１５４ 

 

 メディアにおける文化的な要素は単にビジネスでは割り切れない民族的な確執があるが、

それに傾倒するしないは、それぞれ受け手の問題である。例えば、純日本的なものを好む

とされていた谷崎潤一郎ですら西洋映画を鑑賞して西洋に同化したいと思っていた時期が

あり、それは間違いなく映画の影響であったといわれている。１５５  

 

そうすると、活字と写真によって報道を担っていたマス媒体である新聞よりも、視聴覚

に訴求力のあるラジオ、とりわけ視覚的な訴求力が高い映像メディアが産業として発展す

ることになる。媒体力のあるメディアは、広告市場が大きいとの前提に立つと、それぞれ

の市場規模がその媒体力を示すことになり、テレビ放送の媒体力が上位にあることがわか

る。（図２６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
１５４ 前掲注 35『表現のビジネス‐コンテント制作論』,251 頁。 
１５５ 前掲注 35『表現のビジネス‐コンテント制作論』,254 頁。 
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図 26 ５大メディアの市場規模 

 

（出典：「デジタルコンテンツ市場規模とコンテンツ産業の構造変化に関する調査研究」 

                  財団法人デジタルコンテンツ協会,2008 年,18 頁より筆者作成） 

  

 新聞による時事問題の報道姿勢は、初期のメディア産業において重要な媒体であった。

しかしながら、時事問題の報道だけではメディア産業として限界がある。よって評論や文

化事業により、そのメディアの活動範囲は拡大する方向に向かった。しかし、娯楽という

分野では、１８８６年の「小学校令」による義務教育制度によって識字率が高くなったと

しても、活字娯楽より、話し言葉のラジオや目から直接感得可能な映画、およびテレビの

方が大衆メディアとしての影響力が大きくなるのは自然の流れと思われる。 

 

 マスメディアは大衆への伝達が優れている。新聞の場合は活字を複製印刷して購読者へ

戸別配達することでその発行部数という媒体力を維持している。大きな事件の時には「号

外」を出し、その伝達力を強化する。また、映画は複製したフィルムを映画館で上映する

ことにより、映画館まで足を運んで入場券を購入した人々が鑑賞できる。 

 

ラジオ・テレビは、受信機を購入する必要があるが、電波を受信できればその受信範囲

の人々は区別なく公衆送信されたものを視聴することが可能となる。メディアは、情報の

到達人数が多いほど媒体力があり、メディアの伝達力があるという比較においてもテレビ

が最もメディアとしての媒体力があるということがわかる。（図２７） 
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図 27 ４大メディアの媒体力比較 

 
  【算出根拠】 

movie audience  (real audience)：映画人口１６５，０００千人、年間３.８回鑑賞 

（２００７年インターネットアンケート４００サンプルより） 

    newspaper circulation：新聞協会２００８年データ 

radio listeners：全国１２～６９歳人口＊リーチ６８．５％＝６，４００万人 

television viewers：世帯数５２，３２５千人、個人視聴２.４６倍（２００８年）×８０％ 

 

（出典：総務省「住民基本台帳」（2008 年 3 月 31 日現在）および新聞協会、 

                    電通消費者研究センター資料他より筆者作成） 

 

 このように、マスメディアとしての伝達力は、送り出す情報を受けとる環境と、情報の

伝達ハードル（言語や表現方法）が変化することによって、より多くの人々に伝達が可能

となり、マスメディアとしてのパワーが増幅する。 

 

5.3.4 米国コンテンツ産業の創成期 

 

 アメリカにおけるマスメディアとしての映画の創成期は、労働者階層の大衆娯楽として

発展することになる。アメリカが都市工業社会に変貌する２０世紀前半（１８９６～１９

４６年まで）では、移民による多様な言語、宗教制度、文化慣習が混在した社会構造とな

っていた。１５６多様な社会が受け入れたマスメディアは、活字ではなく言語の障壁がない

                                                  
１５６ 前掲注 18“MOVIE-MADE AMERICA”A Cultural History of American  
Movies,pp.3‐4. 
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創成期の映像であった。 

 

 エジソンが１８９３年にシカゴ万国博覧会で発表した“kinetoscope”は、その後商業的な

開発が加えられ、１８９６年にはフランスのリュミエール兄弟の映写機とエジソン名義の

“Vitascope”が大スクリーンに映像を映し出した。当時、映画という娯楽は、伴奏音楽は流

れるものの、台詞は無く、映像が展開されるだけであった。そのため工場や店舗で長時間

労働と低賃金で働いていた多様な言語を持つ移民の労働者階層の人々にも映画の内容がわ

かりやすく受け入れられた。入場料も５セントという安価で、しかも短時間で楽しめたの

で、住居に近い商店街にある映画館に労働者が押しかけた。１５７ 

 

 このような大衆娯楽として楽しまれた映画は、その後エジソンによる映画技術の特許に

より独占され、バイオグラフ社と特許プールを形成することで撮影機器や映写技術を囲い

込んだため、映画館では映画配給会社に許可を受けた映画だけしか上映はできなかった。

しかしながら、その後シャーマン反トラスト法に違反することから、独占が緩んで独立系

製作会社や配給会社、無認可の映画館に需要が開けた。１５８ 

 

 特許による映画の囲い込みを開放したのは、ハンガリー出身のユダヤ人 William Fox で、

労働者階層の５セントの入場料で数十万ドル稼げるのであれば、中産階層の娯楽へと拡大

すればどれほどの稼ぎになるかという点に着目した。この着想によって中産階層向けに製

作された長編映画は次第に浸透していくが、労働者階層もこの路線について来た。 

 

実は、この時代のアメリカでは、工業の生産性が向上したことにより労働者階層と中産

階層の階層区分がゆっくりと消え始めた時代でもあった。映画が大衆の鑑賞する娯楽産業

として位置づけられるようになったころ、第一次世界大戦によりフランス、イタリア、イ

ギリス、ドイツで映画製作が中断された。その影響を受けて世界で上映される映画の８５％

がアメリカで製作されることになった。アメリカ映画の輸出は１９１６年には対前年比の

５倍に増加する勢いとなり、映画は大きな産業として急成長した。１５９ 

 

映画の製作や配給が安定すると、映画の芸術性が形成される時代となる。しかし、映画

産業として利益重視の中で、芸術が創造できるかという課題は残った。この頃、映画の発

達と歩んだグリフィス（D.W.Griffith）という映画製作者がいた。１９３１年に行われた撮

                                                  
１５７ 前掲注 18 “MOVIE-MADE AMERICA”A Cultural History of American 
Movies,pp.13-17. 
１５８ 前掲注 18 “MOVIE-MADE AMERICA”A Cultural History of American 
Movies,pp.35-39. 
１５９ 前掲注 18 “MOVIE-MADE AMERICA”A Cultural History of American 
Movies,pp.41-46. 
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影で、撮影手法に凝り大作テーマに取り組んだあげく、長編作品となって製作費が高騰す

る結果となった。これ以降映画は、大作主義となり興行の失敗のリスクを押し上げてしま

った。 

 

成長を続けていたアメリカ映画産業も、１９２２年になると映画入場者は減少し始めた。

その原因は、ラジオ放送の開始と自動車などの新しい娯楽が誕生したからである。また、

映画製作の限界から猥褻な映画の「検閲」に民衆が不満を持っていたことも映画離れに影

響した。１６０  

 

映画の内容に対する「検閲」は１９０７年に既にシカゴで検閲条例が制定されているが、

それは映画が既に大衆メディアとして影響力が大きいと認識されている証拠でもあった。

この条例が制定された原因は、それまでの「検閲」の判断基準が主観的であったためとい

われている。その後も検閲が続くが、映画の検閲は、新聞などのメディアを責めるより容

易であったといわれている。１６１ 

 

5.3.5 米国の映画産業 

 

 １９３０年代の株式暴落による経済大恐慌は、これまでの社会階層が崩壊するものでも

あった。１９３３年が映画の不況の底にあたり、全劇場の三分の一が休館したが、これま

で急激に成長していた映画産業は吸収合併を繰り返して適正な規模となり翌年１９３４年

には経営危機から抜け出していた。 

 

不況からいち早く抜け出した映画産業は、映画会社の資本がタイムズ・スクエアの中規模

資本家からウォール街の大資本家に支配権が移り、ワーナー・ブラザーズ、MGM、コロン

ムビア、ユナイテッド・アーチスツの４社に集約された。この映画メジャー４社は、自社

系列映画館によるブロック・ブッキングの実施など、効率を重視するようになり映画館へ

の支配構造を強めた。 

 

 世界恐慌を克服するためのニューディール政策により、政府は映画会社による一元管理

を認めたが、独立系劇場の経営者による反発と、１９３８年の司法省による反トラスト訴

訟によってブラインド・ブッキング１６２の慣習に終止符を打った。 

 

                                                  
１６０ 前掲注 18“Movie-Made America”A Cultural History of American Movies,pp.81-82. 
１６１ 前掲注 18“Movie-Made America”A Cultural History of American Movies, 
pp.126-139. 
１６２ ひとつの映画を買うために、その他の映画を内容開示せずに購入させる商習慣。 
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一方、階層階級の崩壊により組合活動が活発化し、映画脚本家組合や映画俳優組合が結

成され、ストライキなどが頻発すると資本家・経営者と対立することとなった。その影響

は人件費の高騰と生産性の低下として表れたが、次第に労働争議も内部抗争により収拾さ

れてゆく。興行面では、ロマン・カトリック聖職者による「検閲」によって映画館の入場

者数の落ち込みが激しく、倫理的な「制約」により映画製作自体も停滞することとなる。 

 

自由な雰囲気を持つハリウッドが着手したものは、社会秩序に挑戦しない西部劇、小説・

演劇の映画化であった。ＲＫＯ、ユニバーサル、フォックスの経営者は製作の経験を持た

なかったので、映画の制作者は映画会社の方針に縛られることはなかった。大恐慌は中産

階層が訓戒としていた「謙虚」と「美徳」と「よく働き辛抱すれば必ず成功する」と言う

信念をぐらつかせた。大衆の士気を高め、威信と地位を高めるために映画制作の重点は、

文化的なものへシフトしてゆくこととなり、映画に知識階層を新たに取り込むことになる。

これによって１９３０年代末には、映画はその輸出と合わせてアメリカにおける重要な産

業として確立した。 

 

１９４０年になって初めて、映画産業は観客についての組織的な調査を開始した。その結

果、１９４６年の映画鑑賞回数は、平均して一人あたり月３回。さらに１９３５年から１

９４５年までの１０年間で観客数も２倍以上になっていた。しかし、映画の観客は他のメ

ディアにも興味を持っており、初期の労働者階層と移民の映画と違い、社会階層が崩壊し、

そこには新しい観客が生まれていた。 

 

映画の制作者や映画会社はこの調査結果にどのように対応すべきか悩んでいた。なぜなら

ば、映画会社はこれまで自分達の「直感」に頼って事業を営んでいたので、残念ながら観

客の質が変化したことを理解できていなかった。 

 

 １９５３年になるとテレビの世帯普及率は４６％を超え、映画の入場者数はピーク時の

５０％に減った。しかし、この問題はテレビの普及率ばかりではなかった。１９４９年の

「パラマウント裁定」１６３により映画製作会社は弱体化し、映画館では人気映画の買い付け

競争により入場料を値上げしなければならなくなったのである。そのために低所得層の映

画離れがおこり、既に減少傾向にあった映画人口は激減する。  

（下線部は、経年的に見たアメリカ映画産業の衰退原因①） 

 

                                                  
１６３「パラマウント裁定」とは1949年にシャーマン法に基づく独占禁止法の発動により、 
メジャー映画会社（この時代のメジャー映画会社とは、パラマウント、ワーナー・ブラ 
ザーズ、MGM 、R・K・O、20世紀FOXの５大撮影所）の製作・配給部門と興行部門 
を分離し自由競争を促進させたが、結果的には垂直的系列の分断により製作本数が激減 
し、映画館の上演本数も減り、映画産業が低迷してしまうこととなった。 
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 “Trade Follows the Films”と言われるほど躍進していた海外への販売も、欧州の文化

政策による自国製作映画の割り当て制限などによって需要減となった。また、第二次世界

大戦の戦時下でハリウッドの映画製作数の大幅な減少はなかったものの１６４軍事訓練映画

や小説を原作とした作品が多く製作された。 

 

このような混乱の時代において、映画は商業的な大衆芸術を迎合するようになり、その

作品は社会情勢、趣味、話題性などが複雑に合わさった構成となった。プロパガンダ映画

としての役割も担うようになり、単なる娯楽ではなくなった。 

 

 第二次世界大戦の終戦近くに、激しい労働争議が噴出し、そのときハリウッドの受けた

損害は致命的であったといわれている。そして、終戦後の１９４０年代後半から１９５０

年代の冷戦中は、当たり障りのない映画製作により映画文化が衰退した。テレビの参入に

よって映画が衰退したのではなく、戦後の価値観の変化、経済流通の変化によって衰えた

のである。 （下線部は、経年的に見たアメリカ映画産業の衰退原因②） 

 

ハリウッドの再生は、１９７７年のＳＦ映画“Star Wars Episode IV: A NEW HOPE”まで

２０年間待たなければならなかった。しかし、映画人口の増加と入場料の上昇は、映画の

人気低下をさらに覆い隠してしまう結果となっている。入場者数が増えていないのに入場

料を値上げすることによって興行収入が上がっているように見えるが、実際には興行収入

を支える映画人口はほとんど増加していない。（図２８） 

（下線部は、経年的に見たアメリカ映画産業の衰退原因③） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
１６４ 1930 年代の年間平均製作本数は 500 本に対して,戦時下 1942 年～1944 年の製作本数

は年平均 440 本。 
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図 28 米国興行収入と入場料の推移 

 

（出典：“Global Film E&D Book”統計データより筆者作成） 

 

5.3.6 米国におけるテレビ放送 

 

アメリカでは１９４１年にテレビジョンの本格放送が開始される。１６５映画とテレビは

既存のメディアと新しいメディアの関係にあり、避けることのできない視聴争奪が起こっ

た。ハリウッドもテレビを映画産業に利用することより、テレビ局との競争にエネルギー

を費やした。しかし、劇場の広告スポンサーもテレビ番組コマーシャルにシフトし１９４

０年代に長編映画の製作本数が減った時に多くの映画労働者がテレビに雇われたため、ま

すます映画産業の空洞化に拍車が掛かった。映画製作会社はテレビ映画を作ってテレビ会

社に納品するなど、テレビとの共存を図ったが、テレビメディアパワーに映画界は太刀打

ちできず妥協せざるを得なかった。１６６ 

 

テレビ映画の製作費は、劇場用映画の製作費とは異なり廉価でなければならなかったの

で、最初は独立系のプロダクションが受注していた。しかし、テレビ会社側も良質な作品

を要求してきたので、メジャー映画会社も受注をすることになる。既に映画製作本数の減

少により映画会社の撮影施設にも空きがあり、撮影スタッフや俳優も製作費が低いことを

理解して安い報酬に合意した。また、映画会社は放映権をテレビに売ったり、譲渡したり

                                                  
１６５ 日本ではテレビジョンの本格放送は 1953 年に NHK が高柳健次郎、曽根有らの日本

独自の技術により開始した。イギリス、アメリカに次ぎ世界で 3 番目の本格放送となる。 
１６６ 前掲注 20『映画製作の実際』,191-192 頁。 
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して、その収入が映画製作会社の主たる財源のひとつにもなっていた。これは、メジャー

映画会社１６７にとって短期的には好ましい傾向であったが、テレビで劇場映画を見られて

は映画館にとっては死活問題であった。最初は、劇場封切り後７年間はテレビ放送しない

との紳士協定を結んだが、独立系には拘束力がなく、また月日が経つと次第に守られなく

なり、逆にテレビ会社が劇場用映画を製作して配給や興行を行うようにもなった。１６８ 

 

 アメリカのテレビ３大ネットワーク１６９に対して、１９７０年に FCC１７０が命令したフ

ィン・シンルール１７１により、テレビ会社は外部製作会社による製作番組を放送すること

を義務付けている。映画業界のロビー活動により、ハリウッドの映画産業を保護する目的

で規制されたものであるが、現在は制限されていない。映画会社系の製作会社は、劇場映

画よりテレビ番組の製作に力を注ぐことになり、更に映画の著作物の著作権を持ち、放送

権ビジネスを手中に収めた。テレビ番組は、有線ケーブルを含めたネットワークが構成さ

れているので、ネットワークが広がると、それぞれの放送会社が映画会社系の製作会社に

番組製作発注を行い、フィン・シンルールによる映画製作会社の保護という目的は果たさ

れた。 

 

5.3.7 日本映画産業の興隆と衰退 

 

 日本における映画会社は、製作会社が合併して設立した日本活動写真株式会社（後の「日

活」）が欧米の映画会社のように製作・配給・興行の３部門を一貫して営む企業体となった。

これに対抗して設立されたのが演劇の「松竹」であり、この２社の企業体が製作・配給・

興行という垂直的結合と強固な資本力によって映画を量産し、産業化の第一歩を踏み出す

ことになる。 

 

アメリカでは独立系の映画館が独占経営に対して反対の声をあげて、「パラマウント裁定」

により系列は分離され、メジャー会社の経営に致命的なダメージを与えた。日本占領下の

GHQ もアメリカと同様に独占防止法を適用して系列を分離しようと考えたが、日本の映画

会社はアメリカに比べてそれほど強大ではないという理由で実施されなかった。１７２ 

 

                                                  
１６７ 当時のメジャー映画会社とは、パラマウント、ワーナー・ブラザーズ、MGM 、 
R・K・O、20 世紀 FOX、ユニバーサル、ユナイテッド・アーチス、コロンビアの８社。 
１６８ 前掲注 20『映画製作の実際』,197-198 頁。 
１６９ ３大ネットワークとは、ABC・CBS・NBC。 
１７０ 連邦通信委員会（Federal Communications Commission）の略称。 
１７１ Financial Interest and Syndication Rules でアメリカがハリウッドの中小製作会社を

保護するために 1970 年から 1995 年まで存在した、米国 3 大ネットワーク(ABC・CBS・
NBC)の製作独占を制限する規制。 
１７２ 前掲注 20『映画製作の実際』,188-189 頁。 
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日本のメジャー映画会社は、ピーク時には松竹、東宝、東映、第二東映、日活、新東宝、

大映と７社におよんだ。これら大手７社は、洋画の流入を洋画専門館で制限し、系列邦画

館で邦画を上映する合理的な製作・上映のサイクルを試みた。このシステムは映画動員数

が１１億人時代であった映画全盛期の１９５８年にはうまく機能していたが、映画動員数

が１億７千万人まで落ち込むと、入場料を値上げしても採算が合わなくなってきた。それ

によって映画館が激減してしまうと、メジャー映画会社は会社を整理せざるを得なくなり、

経営破たんが相次いだ。１９７１年には大映が倒産して、最終的には、松竹、東宝、東映、

日活の４社のみが残ることになった。 

 

5.3.8 日本における映画会社経営とプロデューサー制度の導入 

 

 １９６０年代、映画最盛期以降の日本の映画会社は、映画人口の激減傾向と諸物価がす

べて上がったことにより、製作原価の高騰は避けられない状況にあった。これまでのよう

に適当な製作費予算で利益を上げることは難しくなったのである。映画会社が生き残る選

択肢としては下記の３つしかなかった。 

 

（１）大作もの（製作費が高額）で勝負にでる 

（２）製作費が安い「ピンク映画」を製作してしのぐ 

（３）これまで誰もが触れなかった「任侠もの」を製作する 

 

日本では、映画人口の激減による興行収入の減収により、安易な製作はできなくなった。

そこで、量産体制を支えるには映画全体の経費を掌握して製作費をコントロールするプロ

デューサー制度が必要となった。このプロデューサー制に積極的に取り組んだのが、東宝

の森岩雄氏である。 

 

欧米では製作者、つまり映画会社の分身としての製作専門家が製作を担当するようにな

った。これがプロデューサー制度である。日本映画の製作系統は、芝居にある。映画の仕

組みは芝居の伝統を引き継いでおり、極めて封建的であり、このような雰囲気の中で日本

映画は「監督中心主義」で発達したことから映画製作における監督の影響力は強大なもの

であった。 

 

プロデューサー制度とは、監督は映画の演出に専念してもらい、作品の企画や予算、宣

伝などの任務を遂行するのは、製作者であるプロデューサーに任せるが、日本では製作者

の制度を設けることなく監督に製作者の分身を委ねてきた経緯がある。そのためこの制度

は、当初監督らに抵抗があり、プロデューサー側も製作者の任務を遂行させるだけの実力
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がなかったので「製作主任」という役名にしてスタートした。１７３ 

 

  １９７０年の著作権法の改正にともない、新著作権法第１６条の規程により映画の製作

者は「映画の製作に発意と責任を有する者」となった。これにより、監督は著作者ではあ

るが、製作者ではないことが明確になったが、実際にはその後もプロデューサー制度の浸

透は難しかった。最初にプロデューサー制度を東宝に導入した森岩雄氏でさえ、監督の実

力がものをいう当時の映画界で、この制度の導入に踏み切ることは慎重にならざるを得な

かったようである。 

 

森岩雄氏の長男である森伊千雄氏にインタビュー調査をしたところ、やはり「プロデ

ューサー制度」は順調には浸透しなかったと言う。特に森岩雄氏は、株式会社ＰＣＬ 

映画製作会社および東宝映画株式会社の製作側の役員と、株式会社東宝の配給・興行 

側の役員を歴任しており、このプロデューサー制度が映画製作と会社経営のどちらの立

場を優先するのか製作側からも配給・興行側からも疑いの目でもって見られていたとい

う。  

また、映画製作部門は独立採算制を望んでいなかったようで、映画製作は事業でも 

  あるので、映画が芸術作品である前に健全な利益を出さなければならない。利益を上  

  げることを考えれば、プロデューサー制度は否定されるものではなかったと思われ 

る。監督が偉大すぎたのかも知れない。映画会社のテレビへの安易な進出は映画人 

としての誇りが許さず、簡単に映画製作を離脱できなかったものと推察される。 

さらに、森岩雄氏自身が視察した欧米のテレビ普及と比べて、日本がこれほどの勢い

でテレビが普及するとは思っていなかった。おそらく小林一三氏１７４も同様な気持ちで

はなかったかと思われる。（2008 年 5 月 26 日 森伊千雄氏インタビュー）１７５ 

 

 スポンサーの広告媒体であるテレビ番組の制作は、映画制作と異なり最初からプロデュ

ーサー制度の下で制作されていた。プロデューサーは、番組企画からスポンサー対応、番

組予算に至るまで総責任者であり、当時のラジオ東京（後の東京放送）の場合は１番組に

つき５名のプロデューサーがこれらの業務のために働いていた。１７６ 

 

 

 

                                                  
１７３ 前掲注 20『映画製作の実際』,188-189 頁。 
１７４ 阪急電鉄・阪急百貨店・阪急東宝グループの創業者であり、宝塚歌劇団と東宝の事実

上のオーナーであった。 
１７５ 詳細は付録「ヒアリング調査の結果」を参照。 
１７６ 東京放送 社史編集室『東京放送のあゆみ』株式会社東京放送,1962 年,81 頁。 
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5.3.9 日本のテレビ放送黎明期 

 

 １９５０年、電波３法１７７施行による民間放送ラジオ局の開設準備が進んでいたころ、

アメリカでは既にテレビ放送が始まっていた。そして、柴田秀利氏１７８が渡米し、モント

（K．Mundt）の「ビジョン オブ アメリカ構想」を正力松太郎氏１７９ に伝える役割を果

たした。１８０ 

 

「ビジョン オブ アメリカ構想」とは、共産主義に対抗するためのマスメディアとして

のテレビ放送を全国テレビネットワークとして構築するというものである。この米国式の

テレビネットワークを取り入れたのが「正力テレビ構想」である。日本列島全域に２２の

中継局を設け、この中継局によるネットワーク化を図るというものであった。これは、「日

本テレビ放送網」という設立放送局社名があるように、情報通信網を形成することに他な

らない。この通信網ができれば、テレビ放送のみならず、レーダーによる航空機への気象

情報の提供や情報通信のインフラとしても利用できる膨大な事業計画となる。１８１ 

 

「正力テレビ構想」は米国と日本の議会筋の全面援助を取り付け、巨大な設立資金募集

についても米国実業界から１０億の出資と１０億の借入金の感触を得ることが出来た。し

かし、日本の採用するテレビジョン技術方式について議論が発生した。テレビジョンの技

術方式は、米国を主とする「６メガ方式」と欧州を主とする「７メガ方式」の技術標準方

式があるが、ＮＨＫが独自の方式を主張した。議論は、将来のカラー映像まで発展した。

テレビジョン技術の「標準化」についてアメリカの参入を阻止せんとする勢力が優勢であ

ったが、結果的に電波管理委員会は米国の「６メガ方式」を標準とすることを決定し、「メ

ガ論争」は終結した。１８２ 

 

 日本のテレビ放送の予備免許は１９５２年に日本テレビ放送網に与えられ、ＮＨＫとラ

ジオ東京は保留となり、その他の申請は却下されている。これは、日本テレビ放送網の万

全な準備によるところが大きいが、当時の国際環境では日本は未だ戦争責任の賠償金支払

いの義務を負わされており、テレビ局を一度に増やす政策を取ることによって賠償金額が

                                                  
１７７ 電波３法とは、「電波法」「放送法」「電波管理委員会設置法」のこと 
１７８ 元読売新聞社社員、当時 NHK のニュース解説者で渡米してからテレビ放送技術の窓

口となる。 
１７９ 元警視庁警務部長、元読売新聞社主、元 A 級戦犯、公職追放の後、テレビ放送の必要 
を説き、日本テレビ放送網を設立した。 
１８０ 日本テレビ放送網社史編纂室『大衆とともに２５年＜沿革史＞』日本テレビ放送網, 

1978 年,8‐9 頁。 
１８１ 有馬哲夫『日本テレビとＣＩＡ‐発掘された「正力ファイル」』,新潮社,2006 年,20‐
23 頁。 
１８２ 前掲注 180『大衆とともに２５年＜沿革史＞』,10‐23 頁。 
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増加されるのを危惧した判断であるとも伝えられている。 

 

 テレビ放送が開始されると、当然のことながら見る人がいないとマスメディアとしての

効果がない。テレビ受像機の普及世帯数が十分でない時期は、街頭テレビによって視聴者

を稼いだ。つまり、テレビ放送の「広告効果は台数（テレビ受像機）でなく、それを視聴

する人の数で決まる」と正力松太郎氏は見抜いていたという。 

 

 「正力テレビ構想」は、放送電波の中継基地を使用する民営のマイクロ構想であったが、

衆参両院の電気通信委員会において、情報通信分野は電電公社（現 日本電信電話株式会

社）に一元的に委ねられることになり、米国と正力による全国情報通信網構想の実現は拒

まれてしまった。１８３ 

 

 家庭用テレビ受像機の普及は家庭電化製品の爆発的なブームにより急激な勢いで伸びて

いた。アメリカでは娯楽的な要素が強かったが、日本ではマスメディアとして影響力が強

いことから、当時の郵政省は、「はかり知れない大きな影響から青少年を保護し、倫理性を

重んずる世論に応える具体策として、教育用にテレビチャネルを開放する」方針を出した。 

そして、社会教育の手段として番組を放送することに重点を置いた放送局に放送免許を交

付するようになった。１８４ また、放送番組編成も野球中継やプロレス中継、ゴルフ中継

など大衆スポーツの中継を放送することで、街頭テレビの集客や家庭へのテレビ受像機の

普及が加速された。邦画の放送にも人気があり、新東宝・松竹・東宝・大映・東映・日活

の６社は好意的に邦画の放送に協力した。 

 

テレビの普及初期には、映画がまだ深刻な打撃を与えるほどではなく、東宝の小林は日

本テレビ放送網の発起人として、東映の永田雅一氏は初代取締役として参加している。し

かしながら、１９５６年には日活を除く映画会社はテレビには劇場映画を放送させない方

針を打ち出し、日活もその後同調した。 

 

邦画を断たれた放送局は番組を求めて洋画を買い付けるようになった。アメリカの主要

映画会社は、テレビ局に対抗するために洋画の販売を拒否していたが、経営難からやむな

く販売するようになった。そこで「吹き替え」が始まる。また、旧作劇場映画のテレビ放

送はしない、自社の俳優をテレビ番組に出演させないなどの映画会社の「五社協定」が 

１９５３年に結ばれ、テレビ番組制作に影響を与えたが、放送局は舞台俳優を起用して凌

いだ。 

                                                  
１８３ 日本民間放送連盟『民間放送十年史』,1961 年,82‐83 頁。 
１８４ 全国朝日放送社史編纂部『テレビ朝日社史 ファミリー視聴の２５年』,全国朝日放送, 
1984 年,12 頁。 
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テレビ放送に危機感を感じた映画会社は、１９５６年に郵政省から「テレビジョン放送

用周波数の割当計画基本方針」が出されたのを機に、翌１９５７年には文化放送とニッポ

ン放送を主体とし、東宝、松竹、大映の映画会社が参加してフジテレビの準備会社、富士

テレビジョンを設立した。１９６１年の新東宝倒産を機に、映画会社は全社経営難に直面

し、１９６４年には映画各社は条件をつけてテレビ局に旧作劇場映画を販売することにな

った。さらに、１９６２年には、大映、松竹、東宝、日活などが手持ちの機材、スタッフ、

俳優を使ってテレビ映画の制作を行い、独立系のプロダクションとして連続ドラマや１話

完結ドラマを制作した。 

 

映画会社系製作会社である大映テレビの安倍道典氏（元社長、現相談役）に当時の 

状況をインタビューした。安倍氏は１９７１年の大映倒産に際して混乱の中で本体から

分離独立して大映テレビを設立し、以後３２年間にわたり代表取締役を務めた人物で、

安倍氏によると、大映ではテレビ映画の製作部門は永田社長に歓迎されていたわけでは

なかったという。親会社の大映が倒産の危機にあっても、テレビ局から発注されたテレ

ビ映画は納品する義務があり、事業を継続させるほかなかったそうである。テレビ映画

の製作ノウハウは蓄積していたので、テレビ映画の製作継続自体は心配なかった。 

（2008 年 3 月 13 日 安倍道典氏インタビュー）１８５ 

 

日本のテレビ放送は、テレビジョン技術や設備金額の問題、放送番組の確保など数多く

の課題を抱えながら、なんとか軌道に乗せたといっても過言ではなく、ラジオ放送事業開

始直後から慌しく進められた事業であった。 

 

5.3.10 メディア産業の日米比較 

 

5.3.10.1 特許権による映画ビジネス 

 

映画創成期においては、エジソンはパテント・トラスト（特許・独占）による技術市場 

の囲い込みを行った。市場を独占して撮影から興行まで垂直的に拘束することによって技

術的側面から映画市場秩序を保っていた。そして、アメリカ政府によるトラスト解体によ

って独立系の事業者によるイノベーションが始まった。 

 

一方、日本では欧米の技術に頼らざるを得ず、機材を輸入することでアメリカのような 

映画創成期を経ずに自由に映画制作が始まった。中には、大沢商会の大澤善夫氏のように

商社として販売用に撮影機器を輸入したが、販売先が決まらないことから自ら撮影所を設

                                                  
１８５ 詳細は付録「インタビュー調査」参照。 
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立して映画制作に関わった人物もいた。しかし、撮影機器は特許により標準化されており、

複数の機種による撮影現場の混乱は見られなかった。 

 

撮影機器の標準化により一般人も映画制作へ参入できる環境ではあったが、映画事業と

して成功を収めることは難しかった。また、人々の映画への関心もそれほどなかった。 

 

テレビジョン技術については、欧米に遅れることなくＮＨＫを中心に独自の開発を行っ

てきたが、アメリカの技術を標準とする方式に落ち着き、標準化されることにより、テレ

ビジョン技術の汎用性は高まり、結果的に日本でのテレビの普及が早まるという効果があ

った。 

 

5.3.10.2 大衆娯楽映画と文化の輸出 

 

 労働者階層の娯楽を提供して受け入れられたアメリカに対し、日本は１８６８年に明治

政府が設立され、一部の特権制度は残ったものの、従来の身分階級制度は崩壊した。日本

は鎖国政策により元々工業化が遅れていたので、商人以外の労働者階層である農民が大挙

して都市に押し寄せ労働者となった。そして、映画は労働者の大衆娯楽として比較的早く

繁栄することとなる。 

 

 アメリカ映画のグローバルな展開は、第１次世界大戦下で戦場とならなかったことから

映画製作が停止してしまった欧州への映画の輸出が一気に増えた。その後、各国の自国映

画保護政策によって輸出制限が課せられるが、米国映画会社は輸出先で制作したり、他国

との合作で制作したりして米国文化の輸出を積極的に行った。Global Film E& Book の統

計データには、輸出のために各国の映画館数など細部に亘る調査情報が記載されている。 

 

 日本では、映画は舞台芸術からの発展形であったので、日本文化の色彩が強く東洋と西

洋の壁を越えることは並大抵のものではなかった。大映作品の『羅生門』など一部にはア

カデミー賞を受賞する作品もあるが、アメリカのように本国で製作費をリクープして、輸

出で収益を上げるような映画は未だもって見当たらない。 

 

 日米ともに映画産業にとってテレビの普及は、これまでの映像の独占を崩すものであっ

た。アメリカでは当初からテレビ放送と対決する姿勢を取ったが、次第に自社作品の流通

先としてテレビを利用し、最終的には映画会社は「フィン・シンルール」によりテレビ映

画の制作をテレビ局から奪ってしまうという方法で存続することが出来たのである。 
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 日本でも、最初は映画をテレビで放送していたが、テレビの影響力が強くなるにつれて

次第に映画会社とテレビ局は対峙するようになった。しかし、映画の入場者数の激減によ

り新しいメディアであるテレビ局の設立に参画するようになった。 

 

映画会社の経営者は、映画会社系のテレビ映画製作会社を持つことで劇場映画とテレビ

映画との制作費の線引きをしようとしたが、アメリカのような「フィン・シンルール」が

定められていない日本では、米国における映画会社系列のテレビ映画製作会社のようには

進まなかった。テレビ局が番組の製作を出来るようになると、テレビ映画製作会社への発

注が激減した。 

 

また、日本のテレビ映画製作会社は、米国のように映画会社とは報酬体系が異なること

を理解していなかったので、テレビ局が発注する金額では、映画会社の俳優やスタッフを

維持していけなかった。現在では、テレビ用映画会社は新規製作映画より過去の製作映画

の二次利用の活用に力を割いている状態となっている。 

 

5.3.10.3 テレビ普及率と映画入場者数の特徴 

 

 １９６０年代には、テレビ受像機の一般家庭への普及は完了するが、映画の入場者数は

これに反比例して激減する。一方、入場料は興行減収を埋めるために値上げが続き、１９

９０年代半ばまで上昇が続くことになる。 

 

映画入場者数は、値上げによる影響は受けずに１９８０年代前半に減少は収斂され、そ

の後の上昇は見られない。このことから、映画人口はテレビの普及と共に減少したのは間

違いないが、その理由は米国と同様にテレビの参入だけの影響ではないことがわかる。新

しい多様な価値観と新しい娯楽が誕生したことにより日本の場合は、１０年程度の短い期

間で映画の黄金期が終結してしまったのである。（図２９） 
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図 29 テレビの普及と映画の比較 

 
（出典：映画製作者連盟「統計データ」、内閣府「消費動向調査」より筆者作成） 

 

 テレビ放送をどれだけ見てもらっているかという指標に「視聴時間」がある。視聴率と

は異なるが、「産業」を支えるテレビ視聴者が一日にどれだけテレビを見ているかをあらわ

したもので、広告費を下支えしている。（図３０） 

 

図 30 テレビ視聴時間と広告費の推移 

 

（出典：総務省情報通信政策局放送政策課「視聴時間と広告費」（2010）より筆者作成） 
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5.3.10.4 日米映画産業の社会的背景の違い 

 

 映画会社は、映画の撮影所からスタートしたことは日本も米国も同じであるが、アメリ

カの撮影所の場合、撮影機材のパテント・トラストにより限られた経営者が事業を行って

いた。その後の世界恐慌によって、映画会社の経営は資本家に渡ることとなり、労働階層

の娯楽から中産階層への娯楽へとシフトしたのを契機に大衆娯楽の地位を固めていった。

米国の資本家は、製作・配給・興行の一元管理を行い「生産性」を上げ、海外へ映画の輸

出を始めた。 

 

日本の場合は、資本関係のない撮影所が寄り集まって設立した日本活動写真株式会社か

ら始まり、歌舞伎興行会社であった松竹や小林一三氏１８６の資金を受けた東宝が初期の映

画会社であった。映画事業は、巨額な映画製作費と特殊な技能を持つ技術スタッフを抱え

る必要があるうえ、映画興行が成功するか失敗するか、その判断は観客に求めなければな

らず、事業リスクの高い映画事業には日本の投資家はあまり興味を持たなかった。一方、

政府の許認可事業であるテレビ局の設立は、多様な業種から出資を受けていた。１８７ 

 

5.3.11 研究の結果 

 

 コンテンツの資産評価モデルの根拠となる日米の映画事業の成り立ちとテレビ放送事業

を経年的に捉えた。日米比較については、コンテンツ産業も他産業と同様に米国の歴史を

繰り返すことになる。映像文化は欧米からの技術輸入により本格的な事業化が進むが、コ

ンテンツ産業の場合、第二次世界大戦後の米国からの輸入圧力による米国技術の導入が特

徴である。米国の機器には特許（Patent）が付されており、排他的独占権によって製品化

されたものが日本のコンテンツ産業の設備機器の基礎となった。 

 

 一方、パテントによる技術の開放と標準化はメディア市場を拡大することになる。その

結果としてマスメディアはあらゆる階層と年齢層を取り込むことが可能となり、産業とな

り得る市場規模を獲得することになる。そして、製品コストのマネジメントが必要となり、

その結果、生産性を向上させた。しかし、生産性が向上してもメディア市場の需要（観客

や視聴者）が減退すると産業を支えることが困難となる。かつて、映画の海外への販売は、

同時にメディアと文化をも海外へ輸出した。複製された映像で伝播される文化に経済波及

効果が期待された所以である。 

 

                                                  
１８６ 前掲注 174  阪急電鉄・阪急百貨店・阪急東宝グループの創業者。 
１８７ 前掲注 176『東京放送のあゆみ』,38 頁。 
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日米映画産業とテレビ放送事業の研究により、次の４つがコンテンツ評価モデルのバリ

ュー・ドライバーとして抽出できた。 

 

（１）技術の標準化による設備の汎用性 

（２）プロデューサーによるマネジメント力 

（３）コンテンツマーケットの規模 

（４）グローバルマーケット展開の可能性 
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5.4 実務家によるコンテンツ価値評価の実態（研究７） 

 

5.4.1 研究の目的と範囲 

 

目的１として、本研究の提起するコンテンツの資産評価およびその「格付け」手法につ

いて、本研究の「必要性」「新規性」「独創性」を確認するために、コンテンツ事業担当者

ならびにコンテンツ関連団体に対して下記の項目についてインタビューを行った。 

（※インタビュー調査の詳細は、付録に掲載） 

 

１．コンテンツ流通の取り組みが進んでいますが、満足されていますか。 

２．コンテンツの流通で何が重要だと思いますか。 

３．コンテンツを資産評価する必要性を感じますか。 

４．コンテンツの価値評価について何かされていますか。 

５．コンテンツの「格付け」評価手法についてどのように感じますか。 

６．その他、業態別質問。 

 

コンテンツの資産評価要素である「生産性」は、コンテンツ産業を支える重要な要素と

なる。それを検証するために、目的２として、書籍や伝記として残された「生産性」の一

次情報を検証し、補足するために当時の二次情報として、映画製作に関わるプロデューサ

ー・システム導入時の制作現場の実態と、テレビ映画の黎明期における制作費の考え方に

ついて、東宝の副社長であった森岩雄氏のご子息である森伊千雄氏にヒアリングを行う。 

 

また、大作主義映画を量産し、成功と失敗の両方を体験した「大映」の永田雅一社長と

共に働いていた、大映テレビの安倍道典氏にもインタビューを行った。安倍氏は、大映か

らテレビ部門を独立させ、制作費の徹底的な管理を行い、テレビ映画時代を作り上げた人

物である。 

 

本研究では、フィールドワークによるヒアリング結果から、コンテンツの価値評価に関

する情報を得て、価値評価モデル式に反映させる。 
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5.4.2 目的１のインタビュー結果 

 

目的１のインタビューにおいては、本研究の「必要性」「新規性」「独創性」を確認する

ために、前述した１～６までの質問をコンテンツ事業担当者ならびにコンテンツ関連団体

にお伺いした。結果としては次のようになった。 

 

（１） 質問１、２では、コンテンツ流通の実態についての満足度と、コンテンツが流通 

するために重視している要素についてインタビューした結果、次のようなコンテン 

ツ流通における流通促進の要素が抽出できた。 

 

・ジェネレーション（視聴世代）のバトンタッチ 

・作品力（クオリティー） 

・口コミ（話題性） 

・脚本力（翻案脚本） 

・公開時期（公開季節と競合作品） 

・監督力（ディレクターシステム） 

・ウインドウ戦略 

・海賊版対策 

・マルチウインドウ 

・作品のバリエーション 

・流通側のインセンティブ 

・末端価格のイニシアチブ 

・コンテンツ設計 

 

（２） 質問３では、資産評価する必要性についてインタビューした結果、１０件のイン 

タビュー先において８件でコンテンツの資産評価の必要性を確認することが出来 

た。必要とされる根拠は次のとおり。 

    

・第三者の評価があれば、事業が進みやすいので利用したい 

・映画ファンド投資家の評価指標として使える 

・製作側の資金調達評価指標として使える 

・映画が財産である限り資産評価は必要 

・コンテンツの取引において算出基準として必要 

 

 

 



109 
 

（３） 質問４では、コンテンツの価値評価について既に実施している項目についてイン 

タビューした結果、次のようなコンテンツ流通における既存の評価項目が明らかに 

なった。 

 

・業界での人気度で評価 

・地方で強い作品は都市部でも評価 

・マーケティングおよび海外からの評価 

・プロデューサーの能力評価 

・観客のトラッキング調査とグリッド評価 

・作品の持つ特徴のベイジアンネットワークモデル評価 

・肌感覚による評価 

 

（４） 質問５では、本研究の VRA による「格付け」評価手法についてインタビューした 

   結果、１０件全件において「新規性」、７件において「独創性」の評価を得た。 

 

・第三者の評価として、コンテンツの買い付けの際に参考となる 

・作品のトータルパワー指標として利用できる 

・リスクと評価は別物なので、評価を価値対象とするのは正しい 

・第三者の評価基準として利用可能 

・自社基準として「格付け」し、製作資金の投下指標とする 

・評価基準が標準化されれば、コンテンツマーケットで利用できる 

・ファイナンストライアルの指標として有効 
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5.4.3 ＜目的１＞のインタビュー先 

 

※役職や部署については、インタビュー当時を掲載 

 

（１）CS 衛星放送事業者 

 

【インタビュー先】株式会社アニマックスブロードキャスト・ジャパン（略称「Animax」） 

【日 時】2009 年 10 月 22 日 14：00～16：00 

【場 所】Animax 本社 港区竹芝 

【インタビュー】取締役副社長 佐々木朗氏 

編成制作部 編成 前田志乃氏 

 

（２）映画会社団体 

 

【インタビュー先】社団法人 日本映画製作者連盟（略称「映連」）  

【日 時】2009 年 10 月 26 日 13：00～15：30 

【場 所】連盟事務所 中央区日本橋 

【インタビュー】事務局長 華頂尚隆氏 

 

（３）映画会社 

 

【インタビュー先】東宝株式会社（略称「東宝」） 

【日 時】2009 年 10 月 27 日 14：00～15：30 

【場 所】本社 千代田区有楽町 

【インタビュー】映像本部 宣伝部  

映画宣伝企画室 プロデューサー 上田太地氏 

 

【インタビュー先】松竹株式会社（略称「松竹」） 

【日 時】2009 年 10 月 21 日 13：00～15：00 

【場 所】本社 中央区築地 

【インタビュー】映像本部 映像統括部  

映像戦略室 下角哲也氏   

プロデューサー 小林敬宣氏 
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【インタビュー先】角川映画株式会社（略称「角川」）（現 角川書店） 

【日 時】2009 年 10 月 23 日 10：00～11：30 

【場 所】本社 千代田区紀尾井町 

【インタビュー】企画製作部 部長 土川勉氏 

 

【インタビュー先】ワーナー エンターテイメント ジャパン株式会社（略称「ワーナー」） 

【日 時】2009 年 10 月 23 日 14：00～15：30 

【場 所】WARNER BROS．STUDIOS 港区日比谷 

【インタビュー】ローカルプロダクツ 渉外・法務担当部長 清水文緒氏 

 

（４）映画マーケティング会社 

 

【インタビュー先】マインドベース株式会社（略称「マインド」）（現：ジェネシス） 

【日 時】2010 年 2 月 9 日 14：00～15：30 

【場 所】本社 港区赤坂 

【インタビュー】執行役員 リサーチ＆マーケティング 福島泰氏 

 

（５）コンテンツ政策 

 

【インタビュー先】経済産業省（略称「経産省」） 

【日 時】2009 年 10 月 27 日 16：00～17：00 

【場 所】本省 千代田区霞が関 

【インタビュー】商務情報政策局 文化情報関連産業課 

課長補佐 高柳大輔氏 

 

【インタビュー先】文化庁長官官房 著作権課（略称「文化庁」） 

【日 時】2010 年 2 月 9 日 11：15～12：30 

【場 所】本庁 千代田区霞が関 

【インタビュー】文化庁長官官房著作権課  

著作物流通推進室長 川瀬真氏 

（現職：横浜国立大学大学院 国際社会学研究科 教授） 
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（６）放送事業者団体 

 

【インタビュー先】社団法人 日本民間放送連盟（略称「民放連」）  

【日 時】2009 年 11 月 2 日 13：15～14：30 

【場 所】連盟事務所 千代田区紀尾井町 

【インタビュー】専務理事 玉川寿夫氏 

理事待遇事務局次長兼デジタル推進部長 大寺廣幸氏 

研究所 主任研究員 木村幹夫氏 

 

5.4.4 ＜目的２＞のインタビュー先 

 

（１）映画製作関係者 

 

【インタビュー先】東宝 元副社長 森岩雄氏の長男 森伊千雄氏 

【日 時】2008 年 5 月 26 日（月）15：30～17：00 

【場 所】聖路加レジデンス 中央区築地 

【インタビュー】森伊千雄氏（元 TBS 社員） 

【同行出席者】浜野保樹教授 眞田妙子（メディア環境学 修士課程） 

 

（２）テレビ映画製作関係者 

 

【インタビュー先】大映テレビ株式会社 

【日 時】2008 年 3 月 13 日（木）13：00～16：00 

【場 所】シナリオ会館 ６階会議室 港区赤坂 

【インタビュー】大映テレビ株式会社  

相談役 安倍道典氏（元大映 テレビ室製作管理部長） 

【同行出席者】浜野保樹教授 内田真理子（メディア環境学 客員共同研究員） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



113 
 

5.4.5.1 目的１のインタビュー詳細 「コンテンツ流通の実態」 

 

 現在のコンテンツ流通について満足しているか否かをインタビューし、それぞれが抱え

る問題を調査した。有効な回答は次の通りである。 

 

（１）流通が低下すると認知度が下がる（Animax） 

（２）デジタル化は違法複製が横行して困る（映連） 

（３）投資リスクヘッジのためだけのウインドウ展開（角川） 

（４）流通させるためには原作などの契約期間が短すぎる。（ワーナー） 

（５）放送事業者は満足しているが、他のコンテンツ事業者は満足していない（民放連） 

 

5.4.5.2 目的１のインタビュー詳細 「コンテンツが流通するための要素」 

 

コンテンツが流通するための要素についてヒアリングし、それぞれが重視している 

項目について調査した。有効な回答は次の通りである。 

 

（１） ジェネレーション（視聴世代）のバトンタッチ（Animax） 

（２） 作品力（クオリティー）、口コミ（話題性）、脚本力（翻案脚本）、公開時期（公開季 

節と競合作品）、監督力（ディレクターシステム）（映連） 

（３） ウインドウ戦略、口コミ、海賊版対策、リスクヘッジとしてのマルチウインドウ 

（東宝） 

（４） 興行成績、作品のバリエーション（松竹） 

（５） ウインドウ間の間隔を空けない、口コミ（ワーナー） 

（６） コンテンツパワーの定量化（マインド） 

（７） 流通側のインセンティブ（経産省） 

（８） 末端価格のイニシアチブと二次利用のための制度補完（経産省） 

（９） コンテンツ設計（民放連） 

 

5.4.5.3 目的１のインタビュー詳細 「コンテンツの資産評価について」 

 

コンテンツを資産評価する必要があるか否かをインタビューし、どのような時に必要 

かについて調査した。有効な回答は次の通りである。 

 

（１） 第三者の評価があれば、事業が進みやすいので利用したい（映連、東宝、松竹） 

（２） 映画ファンド投資家の評価指標として使える（東宝） 

（３） 製作側の資金調達のための評価指標として使える（東宝） 
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（４） 映画が財産である限り資産評価は必要（東宝） 

（５） 興行成績による収入を資産として評価している（松竹、ワーナー） 

（６） コンテンツに投資する以上、財産としての評価ニーズがある（マインド） 

（７） ビジネスの世界では必要とされる（経産省、民放連） 

（８） コンテンツの取引において算出基準として必要といわれている（文化庁） 

 

5.4.5.4 目的１のインタビュー詳細 「コンテンツの価値評価について」 

 

コンテンツの価値評価について既に行っていることをインタビューして、現状について

調査した。有効な回答は次の通りである。 

 

（１）業界での人気度を購買の参考にしている（Animax） 

（２）地方が強い作品は、都市部でも強い傾向がある（映連） 

（３）作品のマーケティング調査を行っている（東宝） 

（４）作品の海外からの評価を参考にしている（東宝） 

（５）映画の成功は、作品５０％、時代背景３０％、宣伝２０％のウエイトで判断してい 

る（東宝） 

（６）担当プロデューサーの能力を期待興行成績の指標のひとつにしている（東宝） 

（７）マーケティングにトラッキング調査１８８とグリッド評価を行っている１８９（松竹） 

（８）観たい映画を事前にアンケートで答えてもらう定性的な調査を行っている（松竹） 

（９）予測手法としてベイジアンネットワークモデルを利用している１９０（松竹） 

（10）興行成績の事前予測による収支検討表を作成している（松竹） 

（12）映画の興行成績と作品のクオリティーが資産価値であると捉えている（角川） 

（13）映画の宣伝を強化することにより、リスクを低減している（角川） 

（14）映画の評価は肌感覚で判断している（ワーナー） 

（15）映画興行の上ぶれ、下ぶれは除外する（マインド） 

（16）視聴意欲度が４０％以上で「認知」レベル、６０％レベルで「社会現象」に達する 

とみている（マインド） 

（17）予測値には「曖昧さ」を残すようにしている（マインド） 

 

 

 

 

                                                  
１８８ 時系列の追跡を行い、規則性や変化を分析するための多点調査方法。 
１８９ 価値構造を視覚的に階層構造として表現する評価手法。 
１９０ 不確実事象の連鎖について、モデル化や確率的な推論をする手法 
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5.4.5.5 目的１のインタビュー詳細 「コンテンツの格付け評価手法について」 

 

コンテンツの「格付け」評価手法についてインタビューして、ニーズについて調査した。 

有効な回答は次の通りである。 

 

（１）第三者の評価として、コンテンツの買い付けの際に参考となる（Animax） 

（２）作品のトータルパワー指標として利用できる（映連） 

（３）リスクと評価は別物なので、評価を価値対象とするのは正しい（東宝） 

（４）データベースとしてはリンダシステムが使える（松竹） 

（５）第三者の評価基準として利用可能である（角川、文化庁） 

（６）自社基準としての「格付け」を行うことで、制作費の資金投下指標となり得る 

（角川、民放連） 

（７）これまでにない評価の仕方である（ワーナー） 

（８）二次利用のウエイトが高いと評価のバランスを欠くのではないか（マインド） 

（９）評価基準が標準化されれば、コンテンツマーケットで利用できる（経産省） 

（10）ファイナンストライアルの指標として有効である（民放連） 
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5.4.6 目的２のインタビュー結果 

 

目的２は、コンテンツの資産評価要素である「生産性」について、「プロデューサー・シ

ステム」導入時の制作現場の実態と、テレビ映画の黎明期における制作費の考え方につい

てお伺いした。インタビュー結果としては次の通りとなった。 

 

（１） 森岩雄が東宝にて導入した生産性向上の施策である、「プロデューサー・システム」 

   は、十分機能するまでに時間を要した。当時は、城戸四郎率いる松竹が「ディレク 

ター・システム」で躍進している状況だったので、制作現場に「プロデューサー・ 

システム」を導入するには時期尚早であったようである。 

しかし、１９７０年５月の新著作権法の制定により、映画製作者は、「映画の製作 

に発意と責任を有する者」として映画会社が著作権者であることが明文化された。 

それによって、監督の権利は大幅に制限され、形式的にはプロデューサー主導によ 

る映画製作の改革が実現した。その経緯を確認できた。 

また、プロデューサーは、コンテンツの制作において重要な役割であり、映画を 

産業化するためには、この「プロデューサー・システム」により、コスト・コント 

ロールされた映画を量産する必要があることを確認した。現在のコンテンツプロデ 

ューサーの役割を、森岩雄は当時から追究していたことが分かり、プロデューサー 

は、コンテンツの価値評価を高める役割のウエイトが大きいことがわかった。 

 

（２） 倒産する映画会社から分離独立したテレビ番組製作会社である大映テレビは、映 

   画製作の制作ノウハウをテレビ番組に用い、テレビ局に番組を完成納品することで 

   制作費が受け取れるビジネスモデルで成功を収めた。斜陽化した映画産業から離れ、 

   テレビの普及により媒体力をつけたテレビ番組の製作を請け負うようになる。 

 しかし、１９７０年代当時のテレビ番組制作費は潤沢ではなく、テレビ番組の制 

作を行っても、なかなか利益が出る状況ではなかった。映画産業衰退期における大 

映テレビの活躍と制作費節減のジレンマから打ち出された生産性向上の施策は、興 

行成績に影響されない安定した制作費を確保することであった。それが利益を生み 

出す源泉であったことが明らかであった。映画のように当てにならない配給収入か 

ら算出される制作費予算ではなく、発注契約に基づいた制作費は、努力次第で利益 

幅を生み出すことができるというビジネスモデルが制作の生産性を高めた。 
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5.4.6.1 映画のプロデューサー・システムと生産性 

 

 東宝は、森岩雄によりプロデューサー・システムを現場に導入したが、映画を芸術と捉

える制作現場には、歓迎されなかった。そのような環境ではあったが、撮影所の計算部で

は、プロダクト・ナンバーで支出を管理していた。年間の制作費予算は、当期の収益を次

年度への繰越資金として再投資していた。 

 

 生産性向上に向けた合理化策は、ドア・シャリイ（Dore Schary ）１９１の映画改革を好

例として合理化を進めた。しかし、映画の制作は監督の技量によって決まることが多く、

松竹の城戸四郎の「ディレクター・システム」が主流であった。 

 

5.4.6.2 テレビ映画のプロデューサーの役割 

 

 テレビ番組は、劇場公開映画と異なり番組を納品することで制作費を受け取れるので、

劇場公開のように興行収入を待たずして利益を確定できるビジネスである。番組制作の生

産性を上げれば、予算より低い制作費となり、利益が増えるというインセンティブが生ま

れた。一方、マネジメント不足だと赤字を抱えることになるので、プロデューサーの役割

は映画より重要となった。 

 

映画会社系のテレビ番組製作会社は、映画の俳優を起用できるのでキャスティングには

困らない。しかし、映画俳優には専属費が掛かるので、それが番組にも割り振られ、番組

制作の固定費として重く圧し掛かることになる。 

 

テレビ番組の生産性向上策としては、次の施策により制作費の抑制効果があった。 

 

（１）番組ごとの独立採算制の導入による、どんぶり勘定からの脱皮 

（２）海外ロケの場合、航空会社などとタイアップする 

（３）再放送時の脚本利用料などは交渉によって低価格に抑える 

 

テレビ番組の制作については、映画のような大掛かりなスタッフ人数と異なり、１０～

２５名の小人数のスタッフで製作していた。映画と同じくテレビ番組の制作もディレクタ

ー中心であり、番組企画は、プロダクションから所属俳優を使うことを条件とした企画が

持ち込まれた。 

 

 

                                                  
１９１ 俳優・映画監督にお金を使わず、頭を使い低コスト映画『次に聞く声』を制作した。 
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 これらの、テレビ番組製作の生産性の向上施策は独立系製作プロダクションでは引き続

き努力が継続された。しかし、１９６５年頃から広告費の伸びに比例してテレビ局が番組

を自社制作するようになると、制作現場では、生産性の向上よりも視聴率獲得へとプロデ

ューサーの役割が変化していった。 

 

最近では、制作費の掛かる劇場映画方式のカメラワークの復活や出演料の高額な俳優や

タレントの起用など、かつての映画の製作体制に先祖返りしている傾向がある。 
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第６章 コンテンツの価値評価モデル（研究８） 

 

6.1 研究の目的 

  

 コンテンツの資産評価は、一元的な評価ではなく多元的な価値が複合的に組み合わされ

ており、その価値はバリュー・ドライバーとして評価モデル式の要素に利用することがで

きる。知的財産の価値評価モデルは、特許・商標で試みられており、先行研究からその評

価ロジックを参考にすることができた。しかし、「情報財」であるコンテンツは、特許・商

標の価値評価よりも二次利用による付加価値が変動する特徴がある。この二次流通による

価値の増減は、アウトカム・ロジックに基づき「価値モジュール」に置き換えることでコ

ンテンツのバリュー・チェーンが形成され、ひとかたまりの価値として評価することがで

きる。（図３１） 

 

図 31 価値モジュール（value driver）とバリュー・チェーンの構造 

 

（筆者による本研究から抽出した、コンテンツ価値評価要素のバリュー・チェーン） 

 

 研究の目的は、研究１～７までの結果を踏まえて VRA モデル式を導くためのバリュー・

ドライバーの確定とモデル式の構成、および評価ウエイトパラメーターを決定し、本研究

のコンテンツ価値評価モデルをプログラム実装するためのモデル式の設計を行う。 
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6.2 研究の範囲と方法 

 

 研究の範囲は、第４章（研究３）、および第５章（研究４～７）で抽出したコンテンツの

価値評価の要素であるバリュー・ドライバーを、どのように紐付けして構築するかを検討

する。第２章（研究１）、並びに第３章（研究２）は、評価モデル式で採用した定量化のた

めのネットワークモデルであり、不確実性を含む事象の予測や、合理的な意思決定に使わ

れる確率推論モデル１９２である。本研究では、本研究で収集した先行研究事例を含めて VRA

による格付けが可能なモデルを構築する。 

 

6.3 コンテンツの確率推論アルゴリズム 

 

6.3.1 コンテンツにおける確率推論 

 

 コンテンツは、工業製品のように規格が統一されているものではなく、多元的であり複

合的であることは、これまで述べてきた。また、すべてのコンテンツが設計図に基づいて

制作されるものではなく、価値モジュールをマイクロプロセッサーに例えるとバリュー・

ドライバーに相当するパーツの性能が明らかになっていない。よって、不確実な要素から

確率推論する方法がコンテンツの価値評価には適切である。 

 

 特に、アウトカム領域では接触があるかないか予測は難しく、その確率を推論する方法

をとることになる。確率推論を行う手法として、ネットワークモデルが利用されている。

第２章でコンテンツのヒット予測の先行研究をリサーチしたが、初期の学術研究モデルで

は、ニューラルネットワークモデルを利用して確率推論を行っている。しかし、実務稼動

モデルは、ベイジアンネットワークモデルを利用して確率推論を行っている。 

 

 また、経験則も確率推論のひとつであり、ニューラルネットワークモデルは、脳神経の

ニューロン（神経細胞）による情報処理をコンピューター内で実現しようとするもので、「形

式知」されない。しかし、頭の中ではニューロンによって情報処理され、確率推論結果と

して「暗黙知」と判断していることになる。 

 

 

 

                                                  
１９２ 本村陽一「ベイジアンネットワーク：入門からヒューマンモデリングへの応用まで」，

産業技術総合研究所デジタルヒューマン研究センター，行動計量学会第 7 回セミナー，2003
年，1 頁。http://staff.aist.go.jp/y.motomura/paper/BSJ0403.pdf (2011.3.22) 
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6.3.2 確率推論モデル 

 

（１）確率推論には、複数のモデルがある。確率推論は、確率という形で知識を蓄え、推 

論を行い、知識を更新していくモデルである。基本的な枠組みは次の通り。１９３ 

 

     【モデル式】 PሺB|Aሻ ൌ
୔ሺ୅|୆ሻ୔ሺ୆ሻ

୔ሺ୅ሻ
 

      P(B|A) ＝事後確率 

      (A|B)  ＝尤度（関数） 

      P（B） ＝事前確率 

      P（A） ＝規格化定数   ※A が観測されたという前提で B に関する確率 

 

（２）脳神経のニューロン（神経細胞）による情報処理モデルであるニューラルネットワ 

ーク（Neural Network）は、確率推論が神経細胞のように広がってゆくネットワー 

クモデルである。１９４ 

 

① 相互結合型ネットワークモデルは、すべてが結合されているネットワークモデルで 

ある。ニューロンに入力された情報は、その他のニューロンを経由して、加工され 

た後に再び元のニューロンに戻ってくるので、ネットワークの動作が複雑になる。 

（図３２） 

 

図 32 相互結合ネットワーク 

 

（和田山正研究室・菅沼義昇研究室資料より筆者作成） 

                                                  
１９３ 名古屋工業大学大学院工学研究科 和田山正研究室公開資料

http://www-tkm.ics.nitech.ac.jp/~wadayama/kikai07/infer1.pdf (2011.3.22) 
１９４ 静岡理工科大学総合情報学部 菅沼義昇研究室公開資料 

http://www.sist.ac.jp/~suganuma/kougi/other_lecture/SE/net/net.htm (2011.3.22) 
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② 複層型ネットワークは、複数のニューロンがグループ化されてユニットを形成し 

ている。各ユニットは階層を形成し、入力された情報は、層をまたいだ結合や逆

方向に伝わることなく単一方向に送られる。すなわち情報の流れは一方向であり、

相互結合型のようにフィードバックされない。（図３３） 

 

図 33 階層的なネットワーク 

 
（和田山正研究室・菅沼義昇研究室資料より筆者作成） 

 

③ 多層型ネットワークは、階層型ネットワークの入力ユニットと出力ユニットの間 

に中間層があり、中間層の数が多いほどネットワークの能力は高い。実際には、 

中間層の数を増やしても複雑になるだけで、目的に合った必要最低限で十分で 

ある。（図３４） 

 

図 34 多層型ネットワーク 

 

（和田山正研究室・菅沼義昇研究室資料より筆者作成） 
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④ 出力値の強さが常に 1 である仮想的なユニット u଴を仮定し，ユニット u଴ から 

   ユニット u୧ の重み w୧，0  を b୧とみなすことによって、次のように記述できる。 

 

            【モデル式】  s୧ ൌ bi ൅ ∑ w୬
୨ୀଵ i，j ୳ j 

 
 b୧   : ユニットu୧ のバイアス 

            w୧，୨ ：ユニットu୧ からユニットu୧ に与える影響の強さのウエイト 

  u୨    : ユニットu୧ の出力値 

 

ユニット u୧ を拡大すると次のようになる。 

 

 

（和田山正研究室・菅沼義昇研究室資料より筆者作成） 

 

   （３）ベイジアンネットワーク（Bayesian Network）は、複数の確率変数の間の定 

性的な依存関係をグラフ１９５構造によって表し、個々の変数の間の定量的な関係 

を条件付確率で表した確率推論モデルである。１９６ 

 

 

                                                  
１９５ 点（ノード）とそれをむすぶ線（エッジ）の概念がグラフ（Graph）という。 
１９６ 前掲 192「ベイジアンネットワーク：入門からヒューマンモデリングへの応用まで」，

1 頁。  
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ベイジアンネットワークの確率推論の前に、決定木（Decision Tree）に触れる 

必要がある。決定木は意思決定を行う為の選択肢から導くベイジアンネットワ

ークの基本的な枠組みとなる予測モデルである。決定木のアルゴリズムは、次

のモデル式で表せる。 

 

(x, y) = （x1, x2, x3…、 xk, y） 

 

     決定木のそれぞれのノードに情報を持たせて、親ノードからの伝搬だけでなく、 

     子のノードからの伝搬可能とした確率伝搬アルゴリズムが、ベイジアンネット 

ワークモデルである。モデル式は次のとおり。（図３５） 

 

     【モデル式】 P（Xଶ｜e）＝ P（Xଶ｜eା，eି） 

                             ＝ 
୔൫ୣషหଡ଼మ，ୣశ൯୔（ଡ଼మ｜ୣశ）

୔（ୣష|ୣା）
 

 

      （e）    : 観測された変数の情報 

      （X）   ：求めたい確率変数 

       P（X｜e）：事後確率 

 

図 35 ベイジアンネットワークの確率伝搬 

 

（和田山正研究室資料より筆者作成） 
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6.3.3 簡易推論モデル（国政選挙ケース） 

 

 実務では、複雑な確率推論モデルを使わずに、簡易なモデルを使用していることについ

て触れておく。国政選挙での立候補者の当確推論は、どのようなアルゴリズムによって決

定されるのか、筆者の勤務する放送局の選挙プロジェクトチームリーダー１９７にヒアリング

した。 

 

 ヒアリング前は、大型コンピューターに過去の選挙データベースが蓄積されて、「出口調

査」による頻度から、冘度や定数が仕組まれているのかと想像していたが、実際には政治

部記者が行う得票計算による経験則で判断していたことがわかった。但し、単なる経験則

だけではなく事前と当日に次の５つのプロセスを経て立候補者の当選確実（以下「当確」

という。）が打たれている。 

 

（１） 事前調査を概ね投票開票日３週間前と２週間前および１週間前 

    ・インターネット、オートコールなどの「メディア調査」実施 

    ・党の好き嫌い（温度評価）などの「電話調査」実施 

    ・重点地区（判断が難しい選挙区）での「候補者優位調査」実施 

 

（２） 選挙当日の調査（開票開始前） 

    ・「出口調査」で実測し、（参議院東京選挙区 150 箇所程度、１箇所 1,500～2,000 

サンプル）あわせて、過去の得票データと投票率に地域特性を加える（地域の 

クセ） 

⇒ 標準モデル策定（静岡県など） 

⇒ 投票人の年齢、性別などの属性分析をして、各候補者の 

予想得票数（率）を求める。 

 

（３） 選挙当日の調査（開票開始後） 

    ・得票数を双眼鏡で集計票の山の高さを測る、「開票台調査」で得票を目測する 

    ・各開票所での選挙管理委員会発表の独自集計 

   

（４） 開票前当確を打つ 

    ・数値をすべてポイント化する 

【モデル式】⇒ （
（出口調査数ൈ得票比率）୏

選挙人総数
×開票率）－変動ポイント 

※ K 値 ⅰ政党特性 ⅱ地域特性（都市型・農村型） 

                                                  
１９７ 株式会社 TBS テレビ報道局 選挙本部長 桶田敦氏 
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    ・同一選挙区の変動ポイント（心理誤報告）を減算する 

 ⇒５ポイント以内 

    ・人間の判断  

⇒ 次点との差が１５ポイントで当確を打つ 

 

（４） 開票後に当確を打つ 

    ・人間の判断  

⇒ 次点との差が５～１０ポイントで当確を打つ 

 

経験則を補完する 

    ・最終得票の各開票所での伸び率 

    ・サンプル代表値の整理（回帰分析など） 

 

 選挙開票速報サポートとして、マクロミル社１９８が下記分析手法を提供している。 

（表１３） 

 

表 13 リサーチメニューと調査・分析手法 

 

 
（出典：マクロミル社ホームページより抜粋） 

 

国政選挙の開票速報番組の画面に、開票を待たずしていち早く打たれる立候補者の当確

情報は、事前に各種リサーチデータを準備している。しかし、最終判断の当確分析手法に

ついては、複雑な分析手法を使わずに獲得票数のポイント化によって、テレビ局の選挙担

当者の経験則という確率推論で当確が打たれている。 

 

                                                  
１９８株式会社マクロミル http://www.macromill.com/（2011.03.22） 
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6.4 コンテンツの価値評価モデル 

 

6.4.1 価値モジュールのネットワーク 

 

 筆者の提案する VRA は、コンテンツの資産価値を格付けする評価手法であり、格付けの

ために定量的な数値が必要となる。格付けの数値を算出するモデル式を構築するために、

第５章（研究４～７）で価値要素となる価値モジュールであるバリュー・ドライバーを抽

出した。 

 

 そして、価値モジュールを構成するバリュー・ドライバーの要素となるパラメーターを

測定し、コンテンツ価値を生み出す価値モジュールのネットワークモデルを構築すること

で、本研究の目的であるコンテンツ資産価値としての評価をバリュー・チェーンによって

定量化することができる。コンテンツのバリュー・チェーンから導きだせるネットワーク

は、多元的な付加価値なので多層型ネットワークモデルとなる。（図３６） 

 

図 36 コンテンツの多層型モデル 

 

（筆者がモデリングした価値モジュールのバリュー・チェーンのネットワークモデル） 

 

 それぞれの価値モジュールを構成する本研究で抽出したバリュー・ドライバーの要素は

次のとおりとなる。 
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（１）価値モジュール CMV（Contents Management Value Driver） 

コンテンツをマネジメントするパラメーター。構成するドライバーとして、コン 

テンツをマネジメントするコンテンツプロデューサーのマネジメント範囲と     

マネジメント力を評価する。 

 

 

（２）価値モジュール IV（Industrial Value Driver） 

     コンテンツ産業構造の需要パラメーター。一次利用したコンテンツの流通経路規 

模を評価する。 

 

 

（３）価値モジュール RV（Rights Value Driver） 

        権利による運用パラメーター。コンテンツのライツ（著作権、著作隣接権、商標 

権など）の利用権利、利用制限、利用対価を評価する。 

 

 

（４）価値モジュール OV（Outcome Value Driver） 

    外部との接触による与益パラメーター。マルチユースの可能性を評価する。アウ 

トカムを生むためには、価値モジュール CMV と RV の影響を受ける。 

 

 

（５）価値モジュール MV（Marketing Value Driver） 

    受容環境のパラメーター。コンテンツ市場の受容度合いを評価する。マーケティ 

ング評価は、受け皿となるコンテンツ産業規模と権利者の許諾流通レベルの影響 

を受ける。 
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6.4.2 価値モジュールの評価方法 

 

 コンテンツ価値の評価について、「暗黙知」から「形式知」への転換を図ることを本研究

の目的としてきたが、主観的な評価を完全に客観的な評価へ転換することは難しい。但し、

価値モジュールの評価において、より具体的な標準項目を選択する手法は、データが蓄積

すればするほどベンチマーク事例となり「形式知」へ転換される。 

 

 評価方法については、次の５項目より算出する。１９９ 

 

（１）評価項目 ⇒ バリュー・ドライバーのコンテンツ価値要素。 

（２）評価方法 ⇒ １～３（２を標準とする）、１～５（３を標準とする）。 

（３）採点（評点付け）⇒ 主観的な尺度を避けるために、複数の専門家が望ましい。 

（４）ウエイト付け ⇒ バリュー・ドライバーの評価に対する重要度の比重値。 

（５）判定 ⇒ 評価点をウエイト付けされた加重平均値の合計値。 

 それぞれの価値モジュールの評価方法は次のようになる。 

 

（１）価値モジュール CMV（Contents Management Value Driver） 

 

 

 

 プロデューサーのマネジメント能力は映画作品の完成レベルだけでなく、事業展開の広

がりにも大きく影響する。映画産業の経年的な分析でも、東宝の森岩雄が導入したプロデ

ューサー制度は、現在の映画産業においても効果を発揮している。２０１０年度に１０億

円以上の興行収入を上げた映画作品のベスト１０作品のうち９作品がプロデューサー制度

を導入した東宝の配給する映画となっている。２００ 

  

プロデューサー制度は、映画完成後の興行責任を負う宣伝プロデューサーも含まれる。

                                                  
１９９ 前掲注 53『アーリーステージ知財の価値評価と価格設定』，pp95‐99． 
２００ 日本映画製作者連盟データベース http://www.eiren.org/toukei/index.html 
（2011.03.22） 
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また、プロデューサー業務は、すべての調整能力が求められており、単にキャスティング

や経費管理だけではなく、二次利用に関しても事前に取り決めをしておく能力も必要であ

り、価値モジュールのドライバー項目の能力を備えてウインドウコントロールを行うコン

テンツプロデューサーも含まれる。 

 

（２）価値モジュール IV（Industrial Value Driver） 

 

 

 

 市場規模については２０１０年の興行実績を採用し、スクリーン数や座席数については

現在の標準的な数値を基準としている。マーチャンダイジングは、宣伝的な要素もあるが

映画興行を上回る収入をはじきだすコンテンツもあり、事業収入としては見逃せない。イ

ンターネット利用のドライバーについては、これから拡大するメディアでもあり、送信可

能化による事業収入をドライバーとして加えている。 

 

（３）価値モジュール RV（Rights Value Driver） 

 

 
 

 コンテンツは「権利の束」であることから、権利者を保護する禁止権と権利者が独占的

に利用できる排他的独占権が多層的に重なり合っている。よって、利用する者と著作者、

および著作権者との取り決めにより利用範囲と収益配分も変化する。ドライバーとしては、

映画の著作物の映像部分と実演家部分を分けてビデオグラムやオンデマンド配信などの目

的外利用については確認事項とした。（著作権法によると、著作隣接権である実演家は映画

撮影時に録音・録画の許諾をしているため、目的外の利用については実演家の権利は制限
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される。しかし、最近では上映以外の目的外利用が未知数であることや、目的外の利用報

酬を初回報酬に加算すると制作費が高騰するので、DVD などの上映以外の利用については

別途協議としていることが多い。） 

 

 また、音楽原盤権は既存の商業用レコード利用ではなく、新たに劇盤製作することがあ

り、映画興行の配給収入外のマーチャンダイジング同様にドライバーとして加えた。 

 

（４）価値モジュール OV（Outcome Value Driver） 

 

 

 

 コンテンツの価値評価において、日本の伝統的な会計学手法で評価対象ではなかったド

ライバーを項目として取り上げた。自己完結型のビジネスによるインカムと、外部との接

点で発生するアウトカムによる与益の可能性を評価する。また、コンテンツの創造的サイ

クルによる持続的な好循環についてもドライバーとして加えた。 

 

 （５）価値モジュール MV（Marketing Value Driver） 

 

 

 

 マーケティングバリューは、エンタテイメントビジネスにおいて重要なバリューとなる。

その中での、コンテンツの認知と視聴意欲は情報財の利用行動の必須ドライバーとして挙

げられる。時代の流れや人口構成による女性比率と若年層へのリーチもドライバーとして

加えた。 
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 各ドライバー評点の１～３の設定ウエイトは、次の評定指標とする。（表１４） 

 

表 14 設定ウエイト 

 

 

6.4.3 コンテンツ価値評価モデル式 

 

 確率推論のコンテンツネットワークモデルによるコンテンツの価値の相関関係から図３

６のコンテンツ多層型ネットワークモデルを構築した。価値の要素となるバリュー・ドラ

イバーを評定した価値モジュールとコンテンツ制作費によって構成される評価モデル式を

設計した。 

 

 【コンテンツ価値評価モデル式】 

            VRA ＝ 
ሺେ୑୚ൈ୓୚ሻ＋ሺ୑୚ൈ୍୚ሻ

୔େ
ൈ RV     

 

               PC：Production Cost               

              CMV：Contents Management Value Driver     

              OV：Outcome Value Driver 

              MV：Marketing Value Driver            

               IV：Industrial Value Driver             

               RV：Rights Value Driver              
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【コンテンツ価値評価モデル式と価値モジュールの関数式の参照元】 

 

 

 

6.4.4 コンテンツ価値判定の格付け方法 

 

 コンテンツ価値評価モデル式によって算出された数値から、第４章（研究３）で提示し

た符号による格付けによってランクを決定する。VRA スコアが VRA 最尤曲線からどの符

号と合致するかは、第９章で述べる。 

 

6.5 研究の結果   

 

 コンテンツの価値評価モデルの構成は、その特徴である複合的な付加価値としてのバリ

ュー・ドライバーが流通によって生まれることから、第２章（研究１）の先行研究で取り

上げたネットワークモデルが有用であることが分かった。また、複数のバリュー・ドライ

バーを集約した価値モジュールのドライバーは、第５章のコンテンツ産業の事業価値から

抽出したものであり、価値要素が与える比重が異なることから、ウエイト付けを行い、価

値モジュールの評定調整を行った。また、評定をできるだけ客観的に行うために、ベンチ
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マークとして標準値を提示した。 

 

 コンテンツのモデル式の設計は、本研究の最終目的であるが、実務として評定できるよ

うに通常のパソコンで算出可能な簡易モデルとした。評定は人の判断に頼らざるを得ない

部分であり、評定者が多くなればなる程、評定分野に詳しければ詳しい程、データベース

としての VRA 曲線から導かれる格付けの精度が高まることになる。 
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第７章 コンテンツの価値評価モデルの実装と結果（研究９） 

 

7.1 研究の目的 

 

 第６章（研究８）で設計したコンテンツの価値評価モデルに、２００８年から２０１０

年まで過去３年間の邦画事業データを入力し、スコアリングしてコンテンツの格付けの変

換軸となる VRA 曲線を算出することを目的とする。この VRA 曲線は、過去データからの

統計的推定による事業結果の最尤曲線となる。 

 

7.2 研究の範囲と方法 

 

 映画興行評価と宣伝効果測定を行っているマインドベース社から、研究利用に限定して

２００８年～２０１０年までの邦画の興行成績、および DVD 売上げ、認知度・視聴意欲度

調査のデータを入手した。このデータを基に映画配給収入のインカムと DVD 販売によるア

ウトカムを合算して事業単位の収入とする。 

 

 評点については、価値モジュールのそれぞれのバリュー・ドライバーに筆者が評点をつ

けた。それぞれのドライバーのウエイトは、暫定的に筆者の経験則値を配置した。また、

製作費は邦画の定石となる想定金額とした。５つの価値モジュールから算出されたスコア

を VRA モデル式にあてはめて算出した値を VRA スコアとする。 

 

7.3 スコアリング 

 

 邦画データの中には、劇場版アニメーションや人気アイドルの主演映画および、アカデ

ミー賞受賞作品など通常の興行と異なる作品があるので、最尤値を出すために一部データ

マイニングが必要となった。次の６８作品中１７作品を対象外とし、５１作品をスコアリ

ングした。（表１５）スコアリングシートの明細は、本章に付録する。 
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表 15 作品リスト 

 

 
（筆者のスコアリング邦画一覧と対象外作品一覧） 
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7.4 認知率と視聴意欲度との影響 

 

 価値モジュール MV（Marketing Value Driver）のドライバーに「認知率」と「視聴意欲

度」を加えている。このマーケティングデータは、マインドベース社がオリジナル情報と

して入手したものだが、この分析情報はテレビ番組の視聴行動分析にも利用されている。

「認知度」とは、該当映画の何らかの情報を知っているかどうかであり、「視聴意欲度」と

は、該当映画を見に行くかどうかを数値化したものである。視聴意欲度を認知度で除算す

ると、その作品の推定需要となる。３年間の邦画のコンテンツ収益（配給収入と DVD 収益

金額）と認知視聴意欲度（意欲度/認知度）は、振れ幅は大きいが、対数近似値にするとコ

ンテンツ収益と同じ傾向がある。（図３７） 

 

図 37 収益金額と視聴意欲度との関係 

 

 

 

（出典：マインドベース社、2008 年度～2010 年度邦画データベースより筆者作成） 
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7.5 VRA 曲線の算出 

  

 過去３年間（2008 年～20010 年）の邦画５１作品を VRA モデル式によってスコアリン

グして、コンテンツ収益（配給収入と DVD 販売の合算値）から VRA 曲線を算出する。 

 

 VRA 曲線を算出するには、最小二乗法により単回帰分析を行う。（表１６） 

 

表 16 単回帰分析結果 

 

 

 表１６の回帰統計決定係数によると、邦画５１作品からスコアリングした数値とコンテ

ンツ収益のサンプル精度は、満足できる範囲であった。スコアの残差ばらつきもあり、VRA

曲線の算出データとして有意であることを示した。（図３８） 

 

図 38 スコアの残差グラフ 

 

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 

残
差

スコア



139 
 

 過去３年間の邦画実績データから、データマイニングのために通常の映画興行と異なる

１７作品を除き、５１作品を VRA モデル式でスコアリングして、コンテンツ収益との関係

について回帰分析手法を利用して、多変量解析を行った。サンプルデータとして、適切で

あったので、VRA モデル式から適切な価値評価スコアが算出されていることが確認できた。 

 

 次に、VRA 曲線については、回帰分析のスコア観測値を散布図にして、対数近似値曲線

を算出して格付け変換のための変換軸とする。（図３９） 

 

図 39 VAR 曲線の算出 
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第８章 コンテンツの資産評価手法の考察 

 

8 .1 検証方法 

 

 過去３年間の邦画劇場映画事業の収益履歴から、格付けの転換軸となる VRA 曲線を算出

することで、資産評価対象である劇場映画コンテンツを実際にスコアリングして格付けを

行う。格付け符号の定義を既に行っているが、VRA 曲線によって決定された格付け軸の符

号レベルは、適切な格付けになっているかチューニングを行う必要がある。 

 

 第４章のワンソースマルチユースによるコンテンツ市場の創出構造を詳しく調査・解析

しているので、その収益構造のデータで検証を行う。 

 

 検証方法は、評価対象とするコンテンツについて、VRA 曲線を算出したスコアリングと

同様に価値モジュールの評点を行う。そして、VRA スコアを VRA 価値評価モデル式から

算出して、VRA 曲線によって格付け転換を行う。 

 

 実際には、次のような段階を経るが、VRA 曲線が評価する環境に合致していないと不整

合となるので、最新のデータベースによる VRA 曲線の更新が必要となる。（図４０） 

 

図 40 VRA システム構成 
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8 .2 コンテンツの資産評価手法による格付け 

 

 第８章で算出した VRA 曲線が、容易に算出分析するために、スコア観測値グラフからで

はなく、回帰方程式の精度が多少変動するが分散図から対数近似値曲線を算出し、次の VRA

スコアボード表示に置き換える。（図４１） 

 

図 41 VRA スコアボード 

 

 

 そして、VRA による格付け符号を AAA～C まで設定して、VRA スコア格付け転換ボー

ドとして、VRA 格付けの変換ツールとする。（図４２） 

 

図 42 VRA スコア格付け転換ボード 

 

（筆者が過去３年間の邦画事業データから算出した VRA 曲線をもとに作成） 
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 第４章でコンテンツ格付け符号の定義をおこなったが、符号自体に厳密な境界線を設け

るのはコンテンツの不確実性から難しいので、符合の中間に格付けが位置した場合には、

実際の企業格付けと同様に＋や－の数で決定する。符合は次のように定義する。 

（表１７） 

 

表 17 コンテンツの格付け符号と定義（第４章 表５と同じ） 

 

 

各符号間のランクについては、企業格付けと同様に「＋」「＋＋」「－」「‐‐」で調整する。 

ex) 「AA+」「AAA－」「BBB+」「CCC+」  

 

8 .3 VRA 資産評価手法の検証 

 

 VRA スコア格付け転換ボードを検証するために、第４章（研究３）でコンテンツの波及

効果が認められる事例として扱った劇場映画３作品について、検証する。 
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（１）200 億円の市場創出をした大ヒット劇場映画『世界の中心で、愛をさけぶ』の事例。 

 

 
格付け評価は「AAA」となり、８３億円の興行成績と同額のマーチャンダイジング事業

収入があり、トリプル A に相応しいアウトカムが生じており、相当の資産価値として判断

することができる。 
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（２）『世界の中心で、愛をさけぶ』の大ヒットを受けて、急遽製作された、同じ時代の流 

れを狙う１００億円の市場を創出した劇場映画『いま、会いにゆきます』の事例。 

 

 

 
格付け評価は、「AA＋」となり、４８億円の興行成績と同額のマーチャンダイジング事業

収入があった。コンテンツ価値の規模的にはトリプル A の半分となっているが、同じビジ

ネスモデルでアウトカムが生じており、相当の資産価値として判断することができる。 
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（３）テレビドラマ放送時から既にコアなファンが存在しており、映画化を期待され、 

６０億円の市場を創出した劇場映画『木更津キャッツアイ』の事例。 

 

 
格付け評価は、「A－」で、１５億円の小規模な興行成績であったが、マーチャンダイジ

ング事業収入は、映画興行を上回る収入となった。テレビドラマから見ると二次利用が一

次利用を上回ったケースで、A スコアであることから、シリーズ化などで好循環の可能性が

あるコンテンツ資産価値として判断ができる。 
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8 .4 コンテンツの資産評価手法の検証結果 

 

 VRA スコア格付け転換ボードに検証コンテンツ事例のスコア数値を「当てはめる」前に、

検証事例のコンテンツ力に格差があると懸念した。投資製作費や出演者、ファン層もそれ

ぞれ異なるが、この３事例で検証した限りでは、格付け自体は各作品の規模に相応しい格

付けランキングとなっており、現段階では VRA 曲線から導かれる格付けは適正であった。 

 

 また、VRA スコアのウエイトについて適切であるかどうかを検証するために、それぞれ

異なるウエイト付けをシミュレーションした結果、ウエイト差が変わることにより、次の

ような設定ウエイトスコアと異なる不規則なスコアを示した。（表１８） 

 

 「設定差０」は、ウエイトを全く考慮しなかった場合、「設定差１と２」は設定ウエイト

に対して１と２の異なるウエイト差を置いたものであり、全てが設定ウエイトより低いポ

イントとなった。この傾向は、バリュー・ドライバーの評点と設定ウエイトの相関が合致

していることを示すもので、それぞれの価値モジュールにおける設定ウエイトはドライバ

ーにより異なり、現在の環境ではバランスよく設定されていることになる。（表１８） 

 

表 18 設定ウエイト変化によるスコアの変化 
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第 9 章 結論 

 

1. 個別研究結果 

 

（１） 研究１（第２章 コンテンツの資産評価） 

 

コンテンツの資産評価手法として、伝統的な会計学のアプローチでは、事業評価

が十分でないので評価領域に限界があった。但し、会計学の無形資産区分であるバ

リュー・ドライバーは、コンテンツ価値評価要素として整理が可能であり、次の３

項目のバリュー・ドライバーとして集約できた。 

 

①「ライツの取得」を集約した権利評価ドライバー 

②「産業の特徴」を集約したコンテンツ産業特性ドライバー 

③「受容の精度」を集約したマーケティング評価ドライバー 

 

（２） 研究２（第３章 知的財産の評価） 

 

知的財産（特許・商標）の価値評価方法の試みはされているが、標準化されたも

のはなかった。その理由として、知的財産の価値は、普遍性・安定性について脆弱

であり、将来の期待収益を定量化することが困難である点が挙げられる。特許権の

価値評価の先行研究である広瀬らの特許評価モデル【PatVM】と、商用モデルであ

る韓国ウィズドメイン社の公表している評価アルゴリズムは、コンテンツ評価モデ

ルとしても利用できる項目を抽出した。 

 

①【PatVM】からは、複数のバリュー・ドライバーを総合評価することを期待し 

たキャッシュフォロー・アプローチの有用性。 

    ② 評価アルゴリズムからは、順位別等級（格付けランク）算出評価方法と項目別 

（ドライバー）の加重値の設計ポリシー。 

 

（３） 研究３（第４章 コンテンツ産業の評価モデル構造） 

 

コンテンツは、複合的な価値であるが故に評価は難しいが、コンテンツの多様性

を価値モジュールとして整理すれば定量化が可能であることが分かった。また、第

４のバリュー・ドライバーとして、付加価値であるアウトカム・ロジックを加えた。

そして、バリュー・ドライバーを寄与率によってウエイト評価し、価値モジュール
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としてまとめ、その相互依存連携を評価要素として構築する設計ポリシーが固まっ

た。 

 

   ①「ライツの取得」を集約した権利評価ドライバー 

②「産業の特徴」を集約したコンテンツ産業特性ドライバー 

③「受容の精度」を集約したマーケティング評価ドライバー 

 

     追加する４番目のドライバーとして、 

④「外部との接点」を集約したアウトカム評価ドライバー 

 

（４） 研究４（第５章 コンテンツ産業におけるエンタテイメントビジネスの特性） 

 

コンテンツの評価要素を抽出するために、エンタテイメントビジネスとビジネス

モデルについて定性的資料からバリュー・ドライバーを分析した。コンテンツ産業

は相互依存連携による価値連鎖によりバリュー・チェーンが形成されている。 

 

コンテンツは、文化産業としてコンテンツ単体の経済的価値だけではなく、周辺

産業への経済的波及効果がある。特に映像ソフトは“Trade Follows the Films” 

    といわれるように、映像に映し出されるものや、シンクロナイゼーションされる音 

楽など、あらゆるものを包括的に輸出することができた。日本が取り組んでいる 

クール・ジャパン２０１がそれにあたる。 

 

 さらに、コンテンツ産業の産業化に力を注いでいたのが映画会社であり、その映 

画会社で活躍した人物の自叙伝から、産業化施策に関するキーワードを抽出するこ 

とができた。それをコンテンツビジネスのバリュー・ドライバーとした。 

 

 エンタテイメントビジネスにおいては、コンテンツの源流である著作物の著作権 

のマネジメントが不可欠である。コンテンツで利用する著作物の権利については、 

利用許諾が多ければ多いほど手続きが複雑になり、費用もかかる。一般的に広範囲 

の許諾を得れば、それだけ多くの対価を支払うことになる。また、権利取得の範囲 

によって事業展開も異なり、事業を伴わない権利取得はコスト増となり、権利がな

いのに事業展開を行うと権利侵害行為となる。 

 

 

                                                  
２０１ クール・ジャパン（Cool Japan）日本の文化面でのコンテンツ・ソフト領域が国際的

に評価されている現象。 
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このような権利取得と事業展開について、シミュレーションを行った。エンタテ 

イメントビジネスでは、初めてのポイント比較による可視化を試み、ライツマネジ 

メントがバリュー・ドライバーとして、価値評価に影響することを実証した。 

 

① 製作費をコントロールする「プロデューサー制度」の導入 

② 社会の関心事を探る「マーケティング」の導入 

③ 出演者と監督の評判による「スター制度」の導入 

④ 取得権利範囲と事業展開による「ライツマネジメント」の導入 

 

（５） 研究５（第５章 複製芸術がもたらした生産性の向上） 

  

 複製芸術は、実演芸術の複製による大衆化という現象と、生産性の向上という産

業構造の転換をもたらした。この現象について、ボウモルのコスト病研究の追試を

日本映画産業で行うことで、コスト病回避のために施された生産性の向上という、

バリュー・ドライバーを抽出した。 

 

   ① 生産性の向上施策による産業化 

 

（６） 研究６（映像コンテンツ産業の経年的分析） 

 

コンテンツを「生産」する映画産業とテレビ放送事業について、日米比較を行う 

ことで、映像コンテンツ産業の経年的な特徴を捉えてコンテンツ事業におけるバリ 

ュー･ドライバーを探した。 

 

 日米の比較研究では、技術改革を経て産業化した米国と、戦後の技術移転による 

急激な産業化を促された日本とでは産業化のプロセスが異なる。撮影、放送、視聴 

機器技術においては、技術の標準化が普及に大きく寄与している。マネジメントと 

いう管理技術とマーケットの規模による収益の可能性をバリュー・ドライバーとし 

て抽出した。 

 

① 技術の標準化による設備の汎用性 

② プロデューサーによるマネジメント力 

③ コンテンツマーケットの規模 

④ グローバルマーケット展開の可能性 
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（７） 研究７（第５章 実務家によるコンテンツ価値評価の実態） 

 

     研究文献や調査資料と、実務感覚との乖離を避けるために、コンテンツ事業担当 

者、ならびにコンテンツ関係団体および行政官庁担当官の実務家１２名にインタビ 

ューを行った。このフィールドワークを通じて、コンテンツの価値評価となる情報 

からバリュー・ドライバーの構成要素を把握した。 

 

東宝副社長を務めた森岩雄氏のご子息である森伊千雄氏からは、プロデューサー 

制度を導入した同時の岩雄氏の苦悩について証言を得ることが出来た。安倍道典氏 

からは、大映社長永田雅一氏のもとで映画制作からテレビ映画制作へ業態変化させ 

た当時の制作現場の課題を伺うことができた。 

   

（８） 研究８（第６章 コンテンツの価値評価モデル） 

 

      コンテンツの価値評価モデル式の要素として、バリュー・ドライバーを５つの価 

値モジュールにまとめて、バリュー・チェーンを構成した。評価モデル式のアルゴ 

リズムは、ネットワークモデルを参考に多層型ネットワークでコンテンツのバリュ 

ー・チェーンネットワークモデルを設計した。 

 

 価値モジュールの評価方法については、できるだけ客観的に評価ができるように 

工夫したが、どうしても評点付けは人に頼らなければならない。そこで、国政選挙 

の当選確率推論で利用されているモデル・ベンチマークを設け、標準より「多い・ 

少ない」で容易に判断できるようにした。バリュー・ドライバーの評点は、ウエイ 

トパラメーターにより、ドライバーが価値モジュールに寄与する割合をウエイトに 

よってコントロールすることとした。 

 

 本研究の最終目的である【コンテンツ価値評価モデル式（VRA）】は、当初は予 

測分析専用ソフト「EViews6」を採用する予定であった。しかし、その後ニューラ 

ルネットワークモデルやベイジアンネットワーク構築支援システムの「BAYONET」 

など、確率伝搬アルゴリズムモデルが採用された。今後さらにシステム開発が進む 

ことから、本研究では、基礎研究として利便性の良い Microsoft Office Excel 2007 

を使用することにした。 
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（９） 研究９（第７章 コンテンツの価値評価モデルの実装と結果） 

 

     VRA によるコンテンツの格付けは、格付け転換軸となる VRA 曲線が必要となる。 

    VRA 曲線は、過去３年間の邦画実績をデータマイニングし、VRA モデル式によっ 

て算出した。VRA スコアをコンテンツ収益実績値と組み合わせ、回帰分析を行うこ 

とで対数近似値からVRA曲線を算出した。VRA曲線は、サンプルデータのRଶ=0.9322 

となり、信頼できる最尤値であった。 

 

（10）考察（第８章 コンテンツの資産評価手法の考察） 

 

    研究８で設計した【コンテンツ価値評価モデル式（VRA）】を研究９で実装稼動さ 

せて、VRA 曲線を算出した VRA スコア格付け転換ボードからランクの格付けを行 

った。VRA 格付けランクを Y 軸に持たせ、VRA スコアを X 軸で読み、VRA 曲線を 

転換軸として、評価したコンテンツ資産価値の格付けを行った。 

 

検証コンテンツは、ワンソースマルチユース分析実績のある３つのコンテンツで

検証した。VRA モデル式によるスコアから格付け転換した結果は、２００億円規模

の市場創造コンテンツが「AAA」、１００億円規模のコンテンツは「AA+」、６０億

円規模のコンテンツが「A－」となった。 

 

また、偶然の一致も検証するために、ドライバーの評点ウエイトを同じコンテン

ツで変動させて、格付け判定の信頼性を検証した。結果はいずれも低い格付けとな

り、VRA が適正に格付けされていることを証明できた。 
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2.  VRA の課題 

 

 コンテンツの資産評価手法としては、モデル式を設計しても価値要素となる価値モジュ

ールのバリュー・ドライバー評定において、人的判断によって評点を付けることから主観

的な観点を完全に払拭することはできなかった。しかし、確率推論では経験則も推論方法

のひとつであり、コンピューターを稼動させるベイジアンネットワークモデルも人工知能

モデルであることから、複数の専門家（その業務に就いている方で十分）によってその人

的評価の精度を高めることができれば VRA の格付けの信頼度は高まり、より正確な価値評

価が可能となる。 

 

今後の研究課題として重要なことは、次の２点である。第一に、常に新しい変動情報を

VRA 曲線に付与し、経済環境や法改正、時代推移によって VRA 曲線を変動させることが

必要である。第二には、スコア評点の標準値や格付けランクのポジションを、期間や経済

環境によって調整することが今後の課題として残った。 

 

また、VRA 曲線を算出するにあたり、３年間の邦画実績をデータマイニングした関係で、

スコアの残差に偏りが発生したことから、全ての実績データを取り込むと VRA 曲線が多少

変化する可能性があるのではとの指摘を受けた。今後の追加研究で確認する。 

 

3．コンテンツの価値評価要素 

 

本研究は、映像コンテンツの創成期から現代までの事業特徴を経年的に捉え、その評価

要素からコンテンツの価値評価を行うための評価モデル式を設計することが目的であった。

そのため、研究範囲はコンテンツ産業論から知的財産法、会計学、数理分析、評価手法分

野におよぶ学際的な新領域の応用研究となった。 

 

 コンテンツの価値要素を数値化して、その要素数値が価値評価におよぼす影響を、どの

ような決定理論によって定量分析可能な評価モデルとして設計するのかが研究の中心とな

った。特許権などの無形資産の価値評価は複数研究されていたが、コンテンツの価値評価

の系統立った研究はこれまでなされておらず、コンテンツ流通において必須である価値評

価を行い、さらに無体財としての資産価値評価を行った。 

 

 本研究を通じて、コンテンツの価値の評価が難しい理由としては、特許権などの知的財

産のように評価要素が可視化されていないことが挙げられる。また、コンテンツ業界は未

だに産業化されていないことも理由のひとつにある。コンテンツ産業は、それぞれのエン

タテイメント分野で活躍しているプレーヤーの集団によって構成されており、それぞれが



154 
 

独立分離しているため、産業構造の体をなしていないといっても過言ではない。唯一、長

い歴史のある映画産業は、東宝の森岩雄らが生産性を上げるためにプロデューサー制度の

導入に尽力したように、産業化に向けて映画会社の経営者によってプレーヤー同士で十分

な連携が取れるようにコンテンツマネジメントを行っていた。 

 

 コンテンツの価値評価要素の抽出では、伝統的な会計学アプローチによる評価手法の中

で、インカム・アプローチの DCF 法のように、将来の価値を現在の価値に割り引いて算出

する方法がある。しかし、このアプローチはコンテンツ自体が不確定なものであり、不動

産のように安定した財産ではなく、情報財として消費されるため不向きであった。 

 

 コンテンツの価値評価の先行研究については、海外で情報処理技術を使った映画のヒッ

ト予測が研究されており、予測レベルも実用段階にあった。日本における評価システムは

民間企業がサービスを提供しているが、その仕組みは非公開となっているので、その全貌

は入手できなかった。 

 

 コンテンツの付加価値を定量的に把握できる知的財産の価値評価ロジックとしては、ア

ウトカムの概念が有用であった。これは、私的便益と社会的便益に整理する方法であり、

アウトカムは外部と接触して与益が生まれるというロジックがコンテンツの付加価値を整

理するうえで役立った。 

 

 特許などの知的財産の評価方法の多くは、価値としてバリュー・ドライバーに注目して

おり、権利以外にも事業化の評価が加えられている。知的財産権は利用しないと価値を生

まないので、事業価値は評価のバリュー・ドライバーとしての評価スコアで大きなウエイ

トを占めることになると感じた。 

 

 コンテンツの価値評価の場合、ヒットしたものは加速度的に付加価値が増加するので、

事前の予測は難しいものであった。その中でも、バリュー・ドライバーの組み合わせによ

るバリュー・チェーンが好循環を生むようにマネジメントすることで、付加価値が生まれ

る確率が高くなることに気づいた。バリュー・ドライバーについては、コンテンツ市場に

おいて、エンタテイメントビジネスの仕組みや著作権の利用範囲が事業価値に大きく影響

を与えていることを確認した。 

 

 映画などの複製芸術がコンテンツ産業にもたらした影響は、労働集約性の高いコンテン

ツ業界に内在しているボウモルのコスト病を生産性の向上で回避した事実があった。ウイ

ンドウの拡大はコンテンツ流通経路の拡大であり、そこには新旧メディアの興隆と衰退が

ある。これまでの日米のメディアを比較しても、大衆娯楽の流れはどちらも同じ道を辿っ
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て来ている。但し、日本のコンテンツ産業は国内マーケットが中心であるが、米国はハリ

ウッドの映画産業のように海外マーケットに向けてコンテンツが制作されている点が価値

評価における規模の違いである。 

 

 また、コンテンツ業界の複数の実務家に対して、コンテンツ流通についてヒアリングを

実施したが統一した見解を得ることはできなかった。この結果は、コンテンツ業界の価値

観は一元的ではなく、複数の価値観を持つ多元的な集団によってコンテンツ産業が成り立

っており、それだけコンテンツの価値要素も多く存在することが実証できた。 

 

4．価値評価モデルの設計 

 

 コンテンツの価値要素を抽出して、バリュー・ドライバーを価値モジュールにまとめた。

その各価値モジュールを確率推論のアルゴリズムとしてモデル化を行った。コンテンツの

多元的複合価値から多階層ネットワークモデルを参考にコンテンツの価値評価モデルを設

計した。また、多様な分析手法があるが、実務的にはやはり人間の経験則による判断が確

率推論としても有効であることがわかった。 

 

 コンテンツ評価モデルについては、何を主軸とするか悩んだが、コンテンツビジネスに

おいて、やはり重要なものは利益であるので、コンテンツ制作費をネットワークの基盤と

して、それぞれの価値モジュールの受け皿とした。また、権利関係の価値モジュールは重

要であることから、単独でかつ全体に影響をおよぼすように設計した。 

 

 価値モジュールの数値評定については、共通した評点方法でバリュー・ドライバーの種

類も各５つに絞った。また、評定においては、標準値をベンチマークとして設定し、評定

のばらつきが大きくならないようにした。いずれもエクセルで集計してスコアリングがで

きるようにした。 

 

 VRA のポイントは VRA 曲線という過去実績をデータベースとして最冘曲線を作りあげ

ることにある。その VRA 曲線が格付けランクと連動し、評価したいコンテンツの格付けラ

ンクが決定するので、重要な転換軸である。この VRA 曲線を算出するのにとび抜けたスコ

アを排除したことで、安定した VRA 曲線を表すことができた。実際に評価対象とする３つ

のタイプの劇場コンテンツを評価したところ、VRA スコアから VRA 曲線で転換して示し

た VRA ランクの格付けは、３つとも実際の事業評価に相当しており、コンテンツの価値評

価からスコアリングされたコンテンツの格付け手法による価値評価の有用性が証明できた。        
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あとがき 

 

1. コンテンツの資産評価とコンテンツ取引 

  

 本研究は、コンテンツを他の知的財産同様に評価することが出来ないかと考えたことか

ら研究を始めた。コンテンツは創造するものであり、制作者の思想・感情を創作的に表現

するものであると著作権法第２条１項１号にあるように、著作物であるコンテンツは多元

的であり複雑な価値構造をしている。 

 

 本研究においては、形式的な数式論証によって価値評価モデルを論じるのではなく、実

際に実務で活用できるロジックを立てることが、社会人院生の果たすべき課題であると心

得て取り組んだ。そのために、コンテンツの持つ要素を丁寧に紐解き、その本質を掴むべ

く文化経済学や産業社会学、法学、会計学分野、人工知能分野であるニューロンやベイジ

アンネットワークに至るまで学際領域を幅広く追究した。 

 

その成果として、概念だけに終わっていたコンテンツ評価手法であるバリューレーティ

ング・アプローチ（Value Rating Approach）のモデル式を、本論文にて設計・実装・検証

することができた。 

 

 コンテンツを資産として取り扱うメリットは、知的財産を組織的にマネジメントするこ

とで、一の価値を大きく膨らますことができるからである。コンテンツが流通することで、

文化的にも経済的にもあらゆる波及効果が期待できる。 

 

 コンテンツの取引において、日本では放送局のように制作者が伝達者も担っており、著

作隣接権（Certain rights called neighboring on copyrights）のように著作者と流通が強く

結ばれてきた歴史がある。近年は、新たなウインドウである媒体が増えて、流通経路も多

くの選択肢ができた。 

  

 米国では、シンジケートといわれるコンテンツ流通があり、フィン・シンルール（Financial 

Interest and Syndication Rule）やプライムタイムアクセスルール（Prime Time Access 

Rule: PTAR）２０２によってそのコンテンツ流通が加速された。日本では、１９９１年によ

うやく設立された民間衛星放送局２０３によって、放送番組の大量調達が始まった。それまで

日本からも海外向けにコンテンツ販売を行っていたが、番組販売の最初は、１９６０年代

                                                  
２０２ それぞれ 1995 年と 1996 年に廃止されている。 
２０３ 1991 年 4 月 1 日に日本衛星放送（現・WOWOW）が民間で初めて衛星放送を開始し

た。 
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につくられた平井和正原作、桑田次郎キャラクターデザインによるアニメーション『エイ

トマン』であった。 

 

『エイトマン』は、その後１９８７年に公開されたアメリカの映画『ロボコップ』や『タ

ーミネーター』などに影響を与えたが、テレビ番組はもっぱらアメリカのファミリードラ

マが日本に流入していた。２０４当時の日本は、テレビは海外の番組を購入するものであり、

映画は映画館で鑑賞するものと考えられ、日本の作品を積極的に海外へ売り込むことなど

考えも及ばなかった。黒沢明監督の『羅生門』が１９５１年第１２回ヴェネツィア国際映

画祭でグランプリを受賞するまで、日本のコンテンツが海外流通することは少なかったと

思われる。 

 

このように、日本市場においては２００２年の「知財立国宣言」以降、著作物であるコ

ンテンツを知的財産として活用しようとしても、制作者や伝達者から容易に分離して流通

することは難しい歴史があった。コンテンツを第三者と取引したり、コンテンツ製作に投

資したり、コンテンツを保有する会社を評価する場合、コンテンツ資産価値が問われるこ

とになる。 

  

2. VRA（Value Rating Approach）の成り立ち 

 

コンテンツの資産評価に格付け手法である VRA を用いた経緯は、社会人大学院である金

沢工業大学大学院工学研究科（虎ノ門キャンパス）で、青山学院大学教授の菊池純一（KIT

客員教授）から、知的財産の価値評価に関する講義を受けたことに端を発する。その講義

でアウトカム・ロジックについて学んだのだが、このアウトカム・ロジックがコンテンツ

の価値評価にも使えるのではないかと考えた。当時、筆者の勤務先の同僚であった染谷昌

嗣氏とテレビ番組の資産評価について取り組み、青山学院大学ビジネスロー・センターで

独自の評価手法を考えたものが、「格付け」による VRA コンテンツ評価手法であった。 

 

 放送は空気を売っていると言われるが、それがまさに「情報財」であり、掴みどころの

ないコンテントなのである。コンテンツを「コンテント」と真正面から言い切る研究者が、

筆者の指導教授である濵野保樹 東京大学大学院教授であった。コンテンツを価値評価する

ためには、「コンテント」を経年的にひとつひとつ丁寧に学ばなければならず、技術特許の

ように簡単には評価はできないことから、メディア環境学研究室に参加させてもらった。 

 

本論文では、コンテンツの価値評価モデル式と一見無関係のような研究部分もあるが、

                                                  
２０４ 1962 年から東京放送（TBS）が放送を開始した青年医師のドラマの『ベン・ケーシー

（Ben Casey）』は番組販売の初期にあたる。 
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文化は産業革命以前から脈々と続いており、１９６０年代のボウモルのコスト病の研究で

もおろそかにできない。ボウモルが調べたものを追試することから始めて、ようやくコン

テンツ産業の全体が見えてきた。 

 

 研究の一環として世界に目を向けてみると、米国はもちろんのこと、フランスの文化政

策においては並々ならぬ文化保護がなされていた。筆者は日本でもその文化価値を資産と

して評価しようとしたのであるが、なかなか文化産業の本質が見えず困っていたところ、

意外にも日本の映画産業を担ってきた宝塚の創設者である小林一三や映画を産業化するた

めに努力を惜しまなかった先達の記録が役立った。伝記には、価値評価のネットワークモ

デルなどは記載されていなかったが、映画事業の産業化に向けた取り組みが残っていた。 

 

 このような産業化の要素から、コンテンツの価値評価を抽出して、知的財産の価値評価

手法を使い、コンテンツの価値モジュールを複数抜き出した。そして、ネットワークモデ

ルを利用し、「暗黙知」を「形式知」にするために価値評価モデル式を設計した。高度なシ

ステムプログラムより、人間のニューラルネットワークに依存する部分を残し、できるだ

け客観的に、できる限り定量的に数値化できるように研究に取り組んだ。 

  

3. 東日本大震災とコンテンツ 

 

２０１１年３月１１日１４時４６分にマグニチュード

9.0 の東北地方太平洋沖地震が起こった。翌日、TBC 東北

放送の中継ヘリコプターからのライブ映像を見て、その被

害の甚大さに衝撃を受けた。その後、福島第一原子力発電

所の非常用電源が稼働せず、二次災害が発生した。その影

響を受けて、首都圏の電力供給が不足して、計画停電の実

施となり、交通機関や住居地エリアでの電力制限が行われ

た。 
 

（出典：US. Geological Survey）

  

 甚大な被災状況が明らかになって、海外からも“Pray For Japan”と支援の声が挙がっ

た。励ましのメッセージは You Tube などの動画サイトや SNS で海外からも数多く届けら

れた。「ミッフィー」の生みの親であるオランダのグラフィック・デザイナー、絵本作家で

あるディック・ブルーナ氏は、「涙を流すミッフィー」を新聞社に届けた。 
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あまり泣かない子ウサギのミッフィーが大粒の涙を流し

ている様子には、キャラクターを通じてブルーナ氏の励ま

しのメッセージが込められている。「この涙には、被災され

た方々に対する深い悲しみと愛らしさが感じられる」と朝

日新聞の記者は報じた（2011 年 3 月 27 日朝日新聞朝刊）。 

 

話さないキャラクターが、強いメッセージを我々に伝え

てくれる。どうしてこの子ウサギが、大粒の涙を流すこと

で、深い悲しみと励ましのメッセージを伝えることができ

るのだろうか。これは、本研究の価値評価モデルでは及ば

ない、そして評価対象としてはいけない、コンテンツの未

知なる事象であると思う。

4. 謝辞 

  

 本研究論文の執筆を終えて、皆様にご指導、助言、ご協力を頂いたことに関して、感謝

の言葉を残したい。 

 

 コンテンツを資産として評価する手法について、アウトカム・ロジックという概念を与

えて頂き、「格付け」で価値評価する手法である Value Rating Approach（VRA）へと導い

てくださった青山学院大学法学部長、大学院法学研究科長の菊池純一教授には、青山学院

大学法学研究科附置ビジネスロー・センターにおいて、本研究のアプローチを教示して頂

いたことに心より感謝申し上げます。 

 

 本論文の中間審査において、論文審査委員会副査である東京大学大学院新領域創成科学

研究科 岩田修一教授からは、学術研究として進めると同時に実社会においても利用するこ

とができる研究成果を目指すように助言を頂きました。社会人院生として、研究目的は実

務に応用できる学術研究であることを再認識して、その後の研究に取り組めました。また、

審査を引き受けてくださった大宮司啓文准教授からは論文構成について、広田光一准教授

からは検証方法について、槍目雅准教授からは社会的意義について助言を頂きましたこと

に心から感謝を申し上げます。 

 

 私の指導教授である東京大学大学院新領域創成科学研究科 濵野保樹教授には、コンテン

ツ産業を学術的に分析する研究方法の指導を賜りました。それにより VRA の概念だけでは

価値評価できなかったものが、コンテンツ産業の経年的分析と広く資料を収集することで、
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コンテンツの価値判断要素を抽出することが可能となりました。また、社会人院生ゆえ、

勤務後の夜や週末に演習指導の時間を割いて頂き、論文指導において早朝・深夜のメール

送信の非礼をお詫びするとともに、丁寧なご対応とご指導を賜り、心より御礼申し上げま

す。 

 

 客員共同研究員の小泉（内田）真理子さんをはじめ、メディア環境学研究室のみなさん

には、メディア環境及びソフトパワーに関する研究領域で基礎研究データを活用させて頂

いたことに感謝致します。 

 

実務家へのインタビューは、２年間の月日を要しましたが、みなさん快くインタビュー

を受けてくださり、貴重な実務情報を提供して頂きました。マインドベース株式会社（現 ジ

ェネシス株式会社）の福島泰氏からは、研究用に限定して過去３年間の貴重な邦画データ

を提供して頂き、VRA 曲線の基本データとすることができました。このデータがなければ

本研究は成り立たなかったものであり、研究へのご協力に深く感謝致します。 

 

最後に、就学・通学に関して配慮して頂いた勤務先の人事部、職場の上司や同僚、コン

テンツビジネスに関する知見を得た contents_future 研究会と交渉学倶楽部のメンバー、そ

して、あらゆる側面で支えてくれた家族に対して、その好意と協力に感謝致します。 

以上 

 

２０１１年５月１５日 ５：００AM ＠栗小屋 
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【学会誌投稿論文】 

 

[テーマ：知財の価値モジュール] 

「コンテンツマネジメントの論理－ＴＶコンテンツ資産評価への取り組み」 

田中康之. 染谷昌嗣 2007 年度 日本知財学会誌 第 3 巻第 2 号  

 

[テーマ：交渉における創造的選択肢] 

「コンテンツビジネスに関わる契約の創造的選択肢が戦略的な提携に及ぼす影響 

－コンテンツマネジメントの交渉学」 

田中康之 2010 年度 日本知財学会誌 第 7 巻第 2 号 
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【業務経験】 

 

 本研究と深く関わっているために、筆者のこれまでの実務経験を説明する。 

 

１９９４年からテレビ局の営業部門でテレビ番組の提供営業、事業部門で映画製作およ

びマーチャンダイジングに関わり、現在は番組のライツマネジメントを行うメディアライ

ツ部門に所属している。部署を横断した活動としては、ドラマになりうる原作を公募して、

先ず「書籍化」を行って原作をつくり、それを「テレビドラマ化」および「ラジオドラマ

化」し、予め権利者（原作者、脚本家、実演家）の権利処理（許諾）を得て衛星放送やイ

ンターネット配信、電子書籍などのマルチユース設計を行う業務を２度に亘り４年間主体

的に関わってきた。２０５ 

 コンテンツの取引については、コンテンツ流通がようやく活性化した現在でも、ライセ

ンスを行うことはあってもコンテンツそのものの譲渡は稀である。取引があったとしても、

事業会社の解散や経営難による売却であり、その場合でもコンテンツとしてではなく債権

として評価されていることが多い。中小規模のプロダクションが製作したもは、実際「埋

蔵」されているコンテンツも多く、コンテンツ市場で既に流通しているものは、流通機能

の窓口がある一部分のコンテンツだけである。そのために、資産としての価値評価や流通

促進するためのコンテンツの価値評価が求められている。その状況を現場での実務経験を

通じて強く感じている。 

 

【行政機関協力経験】 

 

 行政機関の要請により、各省庁の検討会および委員会に実務家の立場で参画した。 

 

【経済産業省】２００８年度 商務情報政策局文化情報関連産業課 諮問メンバーとして 

コンテンツ活用型地域振興事業「ロケーション支援人材等コンテンツ人材育成事業」２０６

準備諮問部会にて、振興事業に向けた具体的なロケーション事例や振興のためには、実施

能力のあるコンテンツ人材が不可欠であると意見を述べた。 

 

【総務省】２００６年度 総務省情報通信政策局コンテンツ流通促進室 参考人として 

「コンテンツ取引市場の形成に関する検討会」２０７にて、参考人としてコンテンツ取引市

場が形成されるために必要なコンテンツの権利処理の法的拘束状況を委員会に説明した。 
                                                  
２０５ TBS・講談社ドラマ原作大賞 http://www.d-gensaku.jp/（2011.03.22） 
２０６ 経産省 http://www.meti.go.jp/information/data/c90309ej.html（2011.03.22） 
２０７ 総務省 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/chousa/contents/pdf/06
1225_2.pdf（2011.03.22） 
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また、当該委員会でコンテンツの資産評価は必要であるが非常に難しいとの報告が事務局

よりコンピュータープログラムの資産評価事例を挙げて報告があった。 

 
【厚生労働省】２００９年～ 職業能力開発局能力評価課 検定試験委員として 

厚生労働省管轄の国家資格「知的財産管理技能士（コンテンツ専門業務）」の試験委員を

検定試験指定実施先である一般社団法人知的財産教育協会から委託され、コンテンツに関

する幅広い知識の普及に努めている。 

 

【日本経団連】２００９年～コンテンツ・ポータルサイト運営協議会委員として 

経済産業省の支援を受けて、著作権団体とコンテンツホルダーが海外へ日本のコンテン

ツを紹介するポータルサイト Japan Content Showcase２０８を運営。日本コンテンツの海外

流通への取り組みを行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
２０８ Japan Content Showcase http://www.japancontent.jp/ （2011.03.22） 
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付 録 

 

1. インタビュー調査 

 

 目的１として、本研究の提起するコンテンツの価値評価およびその「格付け」手法につ

いて、本研究の新規性、独創性、必要性を確認するために、コンテンツ事業担当者ならび

にコンテンツ関連団体に対して下記の項目についてインタビューを行った。 

 

１．コンテンツ流通の取り組みが進んでいますが、満足されていますか。 

２．コンテンツの流通で何が重要だと思いますか。 

３．コンテンツを資産評価する必要性を感じますか。 

４．コンテンツの価値評価について何かされていますか。 

５．コンテンツの「格付け」評価手法についてどのように感じますか。 

６．その他業態別質問 

 

目的２として、書籍や伝記として残された記録の検証を補足するために、映画製作シス

テムに関わる創成期の考え方とテレビ映画の黎明期の考え方について、「プロデューサー・

システム」を導入して、映画の近代化に努めた森岩雄氏のご子息である森伊千雄氏と実際

に執務体験された大映テレビの安倍道典氏にインタビューを行った。 

 

2. インタビュー記録  

 

（１）CS 衛星放送事業者  

 

【インタビュー先】株式会社アニマックスブロードキャスト・ジャパン（Animax） 

【日 時】2009 年 10 月 22 日 14：00～16：00 

【場 所】本社 港区竹芝 

【インタビュー】取締役副社長 佐々木朗氏 

編成制作部 編成 前田志乃氏 

 

この会社は、１９９８年５月２０日アニメ専門チャンネル「アニマックス」を開局。「ス

カイパーフェクＴＶ！１１０」（現：e2 by スカパー！）にて有料放送を開始する。衛星放

送局（CS 放送）ならびにケーブルテレビ局などへのアニメーションを中心とした番組の委

託放送事業を行っている。視聴可能世帯は、８００万世帯を突破。アニメ関連商品のイン

ターネット販売事業も行っている。主要株主は、株式会社ソニー・ピクチャーズ エンタテ
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インメント、東映アニメーション株式会社。 

ＣＳチャンネルとケーブルテレビ向けのコンテンツ放送事業者として、ヒアリングを行

った。 

 

１． コンテンツ流通の取り組みが進んでいますが、満足されていますか。 

・ＳＰＥ（ソニー・ピクチャーズ エンタテイメント）とはコンテンツ供給面で連携してお 

り、現状は満足している 

・ファーストウインドウ（例えば地上波放送番組）とは連携しなくても独立チャンネルな

ので問題ない 

・ファーストウインドウ（初回放送）のインターバル（放送期間）が短いと認知度は低い。 

・収益の考え方は、月次ではなく１年単位で考えて、１年間の収益総面積を最大にするこ 

 とを目標としている 

 

２． コンテンツ流通で何が重要だと思いますか。 

・ジェネレーションのバトンタッチ（多世代視聴）をどのようにつなげるかが難しく、最 

も重要な課題だと思う 

・おたく市場に向けてのコンテンツ制作は魅力的であるが、放送は一般市場を狙うべき 

 

３． コンテンツを資産評価する必要性を感じますか。 

・番組は放送権を買うだけなので資産計上はしないので、資産評価の必要性はあまり感じ 

ていない 

 

４． コンテンツの価値評価について何かされていますか。 

・編成担当者を含む数人で購入に値するコンテンツかどうかを評価し、判断している 

・市場価格（通常の放送料であること）と人気のあるヒット作品かどうかを評価の１つの 

指標にしている 

・アニメ人気やＤＶＤでの人気そして業界での人気を参考にしている 

 

５． コンテンツの「格付け」評価手法についてどのように感じますか。 

・買い付けの参考にはなると思う 

・第三者の評価という点で興味がある 

 

６． 業態別質問として、番組購入の基準はどのようにしていますか。 

・コアなファン層が支えているアニメ（『けいおん』など）は購入しない 

・２２歳～２４歳が視聴対象の入り口と考えている 

・既に Animax 設立時点で CATV にはキッズステーションとアニメチャネルがあったので 
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CATV の番組基本メニューに入れなかった。チャンネルパワー（契約世帯数）をつけな 

いと番組基本メニューに入れない 

・番組基本メニューはスカパーで選ばれるチャネルになること 

・Animax の戦略としては、子供から大人ではなく、「大人から子供へ」。そのために、Animax 

では主な契約者が、現在３５歳くらいの方が１０歳の時に見たアニメを数多く放送し、 

ノスタルジー感を得られるような番組をラインナップしている 

 

   主力ラインナップ 

   ７０年代アニメ 『ルパン三世』（旧東京ムービー〈現トムスエンタテイメント〉） 

           『ガンダム』（サンライズ） 

   ８０年代アニメ 『ドラゴンボール』（東映アニメ） 

   ９０年代アニメ 『キテレツ大百科』（旧東京ムービー〈現トムスエンタテイメント〉） 

     

（２）映画製作会社団体 

 

【インタビュー先】社団法人 日本映画製作者連盟  

【日 時】2009 年 10 月 26 日 13：00～15：30 

【場 所】連盟事務所 中央区日本橋 

【インタビュー】事務局長 華頂尚隆氏 

 

 この団体は、昭和２０年（１９４５年）に「映画製作者連合」として発足し、昭和３２

年（１９５７年）に「社団法人日本映画製作者連盟」と名称を変更し、平成２２年（２０

１０年）より、「一般社団法人日本映画製作者連盟」となる。現在の会員社は、松竹・東宝・

東映・角川映画の４社である。 

 映画製作全般の視点で、映画産業についてヒアリングを行った。 

 

１． コンテンツ流通の取り組みが進んでいますが、満足されていますか。 

・デジタル化による違法ダウンロードによるデメリットが大きく、満足な状況とは言い難 

い 

 

２． コンテンツ流通で何が重要だと思いますか。 

・作品力（クオリティー） 

・口コミ（話題、かつては劇場での行列） 

・脚本力（一次脚本をアレンジした二次脚本） 

・公開時期 

・監督力（ディレクターズシステム） 
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３． コンテンツを資産評価する必要性を感じますか。 

・第三者の評価があればいろいろと事業が進めやすいと思う 

 

４． コンテンツの価値評価について何かされていますか。  

・ポテンシャルの評価が必要だと思うので、検討している 

・シナリオアナリストの手法を利用できる 

 

５． コンテンツの「格付け」評価手法についてどのように感じますか。 

・作品の評価として使える 

・シネコンへ説明する際に、コンテンツの格付け評価があれば、作品力として説明できる 

・地方が強い作品は、都市部でも強い傾向があるので、そういった観点も格付けの評価基 

準として盛り込んだほうがいいと思う 

 

７． 業態別質問として、番組購入の基準はどのようにしていますか。 

・映画のヒットの法則は監督が脚本を練り、監督と脚本が一体となった作品であることだ 

と思う。自社ではそうした作品を購入している 

・経年的に各種データを保存しているので、過去データから分析して決めている    

 

（３）映画会社 

 

【インタビュー先】東宝株式会社 

【日 時】2009 年 10 月 27 日 14：00～15：30 

【場 所】本社 千代田区有楽町 

【インタビュー】映像本部 宣伝部  

映画宣伝企画室 プロデューサー 上田太地氏 

 

 東宝株式会社は、１９３２年阪急電鉄の小林一三によって「株式会社東京宝塚劇場」と

して設立される。現在の社名である「東宝」は、東京宝塚を略した名称。映画製作より映

画の配給ビジネスに重点を置き、全国スクリーン数、３，３９６スクリーン（２００

９年１２月末現在）の内、東宝系列は５２１スクリーン（２０１０年１月現在）

で、日本最大の系列劇場数を持つ。２００９年度の邦画興行成績上位２０作品の内、１６

作品が東宝の配給した邦画であり、テレビ局と組む製作委員会が映画のヒットモデルとな

っている。米国からプロデューサー制度を導入した元副社長の森岩雄氏は、映画会社の経

営の近代化に大きく寄与した。 

 ４映画会社の中で、配給に特化した経営戦略をとり、ヒット作品の上位をほぼ独占して
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いる映画会社としてヒアリングを行った。 

 

１． コンテンツ流通の取り組みが進んでいますが、満足していますか。 

・デジタル化によってインターネットへの流通が始まったが、十分ではない。  

 

２． コンテンツ流通で何が重要だと思いますか。 

・作品上映のウインドウ（媒体）戦略 

・宣伝戦略として、一般宣伝広告は効果が薄い 

・口コミが一番 

・海賊版対策 

・大きな投資に対するリスクヘッジとして、できるだけ多く流通させる 

・長期間の上映はリスクヘッジにはならない 

 

３． コンテンツを資産評価する必要性を感じていますか。 

・投資家の視点として必要 

・財産である限り必要 

・資金調達のために必要 

 

４． コンテンツの価値評価について何かされていますか。 

・映画の価値評価は特にしていない 

・映画を観る人の趣味、嗜好などのマーケティング調査はしている 

・作品の海外での評価 

・換金性があるかどうか、流通性があるかどうかも重要なので評価基準の１つとして考慮 

している 

 

５． コンテンツの「格付け」評価手法についてどのように感じますか。 

・リスクと評価は別物なので、価値を評価対象とする考えは正しい 

 

６． 業態別質問として、映画のヒットの法則は何ですか。 

・ポケモンやコナンなどのヒット作も法則性を見いだすのは難しい 

・あえて言うなら、創造創作であること 

・時代性が強いこともヒットの一要因だと思う 

・配給エリアの人口分布がヒットに影響すると思う 

・支配人（３０歳代）が劇場編成をコントロールしているので、支配人の目に留まること 

・映画興行は、首都圏よりも地方興行の影響が大きく、ヒットにつながるかどうかは、地 

 方興行が鍵を握っていると思う 
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・原作のある映画作品は興行に強い 

 

【インタビュー先】松竹株式会社 

【日 時】2009 年 10 月 21 日 13：00～15：00 

【場 所】本社 中央区築地 

【インタビュー】映像本部 映像統括部  

映像戦略室 下角哲也氏   

プロデューサー 小林敬宣氏 

 

松竹の歴史は、１８９５年に大谷竹次郎が「京都阪井座」を買収して創業、その後、兄

の白井松次郎と１９０２年に「松竹合名会社」を設立する。１９２０年には、「松竹キネマ

合名会社」にて映画製作を開始、「帝国活動写真株式会社」を経て、１９３７年に「松竹株

式会社」を設立する。小津安二郎、大島渚や山田洋次監督を有し、１９２４年長らく蒲田

撮影所の所長であった城戸四郎は、これまでのスター中心の映画作りから「監督第一主義」

を掲げ、松竹映画の黄金時代を築いた。現在も映画製作に力を注ぎ、事業の近代化にとも

なって外部の人材を採用するものの、肝心の映画がヒットせず、早くから映画配給に特化

した東宝との格差は開くばかりである。２００９年にアカデミー賞を受賞した『おくりび

と』は、松竹が配給のみ担当した。  

映画製作から配給まで、製作リスクと配給ビジネスの両輪を続けている映画会社として

ヒアリングを行った。 

 

１． コンテンツ流通の取り組みが進んでいますが、満足されていますか。 

・海外向けの流通が十分ではない 

・バリアフリー映画（副音声・字幕付映画）を２２０万人向けに提供しているくらい 

 

２． コンテンツ流通で何が重要だと思いますか。 

・映画がヒットするかどうかが一番大事。興行が大ヒットか大ゴケかによって、その後の 

流通のすべてが決まるからである 

・重要なのはエンタテイメントの感動を、多くのバリエーションで観客に伝えることだと 

思う 

 

３． コンテンツを資産評価する必要性を感じますか。 

・第三者の評価として必要 

・資産としての評価より、資本から生み出される商品として評価したい 
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４． コンテンツの価値評価について何かされていますか。 

・興行の成功率についての事前評価は導入している 

・ KDDI と産業技術総合研究所との開発した人口知能システムに松竹のマーケティングデ 

ータをインプットした「広告宣伝支援システム」を構築している 

・興行成績が良いと、収入が増えるので結果的には資産になる 

・マーケティングデータとして、トラッキング調査（インターネット）を日本人限定で４ 

年前から実施しており、４０万件のデータ蓄積がある 

・定点評価のために、評価グリッド（人間が「何を知覚して」その知覚から「どのような 

理解をし」、そこに「どのような価値を見出して」いるのか、という生活者が持つ評価構 

造を明らかにし、視覚的に階層構造として表現することができる手法）を使いインタビ 

ューを行っている 

・映画を観たいかどうか、また、どんな映画を観たいかを調査し、映画を定性的に評価し

て売上予測へとつなげている 

・トラッキングリサーチを採用している 

・ベイジアンネットワークモデル（人口知能）を使って、映画成績の予測をしている 

・精度分析や売上予測などしているが、受け身であり誰かに指示するものではない 

・収支検討表を作成している 

 

５． コンテンツの「格付け」評価手法についてどのように感じますか。 

・データベースとしては、マインドベース社のギャガのリンダシステムが有効だと思う 

 

６． 業態別質問として、映画のヒットの法則は何ですか。 

・ヒットするには人的ネットワーク（信頼関係）が必要 

・DVD 収入依存の崩壊から、興業第一主義に戻る必要がある 

・映画館はふたりで行くもので、ふたりで観る作品を作れば売上げは２倍となる   

・テレビ局とコラボレーションすることが宣伝効果からヒットにつながる 

・合作によるアジアへの進出 
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【インタビュー先】角川映画株式会社（現 角川書店） 

【日 時】2009 年 10 月 23 日 10：00～11：30 

【場 所】本社 千代田区紀尾井町 

【インタビュー】企画製作部 部長 土川勉氏 

 

角川映画の第一作目の映画は、１９７６年の『犬神家の一族』で、当時角川書店社長で

あった角川春樹が、角川文庫を利用した販売促進のために自ら角川文庫の原作を映画化し

たメディアミックスである。「読んでから見るか、見てから読むか」という当時の宣伝キャ

ッチコピーは、このメディアミックスを表している。大量のテレビ CM と破格値の製作費

は、日本の映画相場を大きく変えてしまった。当初、角川書店自体は映画会社ではなく、

映画関連事業を行っていたのは、その中のエンタテイメント事業部であった。２００２年

に大映の作品資産とスタジオ事業を買い取り、「角川大映映画」を設立して名実ともに映画

会社となる。２００５年には「日本ヘラルド映画」を買収して、「角川ヘラルド映画」を経

て、２００７年には「角川映画」と社名変更した。（２０１０年に「角川書店」に変更） 

書籍販売事業から映画産業に乗り出し、その流通改革を自らのリスクで行い、最終的に

は映画会社と同じ組織を持つに至ったエンタテイメントビジネス事業会社としてヒアリン

グを行った。 

 

１． コンテンツ流通の取り組みが進んでいますが、満足されていますか。 

・映画会社として映画を製作することが最も大事なことであり、コンテンツ流通はその結 

果としてついてくるものである 

・角川春樹流に言うと「読むか、見るか」のダブル流通を進めている 

 

２． コンテンツ流通で何が重要だと思いますか。 

・ヒットさせること 

・リスクの分散 

 

３． コンテンツを資産評価する必要性を感じますか。 

・映画会社としては、作品の評価が資産評価だと感じている 

 

４． コンテンツの価値評価について何かされていますか。 

・コンテンツの価値を正しく評価する方法がないのではないかと思う 

・興行の成功と作品の評価が、その作品の資産評価につながると思っている 

・作品のクオリティーも評価のひとつとしている 

・『蒲田行進曲』のような上映してから興行成績が伸びる作品が良い（『蒲田行進曲』の上 

演は、前半より後半の方が人気あった） 



177 
 

・予測興行成績（配給収入）から制作費＋P＆A の減算で採算を算出し、それを作品の価値 

評価の指標としている 

 

５． コンテンツの「格付け」評価手法についてどのように感じますか。 

・第三者による格付け評価の意見はあっても良いと思う 

・自社独自の評価付けも必要だと感じる 

 

６． 他業態別質問として、映画のヒットの法則は何ですか。 

・ヒットの法則はないのではないかと思う 

・主に「口コミ」がヒットにつながる 

・まだ、ヒットするかどうかは、いまだ勘に頼っている部分が大きいと感じる 

・法則はないが、時代、ストーリー、著名な原作、人気のある俳優、有名な監督が参加す 

る映画はヒットする 

・テレビのヒット番組の映画化 

・プロデューサーが全責任を持つ作品はヒットすると思う 

 

【インタビュー先】ワーナー エンターテイメント ジャパン株式会社 

【日 時】2009 年 10 月 23 日 14：00～15：30 

【場 所】WARNER BROS．STUDIOS 港区日比谷 

【インタビュー】ローカルプロダクツ 渉外・法務担当部長 清水文緒氏 

 

１９９３年にマイカルとの合弁事業として、日本では本格的なシネマコンプレックス事

業に参入し、ワーナー・マイカル・シネマズを設立。コンテンツ確保のために邦画事業を

立ち上げ、２００６年『デスノート』の大ヒットを契機に邦画に本格参入した。リスクが

少ないテレビ局との制作委員会作品の配給が主流であるが、将来は邦画製作を行い海外へ

も頒布する予定がある。 

外資系映画会社として、洋画のコンテンツ流通を先に整備して、その後に邦画ビジネス

にも参加するグローバルな映画会社としてヒアリングを行った。 

 

１． コンテンツ流通の取り組みが進んでいますが、満足されていますか。 

・デジタル利用が進んでいない（洋画は進んでいる） 

・細切れ契約で、流通のための整合性がとれていない（原作契約は、たった５年足らず） 

 

２． コンテンツ流通で何が重要だと思いますか。 

・ウインドウの間をあけるとロスとなるので、あけないことが重要である 

・長い目で見ること（ロングテール） 
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３． コンテンツを資産評価する必要性を感じますか。 

・ワーナーの場合は、資産評価より日本で興行収入をあげることが重要 

・興行が成功することが価値とみている 

・日本マーケットから世界に飛び出せるかどうかを評価する必要性はあると思う 

 

４． コンテンツの価値評価について何かされていますか。 

・肌感覚でコンテンツ評価をしている 

・日本マーケットで製作したものを世界に配給することに重点を置いている。世界で認め 

られれば、それがコンテンツの価値評価を高めると思うから 

 

５． コンテンツの「格付け」評価手法についてどのように感じますか。 

・考え方としては、これまでにないおもしろい考え方だと思う 

 

６． 業態別質問について、映画のヒットの法則は何ですか。 

・ヒットの定義は社会現象にすること（ジェイム・パトナー） 

・「必ず観る人」と「評判を聞いて観る人」がいることが、ヒットにつながる 

・何かのキッカケで、「やっぱり見ておかないと」と感じさせること 

 

（４）映画マーケティング会社 

 

【インタビュー先】マインドベース株式会社（現 ジェネシス株式会社） 

【日 時】2010 年 2 月 9 日 14：00～15：30 

【場 所】本社 港区赤坂 

【インタビュー】執行役員 リサーチ＆マーケティング 福島泰氏 

 

 マインドベースは、２００３年に設立した映画買い付けのマーケティング会社であった

が、２００７年に USEN の子会社化により分離独立した。１９８６年に設立された、映画

買い付け・配給や版権管理を行う「ギャガ・コミュニケーションズ」が、採用していた「LINDA」

というデーターベースマーケティングと、「ADAM」というマーケットサーベイ手法を使う

システムを運用している。 

外国映画の買い付け専門会社として、映画の購入判断基準に定量化分析手法を用いた。

買い付け交渉や日本マーケットという定性的な要因で成果が出なかった映画会社から、マ

ーケティング専門としてスピンアウトしたマーケティング会社としてヒアリングを行った。 
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１． コンテンツ流通の取り組みが進んでいますが、満足されていますか。 

・もっと流通することが必要と考えている 

 

２． コンテンツの流通で何が重要だと思いますか。 

・コンテンツの持つパワーを客観的に数値化されたものをつくることが重要だ 

 

３． コンテンツを資産評価する必要性を感じますか。 

・お金を掛ける以上評価ニーズはある 

 

４． コンテンツの価値評価について何かされていますか。 

・作品鑑定モデルが見えるようにしている 

・現在のマーケットでは、海外映画は買い手市場なので検証の必要なし 

・プロダクツリスク計算は過去（１９８５年～）の実例より重回帰分析をしている 

 

５． コンテンツの「格付け」評価手法についてどのように感じますか。 

・二次利用が中心になると、一次利用のリスクを負う人がいなくなるのではないか 

・映画は現状興行より二次利用の DVD 販売の規模が大きいが、縮小の傾向があるのでウエ 

イトは低くなる 

 

６． 業態別質問として、映画のヒットの法則は何でしょうか。 

・視聴意欲度４０％以上で「認知」され、６０％で「社会現象」化となり大ヒットする 

・邦画の興行収入１０億円＝「大ヒット」は間違い。配給収益で考える必要がある 

・観客ターゲットを絞ることが必要 

・ターゲットとなる層の６０％を獲得すると、飛躍的に評価が上がり、ヒットにつながる 

・シネコンになり、スクリーン数より公開席数、上映回数などがヒットの鍵を握っている 

と思う 

・試写会の評判は無料なので、偶像を創りあげる危険性があるので注意が必要 

・実際にお金を支払って観た人がヒット作品を作る 
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（５）コンテンツ政策行政 

 

【インタビュー先】経済産業省 

【日 時】2009 年 10 月 27 日 16：00～17：00 

【場 所】本省 千代田区霞が関 

【インタビュー】商務情報政策局 文化情報関連産業課（メディアコンテンツ課） 

課長補佐 高柳大輔氏 

 

商務情報政策局は情報通信産業、商業、流通業などを所管する部署である。文化情報関

連産業課は、通称「メディアコンテンツ課」言われており、コンテンツ産業政策を所轄し

ている。日本のコンテンツ産業政策の推進管轄部署として、評価手法についてインタビュ

ーを行った。 

 

１． コンテンツ流通の取り組みが進んでいますが、満足されていますか。 

・コンテンツの流通というものは、ただ単にテレビ番組を流せば良いというものではない 

ことは理解した 

 

２． コンテンツ流通で何が重要だと思いますか。 

・ネット流通にふさわしいコンテンツであること 

・流通側のインセンティブ 

 

３． コンテンツを資産評価する必要性を感じますか。 

・コンテンツを資産評価するのは、構造的に難しいが、ビジネスの世界では必要とされる 

と思う 

 

４． コンテンツの価値評価について何かされていますか。 

・二次利用とコンテンツが利用されるべき属性について考えている 

・シンジケートのようなコミュニティーの必要性を感じている 

 

５． コンテンツの「格付け」評価手法についてどのように感じますか。 

・潜在的価値のようなものを評価するには便利 

・評価手法が標準化されれば、マーケットで利用できる 

 

６． 業態別質問として、映画のヒットの法則は何ですか。 

・ドラマで人気だった番組の映画化 
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【インタビュー先】文化庁長官官房 著作権課 

【日 時】2010 年 2 月 9 日 11：15～12：30 

【場 所】本庁 千代田区霞が関 

【インタビュー】文化庁長官官房著作権課  

著作物流通推進室長 川瀬真氏 

（現職. 横浜国立大学大学院 国際社会学研究科 教授） 

 

 文化庁長官官房は、文部科学省の外局で、著作権課は著作権の保護を管轄している。 

著作物流通推進室は、著作権を保護しつつ、コンテンツ流通のための政策を検討する部署。 

 日本のコンテンツの流通を著作権等の保護をしつつ、推進する行政機関としてヒアリン

グを行った。 

 

１． コンテンツ流通の取り組みが進んでいますが、満足されていますか。 

・満足していないというべき立場 

 

２． コンテンツ流通で何が重要だと思いますか。 

・使いまわしより、オリジナルコンテンツの製作が重要 

・コンテンツホルダーの末端価格の決定権がないと、アメリカの音楽配信ビジネスのよう 

に市場が崩壊する 

・契約より二次利用運用ルールで対応すべき（米国は契約完結型、日本は別途協議型） 

・制度で補完（「ネット法」に対する「権利処理機構」の設立） 

 

３． コンテンツを資産評価する必要性を感じますか。 

・資金調達において必要と感じる 

・流通取引における算出基準として必要と言われている 

 

４． コンテンツの価値評価について何かされていますか。 

・コンテンツの評価の定義が可能なのかわからない 

・コンテンツの「不確実の事象」をどのように反映するのか難しい 

 

５． コンテンツの「格付け」評価手法についてどのように感じますか。 

・第三者の評価基準としては利用可能だと思う 

・コンテンツ業界以外の業界にも利用 
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（６）放送事業者団体 

 

【インタビュー先】社団法人 日本民間放送連盟  

【日 時】2009 年 11 月 2 日 13：15～14：30 

【場 所】連盟事務所 千代田区紀尾井町 

【インタビュー】専務理事 玉川寿夫氏 

理事待遇事務局次長兼デジタル推進部長 大寺廣幸氏 

研究所 主任研究員 木村幹夫氏 

 

１９５１年に、日本初の民間放送として予備免許を受けたラジオ１６社が任意団体とし

ての創立を決議・発足した連盟。民放共通の問題を処理し、公共的使命達成を目的とした

社団法人である。現在の会員社数は、２０２社。著作権利者団体と民放との団体交渉窓口

である。また、放送倫理水準の向上をはかり、放送事業を通じて公共の福祉を増進するこ

とも目標としている。 

 

１． コンテンツ流通の取り組みが進んでいますが、満足されていますか。 

・放送事業者は満足しているが、それ以外の人が満足していない 

 

２． コンテンツ流通で何が重要だと思いますか。 

・コンテンツ設計として、アナログからデジタルへの利用拡大 

・コンテンツ流通促進により、総務省（文化庁）の権利と経産省の利益の不一致の解消 

・マーケットの需給バランスの解消（ソフト不足） 

・IP マルチキャストにおけるディストリビューターの統合化 

 

３． コンテンツを資産評価する必要性を感じますか。 

・評価するのは分かるが、何に利用するのかわからない 

・企業としてはあった方が良いのではないか 

 

４． コンテンツの価値評価について何かされていますか。 

・特別何もしていない 

 

５． コンテンツの「格付け」評価手法についてどのように感じますか 

・目的変数の定義が必要 

・償却済み資産の活用をする際に、コンテンツの善し悪しを格付け評価によって捨拾選択 

できる 

・各社の評価基準に基づいて資産投下指標となるのではないか 
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・ファイナンストライアルの指標となるのではないか 

 

６． 他業態別質問について、ウインドウ増加による番組の価値は増大しましたか。 

・増えているが測定はしていない 

・マルチウインドウとなり定量的足し算では増大している 

・制作費低下による番組制作への影響は短期的には低下すると思われる 

・制作費と視聴率、制作量と利益、自社制作と利益は不相関である 
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（７）映画製作関係者 

 

【インタビュー先】株式会社東宝 元副社長 森岩雄氏の長男 森伊千雄氏 

【日 時】2008 年 5 月 26 日（月）15：30～17：00 

【場 所】聖路加レジデンス 中央区築地 

【インタビュー】森伊千雄氏（元 TBS 社員） 

【同行出席者】浜野保樹教授 眞田妙子 

【インタビュー内容】 

 

東宝の元副社長であった森岩雄氏は、脚本家であり、翻訳家でもあり、映画プロデュー

サーでもあった。日本映画の製作体系は、芝居の映画化から始まった。そのため、すべて

の仕組みが芝居の伝統を引き継ぎ、極めて封建的なものであり、映画製作にも大きく影響

を与えてきた。特に、監督が映画を作るという「監督中心主義」は、公平で合理的である

べき量産製作に大きなマイナス要因であると森岩雄は指摘した。そしてハリウッド視察を

経て、製作者と監督との仕事を分離することを決断し、監督は映画の演出のみに専念させ、

予算と人的資源の管理を一元化するプロデューサー・システムを日本の映画界に本格的に

導入した人物とされる。２０９ 

 

昭和４５年５月の新著作権法の制定により、「映画の製作に発意と責任を有する者」とし

て映画製作者は、映画の著作権が帰属する主体であることが明確にされた。この法規定に

より、森岩雄氏の改革が形式的には実現したことになる。 

 

プロデューサー・システムがどのように映画製作の生産性を高めたのか、また、近代経

営のために取り組んだ諸項目が、現在でも維持できているのかを検証するにあたり、森岩

雄氏の記録が焼失してしまっているので、ご子息からの伝承でヒアリングを行った。 

 

１．ハリウッドの映画製作に関して研究され、プロデューサー・システムを導入して、合

作に挑戦するなど日本の映画製作の近代化に尽力されてこられましたが、映画製作部

門のマネジメントについて森岩雄氏が語られたことがありましたらお聞かせ願います。 

 

⇒プロデューサー・システムを導入はしたが、順調だったようではない。相変わらず 

監督の権限は強く、プロデューサーの意見など聞く耳を持たない著名な監督が多か 

った。森岩雄氏自身も撮影所長をしており、プロデューサーと監督との住み分けは 

当時は完全にできていなかった。 

 

                                                  
２０９ 森岩雄「映画製作の実際」，紀伊国屋書店，1976 年，9-13 頁。 



185 
 

⇒マネジメントしようとする管理部門と芸術としての映画製作に没頭する現場との軋

轢は続いた。東宝でも黒澤明監督のマネジメントにおいて何人もの幹部が辞表を提

出する羽目になっていた。 

・ 松竹のディレクター・システムに対して、東宝はプロデューサー・システムを導入

していた 

・ 黒澤明監督は例外的存在であり、監督のやりたいようにやるという信念のもとに映

画製作を行っていたため、プロデューサー・システムが根付かなかった 

 

２．映画製作部門が独立採算制を導入するメリット、デメリットについて語られている事 

がありましたらお聞かせ下さい。 

 

  ⇒映画の製作部門が独立採算制を歓迎していないことは確かである。 

  ※撮影所では「計算部」がプロダクション・ナンバーで管理していた。２１０ 

 

３．映画製作部門は配給部門から製作費の配分はされていたのでしょうか。 

 ⇒制作への配分はされていなかった。 

 ⇒そのため、ヒットした時はいいが、ハズレた時につじつまが合わなかった。 

・製作費が厳密に算出できない、社内費と社外費の扱いが曖昧であった。 

・採算がとれなくても損失を請求することは出来ない。他のヒット作で穴埋めをして 

いるというのが実情だった。 

 

４．製作部門の予算は、映画会社では当時どのような仕組みで決定していたのでしょうか。 

 

 ⇒年間の予算と当期の収益を見て、来期への繰越資金を製作費予算に充てた。 

 

５．映画製作の生産性を向上（合理化）させるためにどのような取り組みをされていたの 

でしょうか。 

 

  ⇒監督の裁量で物事が決定していくシステムは今でも変わらない。 

  ※Ｍ・Ｇ・Ｍのドア・シャリイ改革を例に上げて 

   「一般的に安い費用で映画を作るには、二通りのやり方がある。その一つは徹底

的に節約をすることである。芸術家も技術家も報酬が高額の人は使わない。何で

も安くできさえすればいいというやり方。第二の方法は、金を使うよりは頭を使

って効果をあげるやり方である。この方法で成功すれば安い費用で出来上がるば

かりでなく、良質の作品を作り上げることも可能となる。シャリイの狙いはこの

                                                  
２１０ 前掲書「映画製作の実際」，284 頁。 
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第二のやり方で『次に聞く声』という作品を製作して、この種の作品の見本、模

範を示そうとしたところにあったのである。」。２１１ 

 

６．森岩雄氏は大澤善夫氏からテレビ事業のために東京放送を紹介されていますが、外遊 

の末テレビ事業の将来性を実感されながらも、生涯の仕事として映画事業を選択され 

ました。小林一三氏も同様であったようですが、その理由をご存知でしたらお聞かせ 

ください。 

 

 ⇒映画人として簡単に映画製作を離脱することが出来なかった。そしてテレビが欧 

米と比較してこれほどの勢いで普及するとは思っていなかった。小林一三も同様 

ではないだろうか。 

・森岩雄はテレビの存在を脅威と感じ、映画を守らなければならないと思った。 

 

昭和２８年秋入社。森岩雄氏の当時の日記は彼の生前の失火により、『キネマ旬報』全号

と一緒に消失・紛失してしまったとのこと。アメリカのプロデューサー制度を持ち込もう

とした森岩雄氏は、監督一任制作にこだわる城戸四郎氏（松竹）について、あまり快くは

思っていなかったらしい。また、森岩雄氏の東宝での立場は、制作会社の PLC＋JO と配給・

興行を行う東宝（東京宝塚と合併）や阪急グループの小林一三の間に挟まれて、安泰では

なかったようである。 

 

【森伊千雄氏ご自身に関してのインタビュー】 

 

雑誌「世界映画社」でアルバイト、その後、株式会社東京放送（ＴＢＳ）のテレビスタッ

フに応募して採用される。 

 

７．テレビ番組製作と映画製作とで、俳優やスタッフのマネジメントについての違いはど 

の部分でしょうか。 

 

  ⇒テレビ放送の創世記は、映画会社の五社協定により、テレビで使える役者や脚本家

がいなかったため、新劇などの舞台役者を起用し、構成作家という脚本家に代わる

職業が生まれた。 

※ 舞台役者：劇団民藝など。 構成作家：塚田茂氏など。 

 

⇒当時テレビは生放送だったが、映画は何度も撮り直しができるので、映画俳優は生

放送に対応できるような技量をもっていなかった。そのためやり直しがきかない舞

                                                  
２１１ 前掲書「映画製作の実際」，32 頁。 
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台に立つ歌舞伎や新劇などの役者をテレビ番組に起用した。※ 渥美清、松本幸四

郎など。 

 

８．テレビ番組のディレクターをされるうえで、映画の製作から影響を受けられたことは 

おありでしょうか。 

 

  ⇒テレビ局がラジオ局を基礎に開局したことから、ラジオ番組を基に制作体制が組ま

れていた。その関係で役者などの出演料は映画に比べて安かった。５～１０万円（日

当）。但し、映画出演は手形支払いだったが、テレビ出演は現金で支払われたので出

演者に喜ばれた。 

 

  ⇒映画会社は専属契約している俳優を抱えていたので、テレビ映画を製作することに

なった場合でも、俳優の調達で困ることは少なかったと思う。 

 

９．テレビ番組製作について生産性向上（合理化）は取り組まれたことはありますか。 

 

⇒吉本興業、ナベプロ、ホリプロなど各プロダクションに所属タレントの出演料を一 

括で支払うようにしていた。 

 

  ⇒映画技術スタッフがテレビへ流入したため、テレビ業界の技術進歩は早かった。東

宝で使わなかった特殊撮影機材を、東宝から独立した円谷プロが『ウルトラ Q』で

使用するなど、機材を流用することでコストや時間を削減した。 

 

 ⇒映画製作スタッフに比べて、テレビ制作スタッフは１０～１５名と少人数で番組 

をつくるようにし、合理化を図った。 

 

 １０．その他 

・ＴＢＳに入社した森伊千雄氏は、当時ＴＢＳの放送開始が遅れたために仕事がな 

く、新藤兼人監督の映画『どぶ』の助手をすることになる。ＴＢＳの給料（出張 

手当）でフィルムを買ったという。宿泊費は無料で食事付きだったので自分のお 

金はすべて製作費用に当てたそうだ 

・日本のテレビの経営はアメリカのテレビとは全く異なるものであった 

・当初はスポンサーがつかないし、予算もない状態だった。それでも一応、週単位 

で予算を組むのだが、それも当てにできないお金であった 

・テレビのプロデューサーとディレクターの関係は当時ディレクターのほうが中心

だった 
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・番組制作はプロデューサーが企画して仕切るのではなく、タレントありきでプロ

ダクションから売り込みを受けて制作するケースが多かった 

・制作部門は本社から分離させて、制作専門の外部プロダクションでつくった番組

を買うべきだと思う 

・森伊千雄氏はＴＢＳの社員として営業を経験し、スポンサーとの取引などを行っ 

てきたことがディレクター業務に役立ったという 
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【インタビュー先】大映テレビ株式会社 

【日 時】2008 年 3 月 13 日（木）13：00～16：00 

【場 所】シナリオ会館 ６階会議室 港区赤坂 

【インタビュー】大映テレビ株式会社  

相談役 安倍道典氏（元 大映 テレビ室製作管理部長） 

【同行出席者】浜野保樹教授 内田真理子（メディア環境学 客員共同研究員） 

 

第二次世界大戦の戦時統制の一環として戦時企業統合が始まり、映画業界でも１９４２

年、新興キネマ・大都映画・日活の製作部門他の合併が行われ「大日本映画製作株式会社」

が設立される。大映は「大日本映画製作株式会社」の略称。大映の設立に主体的に動いた

のが永田雅一である。松竹から大映の専務に就いた永田は、１９５１年に黒澤明監督によ

る映画『羅生門』のヴェネツィア国際映画祭グランプリ受賞を契機に大映の全盛期を築い

た。だが、永田の放漫でワンマンな経営は、１９６０年代からの映画産業の急激な斜陽化

と大映の巨額な製作費を投じる大作主義により、次第に悪化。ついに１９７１年に倒産す

る。 

この倒産の中で、テレビ映画を製作していた大映テレビ室は、倒産直前に分社化されて

大映テレビが設立される。永田は、日本テレビ放送網やフジテレビジョンに出資していた

が、テレビ放送にはあまり興味を示さなかった。同様に、自社のテレビ番組の製作にも興

味を示さなかったが、主屋である大映は倒産するが、大映テレビは存続することとなる。

組合から非難されつつも、苦難を経て大映テレビ室を独立させたのが、安倍道典氏である。

２１２ 

 

大映が倒産するに至った原因と、映画産業衰退期における大映テレビの活躍と製作費節

減のジレンマについて、さらに劇場映画とテレビ映画の製作の根本的な違いなどを当事者

であった安倍道典氏にインタビューした。 

 

１．大映が残した業績の中で、安倍さんが評価に値すると思われることは何ですか。 

 

⇒小林一三からは「大映は製作に徹すればよい」と言わせるくらい、映画製作に傾倒

したことは評価に値すると思う。ただ、そのため映画興行には積極的ではなく、結

果的に映画館を有楽町に進出させられなかったことは残念であった。 

 

 

 

                                                  
２１２ 安倍道典「『昭和の思い出の記』大映テレビ独立の記録」，講談社出版，2005 年，229-277
頁。 
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２．名プロデューサー、永田雅一氏の映画人として、経営者としての評価についてお聞 

かせください。 

 

⇒４４４番のパスポートを持つアメリカ好きで、戦後アメリカとの交流を積極的に行

い、『羅生門』を海外へ輸出したことが一番の功績だと思う。ドッジ（GFQ 経済顧

問として来日したデトロイト銀行頭取のジョセフ・ドッジ）とも親しく、戦後もウ

エスタン製の映写・オーディオ機器のリース料金を支払い続けたことにより、アメ

リカとの信頼を築いたことがすばらしい。 

 

⇒「基幹産業が敗戦の痛手から抜けきらぬ中にあって映画産業、なかんずく大映は膨

大な現金収入を得ていた。しかも映画の輸出（「羅生門」１本で７０万ドルを稼いだ）

によってアメリカにパイプが通じ、日本映画の蓄積円、洋画の国内蓄積ドルの活用

についても、永田氏は発言権をもっていた。当時はアメリカ一辺倒であり、米国大

統領顧問だったエリック・ジョンストン氏（米国映画協会会長）やドッジ・ライン

を敷いたデトロイト銀行頭取ジョゼフ・ドッジなどとの交流があった永田氏は羨望

の的だった。大映は十二分に儲かっていた。だから、永田氏に経営感覚があれば、

一大コンツェルンを築けたはすだ。」（「プレジデント」プレジデント社 1978 年 31

頁。より引用） 

 

彼の偉業は数多い。東南アジア映画協会の設立や、政府に働きかけて映画館入場

税の撤廃を実現、映画を輸出するための資金調達に金融公庫を利用したことなど、

さまざまな試みが評価される。また、芸術家（技術スタッフ）を大切にして優遇し

たことも質の高い映画をつくることにつながった。だが、オリジナリティーに欠け

るテレビ番組の制作は嫌い、晩年テレビに多少興味は持ったものの手をつけなかっ

た。  

 

３．映画産業衰退期における当時の激動する業界の雰囲気についてはどうでしたか。 

 

⇒２０世紀は、アメリカの時代へ突入するとともに、三井三池争議以降、労働者の地

方から都市部への流入により、ライフスタイルが激変した。 

 

⇒テレビの普及によって映画鑑賞よりもテレビ観賞、プロ野球、観光旅行などへと民

衆の余暇の過ごし方が激変する。 

 

⇒映画は、相変わらず「一発当て」に期待するばかりで、時の流れに逆らっていた。 
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４．大映テレビの活躍と製作費節減のジレンマについてはどうでしたか。 

 

⇒映画は６か月で投資回収して、１５％の簿価を残す。そこからが利益となる。 

 

⇒大映は昭和２９年（１９５４年）繁栄の絶頂期にあり、当時１００円の映画館入場

料で１週間に２００万～３００万円、半期に５億円の利益を出していた（現在の 

１００億円程度）。年間１５本のヒット映画のうち７本が大映の製作だった。 

 

⇒フリー・ブッキング制の中、昭和３１年（１９５６年）には５７億の売り上げ、 

９億の経常利益であったが昭和４５年（１９７０年）には、３２億まで落ち込んで

いた。 

 

５．劇場映画とテレビ映画の根本的な違いは何でしょう。 

 

⇒映画とテレビの根本的な相違は、製作体制の人数にある。テレビの製作体制は２５

名という少人数で動かしている。（映画では１作品をつくるのに、最低でも２５０名

以上のスタッフが必要） 

 

⇒劇場興行でないテレビ映画は、製作・納品することで完了し、興行成績を待たずし

て短期に結果が出るところが映画製作とは異なる。 

 

⇒テレビ部門は、大映から独立採算だったので、利益を上げて本社に認められる。 

 

⇒俳優に関しては、映画俳優を当初から使える、映画会社独自のメリットがあった。 

  ※ 京マチコ、宇津井健、船越英二 

 

⇒一方、映画俳優の専属費が発生して、それが固定費となり重くのし掛かっていた。 

 

６．テレビ映画の平均製作費についてお聞かせください。 

 

⇒１作品あたり３，０００～６，０００万円の製作費には、ロケ費の他に俳優専属費

が費用分担としてテレビ制作側に割り振られる。 

 

７．製作費低減のために苦心されたことはありますか。 

 

⇒作品ごとの収支採算を見るようにして、製作費の無駄を把握することに努めた。 
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⇒海外ロケなどは、既に航空会社とのタイアップを導入し、渡航費を軽減させた。 

 

８．大映倒産時の、テレビ局の反応についてはどうでしたか。 

 

⇒昭和４０年（１９６５年）からテレビ局がドラマの制作を開始した時期だったので、 

制作ノウハウを引き継ぎたいと考えていたかも知れない。 

 

⇒その後、１９７１年の大映倒産まで、テレビ局の外部制作ドラマ制作会社として活 

躍した。 ※『ザ・ガードマン』（‘６５～’７５年、３５０作品） 

『赤いシリーズ』（‘７４～’８０年間に１０作品） 

 

９．映画・テレビ作品について、その価値を事前に評価することは可能でしょうか。 

 

⇒製作側からすれば、テレビ局は、製作費の１０％を利益として認めるので、予算が

オーバーすれば赤字となり、コストを削減できれば利益は増える。それがすべて。 

 

10. 日映事件・永田大映倒産・分離独立の５０年など激動の情勢の中で学んだことはどんな 

ことでしたか。 

 

⇒テレビ映画の製作初期、映画各社が赤字に悩んだ。松竹、東映、大映系と国際放映が

中心となって、再放送の際の脚本利用料をめぐって脚本家団体と交渉したことは非常

に勉強になった。２１３ 

以上 

 

 

 

                                                  
２１３ 安倍道典『シネビエイジ・５０周年記念号』,共同通信,2002 年,21 頁。 


